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 戦後の我が国の経済成長に果たした機械工業の役割は大きく、また機械工業

の発展を支えたのは技術開発であったと云っても過言ではありません。また、

その後の公害問題、石油危機などの深刻な課題の克服に対しても、機械工業に

おける技術開発の果たした役割は多大なものでありました。しかし、近年の東

アジアの諸国を始めとする新興工業国の発展はめざましく、一方、我が国の機

械産業は、国内需要の停滞や生産の海外移転の進展に伴い、勢いを失ってきつ

つあり、将来に対する懸念が台頭しております。 

  これらの国内外の動向に起因する諸課題に加え、環境問題、少子高齢化社会
対策等、今後解決を迫られる課題が山積しているのが現状であります。これら

の課題の解決に向けて従来にもましてますます技術開発に対する期待は高ま

っており、機械業界をあげて取り組む必要に迫られております。我が国機械工

業における技術開発は、戦後、既存技術の改良改善に注力することから始まり、

やがて独自の技術・製品開発へと進化し、近年では、科学分野にも多大な実績

をあげるまでになってきております。 

 これからのグローバルな技術開発競争の中で、我が国が勝ち残ってゆくには

この力をさらに発展させて、新しいコンセプトの提唱やブレークスルーにつな

がる独創的な成果を挙げ、世界をリードする技術大国を目指してゆく必要が高

まっております。幸い機械工業の各企業における研究開発、技術開発にかける

意気込みにかげりはなく、方向を見極め、ねらいを定めた開発により、今後大

きな成果につながるものと確信いたしております。 

 こうした背景に鑑み、当会では機械工業に係わる技術開発動向等の補助事業

のテーマの一つとして財団法人素形材センターに「人間と環境にやさしい住宅

・福祉用素形材機械部品の開発課題に関する調査研究」を調査委託いたしました。

本報告書は、この研究成果であり、関係各位のご参考に寄与すれば幸甚であり

ます。 

 

平成１７年３月 

 

社団法人 日本機械工業連合会 

会 長  金 井   務  
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わが国の高齢化社会は、2015 年に国民全体の 25％が 65 歳以上、2035 年には
30％以上になるとの予測があります。また、世界においても高齢化は進んでおり、
現在の日本は世界の平均寿命が 64.7 歳にあるなかで 81.9 歳とトップにあり、2050
年には 88.3 歳になるとの予測があります。世界でも 2050 年の平均寿命が 74.7 歳と
予測しており、高齢化社会が世界的にも広まる傾向を見せております。 
こうした高齢化社会の進展は、日本の経済・産業をはじめ社会環境を大きく変化

させるものとしてその対応が重要な課題となっています。そうした中で、ここ数

年、高齢者対応製品の産業として福祉関連機器分野の市場拡大を模索する動きが

ありますが、福祉関連製品は多くが個別対応型製品であるため、コスト高になり

やすく、大きく市場形成の促進を阻む要因となっています。 
一方、鋳造、鍛造等の金属系素形材は、従来より自動車等の高性能な機械製品

産業に高品質な機械部品を安価に供給してきましたが、こうした社会への対応及

び国民のニーズの多様化に向けて、その技術及び製品を今まで以上に福祉機器分

野で活かすことは、新たな社会環境作りとして国民の生活水準向上に資すること

が出来ると考えます。 
そこで、高齢者が多くの時間を過ごす住宅及び住宅設備機器分野も加え、より

豊かな生活空間を提供するための課題について調査し、機能性を確保しつつ、低

廉かつデザイン性ある製品の供給が可能となれば経済効果はもとより、国民の福

祉への貢献は大きく、一層の市場形成・活発化が可能となるとの考えから本調査

を実施することに致しました。 
本報告書は、住宅・住宅設備機器・福祉分野における素形材の適応可能性に関

するアンケート調査およびヒアリングを実施するとともに、最近の住宅・住宅設

備機器業界の実状及び要求内容と対応、さらに福祉関連機器業界の実情と要求内

容及び課題等について調査した結果と、素形材機械部品の視点から今後の素形材

産業が取り組むべき傾向・方向等についての提言を取りまとめたものです。 
 
 ここに本調査研究の実施にあたり、ご指導、ご援助をいただいた経済産業省ならび

に社団法人日本機械工業連合会に深く感謝の意を表します。加えて、調査研究を担当

された「人間と環境にやさしい住宅・福祉用素形材機械部品の開発課題に関する調査

研究委員会」の松野健一委員長をはじめ、委員各位及びアンケート調査及びヒアリン

グにご協力いただいた企業各位に厚く御礼申し上げます。 
 
 
平成１７年３月 

財団法人 素形材センター                 
会 長  濃  野   滋 
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はじめに 
 
１．調査の目的 

2015 年に高齢化社会の本格化が予測される中で、次世代産業として福祉関連機器市場の
形成・活発化が大きな課題となっている。製品開発・開拓等の活発化によって低廉かつ高

機能、デザイン性ある製品の供給が可能となれば経済効果は相当量あるものと考えられる

が、こうした産業製品は生活や個人に密着しているため、多種多様なニーズへの対応を余

儀なくされるものとして、本格的な需要の拡大は難しい状況にある。 
しかし、４人に１人という高齢化は進展しており、今こそ、こうした環境整備が重要で

ある。自動車という高精度な機械部品を開発・製造してきた素形材産業として、その技術

をもって住宅設備も含めた福祉関連機器等の製品づくり・技術開発に積極的に取り組むこ

とにより、住宅・福祉関連機器の製品開発の拡大、市場の拡大に繋げることを目的に実施

するものとし、技術開発テーマ等の抽出を試み、これからの具体的市場参入を視野に入れ、

提言としていくことを目的に実施した。 
 

２．調査の内容 
本調査は大きく分けて、住宅用建材、住宅設備機器、福祉関連機器の３分野にわたる機

械部品の素形材使用拡大の可能性について調査をした。この３分野への素形材の需要調査

については、今まで十分な調査が行われてこなかった。そのため、住宅産業、住宅設備機

器産業、福祉関連機器産業の概要及び現状をまず調査し、その上で、製品動向、材料動向

を踏まえ、素形材への代替需要の可能性、素形材としての課題等について調査した。 
(1)住宅用構造材・建材等の変化と高齢化に対応した住宅に求められる材料・機械部品の 
調査研究 

30 年毎の買い換え、建て替え、リフォーム等から住宅は大きな需要となっており、昨
今、住宅に対する要求として地震対策を中心に耐久力や遮音、遮熱、安全性等が求めら

れ、建築工法や建材・資材等の開発が活発化している。材料開発、材質・品質改善等に

よっては、従来の住宅用建材の代替としての素形材の用途拡大の可能性が考えられる状

況から、住宅構造材や建材への要求内容を調査するとともに、高齢化に対応した住宅の

課題等住宅に求められる材料・素形材等について調査した。 
   ①住宅市場の現状調査 
②最近の住宅構造材や建材への要求内容と実情 
③高齢者対応住宅の現状と課題 
④住宅・高齢者向け住宅に求められる素形材 
   

(2)豊かな生活環境を提供する住宅用設備機器に適応する素形材に関する調査研究 
住宅内部は、今まで大量の住宅供給の必要性と効率的生産重視から、複雑な形状

やデザイン性は軽視されがちだった。今日、生活様式の多様化とともにデザイン指

向が増えており、特に高齢者にとっては住宅内で過ごす時間が多くなることから、
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バリアフリーへの対応とともに高齢者向け住宅構造や内部デザインを考えていく

ことがより豊かな生活環境の提供として重要と考えられる。デザイン性とともに高

齢者にも対応可能な住宅用設備・機器について、また求められる材料・機械部品と

その課題について調査した。 

①住宅用設備機器市場の現状調査 
②最近の住宅設備機器に求められる内容 
③高齢者対応住宅用設備機器の現状と課題 

   ④住宅・高齢者向け住宅用設備機器に求められる素形材とは 
 
(3)福祉関連機器の課題と今後の製品開発に求められる材料・機械部品に関する調査研
究 
高齢者向け機械製品・機器については、要介護者と健常者との狭間で未だ十分な製品

開発・開拓がなされていないのが現状である。身体機能が低下はしたものの十分自立し

た生活が可能な高齢者が大半を占めることが予想される中では、従来製品に補助機能を

付加したり、動かしやすい等の対応やコスト低減如何で大きく市場の拡大が考えられる。

福祉関連機器、住宅関連機器も含め、機械部品の用途開発や求められる材料等について

調査した。 
①福祉用具・共用品の機械製品内容と需要の実態 
②既存の機械製品における高齢者対応製品開発の現状調査 
③高齢者向け製品に要求される要素及び材料・素形材とは 

 
３．調査の方法 
(1)現状調査  
 住宅用建材、住宅設備機器、福祉関連機器－各分野の産業・市場について、その規模や

製品・用途、さらに消費者からのニーズ等について、各種文献・資料等による現状調査を

行った。それを踏まえ、素形材の活用実態と今後の可能性等について調査を行った。 
(2)実態調査  
①住宅建材企業、住宅用設備機器製造企業、福祉関連機器製造企業、リハビリセンター

合計 600 ヶ所にアンケート調査を実施。現場からの素形材部品の技術開発課題等のテ
ーマの抽出を試みた。 
②さらに、素形材技術専門家による各産業分野の企業関係者から製品内容・傾向、今後

の方向、課題等についてヒアリング調査を行い、素形材としての対応・課題について

調査した。 
なお、アンケート調査等については、外部機関（神鋼リサーチ㈱）に再委託して実施し

た。 
 
４．委員会 
素形材及び住宅建材、住宅用設備機器、福祉関連機器等の有識者・学識経験
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者、ユーザー企業を委員とする委員会を設置して検討した。委員会構成は次のとおりであ

る 
 
 委員長    松野 健一   日本工業大学教授 
 委 員    石原 安興   石原技術士事務所所長 
        大津 徳明   （社）日本住宅設備機器システム協会業務部部長 
        清水 泰貴   平野デザイン設計㈱チーフデザイナー 
        高田 芳則   ㈱松永製作所開発部 
        西  直美   （社）日本ダイカスト協会技術部長 
        丸山  清   （社）日本建材産業協会審議役 
協力者    小嶋  啓   松下電工株式会社生産技術研究所副理事 

 オブザーバー 佐藤  朗   経済産業省製造産業局素形材産業室企画調整係長 
 事務局    荻布真十郎  （財）素形材センター 
        笹谷 純子  （財）素形材センター 
        佐藤久美子  （財）素形材センター 
        浅賀 俊輔  （財）素形材センター 
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第１章 住宅建築及び建築部材の現状と今後の方向 

 

１．１ 最近の住宅建築動向 

１．１．１ 新設住宅 

(1) 平成 15 年度の新設着工戸数は 4 年ぶりの増加 

 新設住宅着工件数は、バブル期に 170 万戸と大きく増加した後は減少傾向をたどり、最

近では 120 万戸前後での推移が続いている。  

平成 15 年度の新設住宅着工件数は、117 万戸であるが、前年度比 2.5％増で 4 年ぶりの

増加を示した。新設着工床面積は、前年度比 1.5％増であり、一戸あたり平均床面積は前

年度を 0.9 ㎡下回り 89.4 ㎡となっている。利用関係別にみると、持ち家、貸し家、分譲住

宅とも増加している。新設住宅に占める持家・貸家の着工戸数の割合は、持家が前年度を

0.1 ポイント下回った 31.8％、貸家が前年度を 0.6 ポイント下回った 39.1％となっているの

に対し、分譲住宅は前年度を 0.8 ポイント上回った 28.4％となっている。 

 なお、平成 16 年（1～12 月）暦年ベースの住宅着工戸数が、先程国土交通省から発表さ

れたが約 119 万戸、前年比 2.5％増で 2 年連続前年実績を上回った。(図 1-1) 
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図 1-1 新築住宅着工戸数の推移 

 
(2) 住宅の構造別着工戸数の変化 

 住宅着工統計（国土交通省）によると、我が国の構造別着工戸数は、14 年度のデータに

なるが、木造住宅 506,278 戸（36.5％）、非木造住宅 639,275 戸（46.1％）、プレハブ新設住

宅 161,728 戸（11.7％）、ツーバイフォー工法住宅 79,207 戸（5.7％）となっている。 

表 1-1 から顕著な傾向として、平成 12 年度着工件数と平成 14 年度の数字を比較した場

合、木造住宅等全体的に減少している中で、ツーバイフォー工法住宅が 0.3％であるが増

加している。さらに平成 16 年暦年統計においても、ツーバイフォー住宅が前年比 11.3％の

増加を示している。 
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表 1-1 我が国の構造別住宅着工戸数     

 木造住宅 非木造住宅
プレハブ 
新設住宅 

ﾂｰﾊﾞｲﾌｫｰ 
工法住宅 

平成 12 年度 548,329 664,828 171,310 78,768 

平成 13 年度 514,395 658,775 162,560 76,877 

平成 14 年度 506,278 639,275 161,728 79,207 
出典；住宅金融月報 2003 年 12 月号 
＊住宅着工戸数は国土交通省｢建築着工統計調査｣のデータを使用(建築資材リサイク 

ルシステム調査報告書 15 年度より) 
 

非木造住宅の平成 14 年度における構造別内訳として、鉄骨鉄筋コンクリート造 83,674

戸（13.1％）、鉄筋コンクリート造 310,727 戸（48.6％）、鉄骨造 242,042 戸（37.9％）、コン

クリートブロック造 667 戸（0.1％）、その他 2,165 戸（0.3％）であり、非木造住宅の大半

は集合住宅と考えられるが、鉄筋コンクリート造が約半分を示している。(表 1-2) 

 
表 1-2 非木造住宅の着工戸数の内訳  

 
鉄骨鉄筋 

コンクリート造 
鉄筋 

コンクリート造
鉄骨造 

コンクリート

ブロック造
その他 計 

平成 13 年度 97,852 316,978 241,884 708 1,353 658,775

平成14年度 83,674 310,727 242,042 667 2,165 639,275

出典；月刊住宅着工統計 2004 年 1 月号 

 

１．１．２ 住宅のリフォーム 

住宅リフォームの市場規模については、さまざまな見方がありリフォームの定義・解釈

によりかなりの差がある。「住宅リフォーム推進協議会」では、平成 14 年の住宅のリフォ

ームの市場規模を約 8 兆 2 千億円としている。また、財団法人住宅リフォーム・紛争処理

支援センターによる推計では、狭義の住宅リフォームの市場規模を平成 14 年で 5 兆 6100

億円、広義に捉えたリフォーム市場は 7 兆 3100 億円となっている。(図 1-2) 

住宅のストック戸数の増加は、世帯数の伸びを上回っているため「空き家」となる住宅

が増加している。ストック住宅では、リフォーム市場の中心となる築後年数が経過した住

宅の比率が増加しており、建設市場は新設住宅からリフォーム住宅へ緩やかにシフトして 
いくことが予想される。 
ライフスタイルやライフステージに合わせた住まいづくりを支えていく住宅のリフォ

ームは今後とも重要になっていくものと考えられることから、広義の住宅リフォーム市場

は更に拡大し、2010 年には 10 兆円規模に達するという予測も示されている。 
 政府のアンケート等で、今後のリフォームの対象として、高齢者等への対応としてバリ

アフリー等対策、「高気密・高断熱住宅」を目指した省エネルギー対策、防犯対策、地震対

策、シックハウス等健康住宅への対策などリフォーム需要は広がると考えられている。 

（戸） 

（戸）
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図 1-2 住宅リフォームの市場規模 

出所：(財)住宅リフォーム・紛争処理支援センター｢住宅リフォームと住宅相談に関す  
る Report 2004」  

 
１．１．３ 住宅市場調査 

国土交通省住宅局は、毎年、個人の住宅建設、分譲住宅の購入、中古住宅の購入、賃貸

住宅への入居、住宅のリフォームの実態を明らかにした上で、今後の住宅政策の検討及び

立案の基礎資料を作成することを目的として「住宅市場動向調査」を実施している。 
この調査は、ある一定期間の間に住宅を建設された方、分譲住宅や中古住宅を購入された

方、賃貸住宅へ入居された方又はリフォームを実施された方を対象にアンケートを行って

いる。その中で以下の 2 つのテーマについて拾い上げてみたい。 
(1) 新設、リフォーム等 
○新たに住宅を建設、購入、リフォーム又は民間賃貸住宅に入居した世帯の構成は、民間

賃貸住宅では「1 人」及び「2 人」の占める割合が半数を超えている一方で、注文住宅、
分譲住宅、中古住宅では、「4 人」が最も多くなっている。 
○建設等の世帯主の年齢構成は、分譲住宅では 30 代、民間賃貸住宅では 30 歳未満、リフ

ォーム住宅では 60 代以上が多く、4 割程度を占めている。一方、注文住宅は 30 代未満

が極端に少なく、30 歳以上の年代

がほぼ等しく存在している。また、

中古住宅では、30 代から 40 代に

かけての世帯が 5 割以上を占めて

いる。 

○65 歳以上の人がいる世帯では、リ

フォーム住宅と注文住宅で特に

高く、それぞれ 3 割を占めている。

(図 1-3) 図 1-3 65 歳以上の居住者がいる世帯 
出典；平成 15 年度国土交通省住宅市場動向調査より 

( ％
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○新たに購入等する中で、従前住宅の種別は、注文住宅では、従前住宅が持家だった世帯

が 48.6％と最も高く、分譲住宅、中古住宅及び民間賃貸住宅においては、従前住宅が民

間賃貸住宅だった世帯が最も多く 4 割以上を占めている。 
○直前の住宅と今回の住宅の平均延べ床面積の変化を見ると、注文住宅における延べ床面

積の増加が特に大きく、住み替え後住み替え前に比べ 37.4％㎡増加している。また、民

間賃貸住宅で住宅住み替え後の延べ床面積が減少しているのは、住み替え前は親との同

居により延べ床面積の大きい住宅に居住していた世帯の割合が高いためであると思わ

れる。(図 1-4) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○アンケートでは、高齢者等対応設備の整備状況について聞いており、全ての住宅タイプ

において、高齢

者対応設備（「手

すり」「段差のな

い室内」「廊下な

どが車椅子で通

行可能な幅」）は

住み替え後の整

備率が増加して

いる。特に、新

築住宅（注文住

宅及び分譲住

宅）においては、

高齢者対応設備

の整備が積極的

に進められてい

る。(図 1-5) 

図 1-4 延べ床面積の変化
出典；平成 15 年度国土交通省住宅市場動向調査より 

図 1-5 高齢者対応設備の整備状況 
出典；平成 15 年度国土交通省住宅市場動向調査より 
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一方、中古住宅と民間賃貸住宅及びリフォーム住宅においてはバリアフリー化の対応が

それほど進んでいないことが伺える。また、設備別に見ると、「手すり」や「段差のない室

内」の整備率に比べ、「廊下などが車椅子で通行可能な幅」の整備率は低くなっている。 
(2) 住宅性能表示アンケート 
住宅に対するユーザのニーズが高まりを見せている中で、平成 12 年 4 月より「住宅の

品質確保の促進等に関する法律」が施行され、同年 10 月に住宅性能表示制度がスタートし

た。新築に係る住宅性能表示基準として、「構造の安定に関すること」、「火災時の安全に関

すること」「空気環境に関すること」「高齢者等への配慮に関すること」などが上がってい

る。国土交通省アンケートでは制度の普及状況などを調査しているが、その一つとして、

性能表示項目の重視度について聞いた結果として、「構造の安定に関すること」を重視した

居住者が約９割で最も重視度が高く、最も低い項目は「高齢者等への配慮に関すること」

の約 6 割となっている。性能表示項目に対する重視度が 8 割を越えている項目は、戸建て

住宅では「構造の安定に関すること」、共同住宅等では「構造の安定に関すること」、「音環

境に関すること（上下階音、隣戸音、外部騒音）」「光・視環境に関すること」となってい

る。(図 1-6) 
 

 
図 1-6 現在の住宅を建築又は購入した際の性能表示項目の重視度 

出典；平成 15 年度住宅市場動向調査・住宅性能表示アンケートより 
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(3) 住宅需要実態調査 
本調査は、国土交通省住宅局が約 5 年毎に行う調査で、全国約 10 万世帯を対象に平成

15 年 12 月 1 日現在で行われた。調査の詳細は省くが、興味あるところとして、「住宅に対

する評価、住宅の各要素に対する評価（不満率）」がある。全国ベースでは住宅に対する評

価を見ると「非常に不満」が 8.1％、「多少不満」が 34.3％であり、不満率は 42.4％となっ

ている。昭和 63 年の調査で不満率」が増加したものの、それ以後は減少している。 
住宅の各要素に対する不満率を見ると、「高齢者等への配慮」に対する不満が最も高く

66.3％、次いで「住宅の防犯性」が 53.8％、「冷暖房の費用負担などの省エネルギー対応」

が 53.4％となっている。 
不満率の地域差を見ると、最も地域間の差が大きいのは「地震・台風時の住宅の安全性」

についてで、最も不満率が高いのが中部（55.3％）で最も低いのが北海道（44.9％）であ

った。(図 1-7) 
 
 
 
 

 
図 1-7 住宅の各要素に対する不満率 

出典；平成 15 年住宅需要実態調査の結果(確報)より 
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１．２ 建材の現状と今後の方向 

１．２．１ 建材の市場規模 

建材関係の統計で、関連建材が網羅されている資料として、(社)日本建材産業協会が毎

年発行している「建材統計要覧」がある。また、それらのデータをベースに毎年、住宅設

備機器を含んだ建材の短期需要予測に関する調査報告書を発行している。それによると、

平成 13 年度実績見込で約 19 兆とし、平成 13 年までの建材統計をもとに、平成 15 年度、

平成 16 年度のマクロ経済を予測し、その数値から建材需要推計式を活用して、品種分類別

に予測を行っている。(図 1-8) 

 建材全体の予測値は、平成 15 年度は前年度比 1.3％増の 18 兆 2995 億円（14 年度は 5.3％

減の約 18 兆を予測）、平成 16 年度は前年度比 0.1％減の 18 兆 2778 億円と予測している。

建材全体の需要は、平成 16 年度については民間住宅投資の減少基調が見込まれるが、民間

設備投資の増加が寄与して、前年度比ほぼ横ばいが予測される。 

(1) 木質系建材 

 合板や木製建具など木質系建材の需要は、主に民間住宅投資と輸入の影響を受ける。木

質系建材の需要は平成 9 年度以降、民間住宅投資の低迷や輸入増を背景に減少が続いてお

り、平成 11 年度には、3 兆円を越えていた生産金額は平成 15 年度には 2 兆 4200 億円台に

まで落ち込んだと見られる。平成 16 年度も民間住宅投資の減少基調や輸入増などにより、

生産金額は 2 兆 3271 億円（前年度比 4.1％減）と減少が予想されるとなっている。 

(2) 金属系建材 

 アルミサッシやビル建設用鉄骨材などの金属系建材は、主に民間住宅投資と設備投資の

影響を受ける。金属系建材の生産金額は平成 13 年度以降、民間住宅投資や設備投資の減少

に伴い、減少傾向が続いていたが、平成 15 年度には設備投資の増加が寄与して、前年度比

4.2％増と回復したと見られる。平成 16 年度には民間住宅投資の低迷により、生産金額は

前年度比 0.7％減の 3 兆 3445 億円と若干減少することが予想されるとしている。 

(3) 窯業系建材 

 セメント製品や窯業系サイディングなどの窯業系建材は、主に民間住宅投資の影響を受

ける。窯業系建材の需要は平成 9 年度以降、民間住宅投資の低迷を主因に減少傾向が続い

ており、生産金額は平成 15 年度には、4 兆 3800 億円台にまで落ち込んだと見られる。平

成 16 年度については、民間設備投資の減少基調の影響を受けて、生産金額は前年度比 1.0％

減の 4 兆 3383 億円と引き続き減少する見通しとしている。 

(4) 住宅設備機器 

 システムキッチンやエアコンなど住宅設備機器の需要もやはり主に民間住宅投資の影響

を受ける。住宅設備機器の需要は平成 13 年度以降、民間設備投資の減少に加えて、公共投

資の減少などが影響して落ち込んでいたが、平成 15 年度には民間住宅投資の底入れと設備

投資の増加が影響して、生産金額前年度比 3.4％増の 5 兆 400 億円台になったと見られる。

平成 16 年度については、民間住宅投資は減少傾向をたどるものの、設備投資の増加が寄与

して、生産金額は前年度比 2.6％増の 5 兆 1766 億円と 2 年連続して増加することが予想さ

れる。 
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図 1-8 建材材質別需要の推移 

出典；日本建材産業協会資料より 
 
１．２．２ 「建材産業ビジョン２０１０」 

(社)日本建材産業協会は、2000 年 6 月に「建材産業ビジョン 2010」を発表した。その中

から以下の 2 点についての方向性について抜粋してみたい。 
(1) 建材関連市場の方向性 
  ① ストックに対する意識の高まり 
日本の住宅の平均寿命は 26 年程度でありイギリスの 75 年、アメリカの 44 年など欧米

に比べ大変短く、ストックとしての質の低い住宅といえる。また、中古市場においてもま

だまだ未熟であり、良質な住宅ストックの不足、流通の未整備といった問題が指摘されて

いる。建物や設備の長寿命化技術をライフサイクル性能の面から評価する技術が必要とな

り、SI システムなど新しい住宅の形態について官民双方での様々な取り組みが進行中とし

ている。 
  ② 都市の再生、リフォーム・リニューアル 
都市基盤の老朽化は、既存の中心市街地の疲弊につながっており、その再生が求められ

るとともに、地価の下落等に伴い生活者の都心回帰の動きもあり、都市空間の再構築が急

務になっている。また、情報化や高齢化の進展により新たな社会インフラの整備や、より

快適で活力のある都市整備、美しさとゆとりを重視した生活空間の形成に向けて建材産業

として対応力が問われている。 
住宅の場合、リフォームのきっかけとしては、「ライフサイクルの変化に合わせた居住

者の家族構成やライフスタイルの変化への対応」「住宅自体の老朽化や住宅設備類の機能劣

化」「居住者自身の独自性・特殊性、例えば高齢者や身障者への配慮」などがあげられるが、

こうしたことを通じて、社会資本としてのストック価値を高めることにつながる。 
  ③ 健康住宅ニーズ 
住宅と健康に関しては、家庭内の事故や災害に対する安全性に対する関心にとどまり、
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それ以外の室内空気環境等については、健康との因果関係が十分に解明されていない面が

多かったこともあり、十分な配慮がなされてきたとは言い難い面がある。 
しかし、住宅の供給が一定の水準に達した現状においては、これまで以上に居住者に快

適性・健康的環境を提供できる住宅の確保が重要となってきている。 
室内の空気汚染、温熱環境は、室内に長期滞在する高齢者、乳幼児、病人等の弱者に対

して特に大きな問題となってきており、建材や設備に対する期待が高まりつつある。 
  ④ 高齢化社会の対応 
日本の高齢化は世界の中でも最もスピードが速く、2010 年には他国に先駆けて 65 歳以

上の人口の割合が 20％を越え、2025 年には 25％になると試算されている。最近では段差

解消、手すりの設置、通路や開口部の十分な有効幅員の確保などが考慮された「バリアフ

リー住宅」が普及してきているが、既存の住宅の大半はリフォームで対応せざるを得ない。

しかし、高齢者仕様については基本的構造に係わるものも多く、リフォームで対応するに

当たっては、費用や施工期間の面で、大きな負担となる場合があることから、より低コス

トで施工期間の短い工法を開発することが求められている。 
  ⑤ 景観向上へのニーズ 
景観は画一化、固定化されるものではなく、都市には都市の、住宅には住宅の、各地域

の個性に合わせて形成すべきものである。このため、地方自治体等の行政の在り方を変え、

実際に居住する住民の意見集約、コンセンサスづくりが重要になってくる。 
 
１．２．３ 生活空間提案産業へ 

 建材産業は、生活空間と都市基盤を作るための「素材を提供する産業」であった。これ

からの建材産業は、生活者のニーズに的確に対応できる都市基盤や内部空間の「デザイン」

を行い、その素材を提供する。その都市空間は、高度化する生活者ニーズや環境負荷の低

減などの社会的課題に対応するとともに美しい街並みを実現しなければならない。 
 これは、別の側面からも裏付けられる。性能規定化や住宅品質への要求が厳しくなるに

つれて、素材提供の産業であることで、全体の性能、機能、デザインに係わる品質責任を

逃げることはできなくなりつつある。全体への関与を積極的に切り開いて行かざるを得ない

状況が一方に存在する。 
 そこで、建材産業の最終的な使用者である生活者に対して、今後の生活のあるべき姿と

それに対応した生活空間の姿を提案していくことにより、生活者の意識啓発を図るととも

に、真に良質な社会資本ストックの充実を図ることに寄与する産業となることを目指す。 

【生活空間提案産業の事業内容】 
①地域の特色の表れた街並みや統一がとれて美しい都市景観の「デザイン」提案

と、その要素提供 
②新しい生活スタイルに対応する空間作り、都市づくりへの「デザイン」提供と

その空間環境を構成する確固とした商品力のある製品提供 
 
ここでいうデザインは、単に意匠設計だけでなく、利用者のニーズに的確に対応できる
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ように、機能、構造、生産方式、供給後の廃棄やリサイクルまでも含めた管理などを総合

的に計画することを意味することから「デザイン」と表記する。 
１．２．４ 建材産業ビジョンの見取り図 

 

図 1-9 建材産業ビジョン見取り図 

出典；日本建材産業協会資料より 

 
 2005 年になった現在、このビジョンで示されたことが着実に進んでいるといえる。建築

基準法の改正により、ホルムアルデヒド発生量抑制の基準が作られ、建材は発生量につい

て明記することが義務づけされた。また、2004 年には、良質な都市景観を求めて「景観法」

施行され、地域の特性にあった景観を自治体、生活者、あるいは企業が一体となり、景観

計画を作る状況になっている。 
 
１．３ 政府の住宅産業政策の新たな展開 

１．３．１ 国土交通省における新たな住宅政策への取り組み 

省内の社会資本整備審議会に対し、平成 16 年 9 月に「新たな住宅政策に対応した制度

的枠組みはいかにあるべきか」について諮問を行っており、住宅宅地分科会基本制度部会

において審議が行われている。この中で重視すべき視点として、①市場機能の活性・スト

ックの有効活用、②住宅セーフティネットの機能向上と消費者利益の保護、③住宅の質の

向上と良好な居住環境の形成となっている。 
主要政策手法三本柱の改革として、公庫の改革、公営住宅の改革、公団の改革があるが、
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主要課題の取り組みとして、①中古住宅流通・住宅リフォームの推進があり、その具体的

項目は、中古住宅流通、耐震改修の促進、住宅性能表示制度の普及・充実、不動産取引価 
格情報やマンション維持管理情報の提供。また、②として、街なか居住の推進等住宅市街

地の整備がある。 

 
図 1-10 住宅政策の集中改革の道筋 
出典；国土交通省住宅政策改革要綱より 

 
 国土交通省がとりまとめた「住宅政策改革要綱」の基づき、今後おおむね 2 年間を目途

に住宅政策について集中的に取り組むことになっている。（図 1-10） 
 

１．３．２ 経済産業省における住宅産業政策の新たな展開 

経済産業省の住宅産業政策の基本的枠組みとして、 
(1) 21 世紀の新たな住宅モデルの実現 

 日本の住宅が直面する①健康快適性、②省エネルギー性、③資源環境性、④防犯・安全

性、⑤介護バリアフリー性などの諸課題に対し、住宅設備・建材産業による取り組みを支

援することを通じて、21 世紀の新たな住宅モデルを実現する。 

(2) 消費者ニーズの変化等に対応した住宅関連ニューサービスの育成 

 消費者エージェント、完成保証サービス、工務店支援サービスなど消費者の質の高い住

宅取得を支援する新たなベンチャー産業の育成・支援する。 

(3) 住宅設備・建材産業の健全な発展 

①環境エネルギー問題への対応（廃材等のリサイクル） 
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②アジア圏へのビジネスフロンティアの拡大 

③事業再編、流通合理化等経営基盤の強化 

 今年は、地球温暖化問題への対応で 1997 年 12 月に採択された京都議定書が 2 月に批准

された。政府は温暖化対策の一つとして民生部門における省エネルギー対策を強力に進め

ている。 
 住宅分野における省エネルギー対策は十分に進んでおらず、特に既築住宅についてはそ

の規模の大きさに鑑み、省エネリフォーム・設備導入を促進するための抜本的な対策の強

化が求められている。しかしながら、既築住宅に対し、法的に省エネルギー改修を強制す

ることは困難であり、インセンティブが働きにくい要素を持っている。経済産業省として

は、個々の戸建住宅の居住者に駆体、設備、機器等の住宅トータルにわたる省エネリフォ

ーム・設備導入のメニューを示すとともに、リフォーム・設備導入に係るメリットに適正

な情報を与えることが、省エネ改修の推進に資するとのことで、研究会を立ち上げ、適正

な情報提供を支援するためのガイドラインの作成を行っている。 
 情報対象の部位として、○断熱材・断熱部材、○複層ガラス、○内窓、○空調機器、○

照明機器、○給湯機器、○食器洗い乾燥機などがある。 
 一方、民間賃貸集合住宅においても省エネルギーの促進を目的に省エネ設備機器・建材

リース事業研究会を同時に設置し、リース手法を活用した省エネルギー措置のメニュー、

そのメリット、供給体制の在り方、事業導入に伴う省エネルギー効果等について検討し、

ビジネスモデルの構築を図るとともに、その普及のための方策の提示を目指している。 
 
１．４ 住宅建設及び建築部材の今後取り組むべき課題 

 これまでに紹介した政府のアンケート調査、及び政策等を振り返ると今後我々国民に求

められる住宅及び建材、住宅設備の今後取り組むべき課題として、以下の重要事項に絞ら

れる。 
１．４．１ 住宅とシックハウス対策 

 厚生労働省報告書によると、シックハウス症候群の定義を「近年、新築・改築後の住宅

等において、化学物質による室内空気汚染などにより、めまい、吐き気、頭痛、目や鼻・

喉の痛み等、居住者の様々な健康への影響が数多く報告されている。これらは、症状が多

様で、症状発生の仕組みをはじめ未解明な部分が多く、また様々な複合的な要因が考えら

れることから「シックハウス症候群」と呼ばれている。」としている。なお、厚生労働省で

は、13 の化学物質に関する室内濃度指針値を定めている。 
 国土交通省は、平成 15 年 7 月、シックハウス対策のため、建築基準法を改正し居室にお

いて化学物質（ホルムアルデヒド及びクロルピリホス）による衛生上の支障が生じないよ

う建築材料及び換気設備の規制を行っている。 
 一方、経済産業省においては、建築基準法の改正を受けて、建築内装材、塗料、接着剤、

断熱材などの 45 の建築材料に係る JIS を平成 15 年 3 月に制定している。 
 また、対策のためのガイドライン等を策定してきているが、現在、さらに室内空気汚染

物質測定方法の検討を行っており、JIS 化への取り組みを行っている。平成 17 年度には、
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高環境創造効率住宅用 VOC センサー等技術開発において、ホルムアルデヒド及び VOC を

化学物質ごとに定量的かつ常時モニタリングすることができる VOC センサーの開発並び

に住宅の室内空気環境を最適に制御することができる VOC センサーを用いた換気システ

ムの開発を開始する予定になっている。 
 
１．４．２ 住宅リフォーム推進の課題 

 先に述べたように、リフォームについては、新設住宅の低迷が懸念されるのに対して、

築後 20 年以上経過した住宅が増加しており、新設住宅からリフォームへ緩やかにシフトし

ていくことが予想される。 
 リフォーム市場は、我が国の産業分野の中でも健全な成長が期待される分野であり、行

政においても、安心してリフォーム工事を頼め、リフォームしやすく、長持ちさせるため

の技術開発、標準化、制度づくりなど、リフォーム市場の活性化に向けた様々な施策が展

開されている。 
 (社)日本建材産業協会が平成 14 年度行った「住宅リフォーム建材の加工・施工機会に関

する調査研究」によると、建材がリフォームに適している条件を整理し挙げている。 
(1) 現場対応性 
 リフォームの対象となる住宅には様々な工法（在来工法、ツーバイフォー、鉄骨造、RC

造、各種プレハブ工法等）があり、それが使用する部位の下地等の状況も、解体するまで

不明なことが少なくない。従って、それらのいづれに対しても柔軟に対応できる建材であ

ることが望ましい。 
(2) 施工省力化 
 施工に際し、下地まで一旦全て撤去するようなものならば、その部位に関する限り、実

質的には新築工事と変わらないことになる。従って、リフォームに適した建材は、なるべ

く下地調整が少なく、施工が省力化されていることが望ましい（このことにより廃材発生

なども抑制できる）。また、新築工事と異なり、リフォームでは工事中の音・振動や粉塵、

臭いなどが問題になりやすいため、これらを抑制するような工法・工具を用いることが望

ましい。 
(3) 機能性 

 リフォームは、物理的な劣化だけでなく、機能・性能上の陳腐化によって行われること

も少なくない。従って、一般的な建材の代替のみならず、新たな付加価値を有するもので

あることが望ましい。特にユーザーの関心が高いと思われる「温熱環境」「空気環境」「音

環境」「バリアフリー」や最近問題になっている「防犯性」等については、性能の向上が確

実に見込めるようなものであることが望ましい。 
(4) 環境性 

 環境への意識が高まった今日、建設廃材は大きな問題となっている。従って、リフォー

ムで用いる建材も、環境を重視したものでなければならない。具体的には、その製造時に

おける環境負荷の低減はもちろん、施工時の廃材抑制（建材自身及び下地撤去等による廃

材）、将来の解体時のリサイクル・リユース性まで考慮したものであることが望ましい。 
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(5) 建材表示 
 以上のような特徴も、ユーザーや設計者・施工者に的確に示す仕組みがなければ、建材

選択の対象にはなり得ない。一方で、建材の適用範囲や使用上の注意なども予め明確にし

ておく必要がある。いずれにせよ、リフォームに適した建材の表示方法が確立されていな

い現在、それらを如何に構築していくかが重要な鍵となる。 
 
１．４．３ 建築廃棄物のマテリアルリサイクルの推進 

 建設廃棄物全体の年間排出量は、年間 4 億トン発生する産業廃棄物のうち、21％の 8,500

万トンであり、そのうち、土木工事が 5,500 万トン（建設廃棄物の 65％）、建築工事が 3,000

万トン（建設廃棄物の 35％）発生する。 
建築工事における廃棄物は、新築現場及び解体現場からの発生に大きく分けた場合、新

築工事現場からは 1,200 万トン、解体現場からは 1,800 万トン発生している。このように

新築現場からの発生も無視できるものでなく、対策が必要である。新築現場における建設

廃棄物の内訳は、非木造が 952 万トン、木造が 236 万トンとなっている。建設廃棄物のう

ち、土木工事から排出される廃棄物は 90％以上のリサイクル率であり、建築工事から排出

される廃棄物は、約 73％のリサイクル率となっている。 
 

産業廃棄物　４億トン

建築廃棄物
８，５００万トン

土木
５，５００万トン

建築
３，０００万トン

新築・改築
１，２００万トン

非木造
９５２万トン

木造
２３６万トン

解体
１，８００万トン

非木造
９５２万トン

木造　　７９９万トン

 
図 1-11 産業廃棄物全体における新築戸建て住宅の建設現場 

から排出される廃棄物量の比較表 
出典；平成 12 年度建設副産物実態調査(国土交通省) 

 
 循環型社会形成推進基本法や建設リサイクル法等、リサイクル促進に関する法制度の整

備や各企業の努力により、建設廃棄物のリサイクル率は向上している。しかし、新築系廃

棄物については、利用される建材が多く 1 現場からの発生する量が少量である等の理由か

ら効率的なリサイクル手法が確立されておらず、ビルや集合住宅に比べリサイクル率が低

いのが現状といえる。（社）日本建材産業協会では、国からの要請もあり、新築戸建て住宅

について、①解体系に比べ、廃棄物の性状（組成、製造元等）がわかりやすいため、リサ

イクル方法が検討しやすいこと。②廃棄物の発生源が散在しているため、リサイクル促進
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に向けた仕組みの検討を行うのに適している。などから平成 15年、16年度と調査を行った。 
 新築現場で排出される廃棄物発生量を、住宅工法別、品目毎に定量的に把握したところ、

「木くず」と「ガラスくず及び陶磁器くず（石膏ボード含む）」がほとんどであるとの認識

により、住宅工法別に発生量を推定した。 
 次に品目別のリサイクル状況を調査した結果、 
①木くず：リサイクル率は 50％以上と推定される。多くのリサイクル方法が取り込まれ

ている。マテリアルリサイクルを重視し、安易に消却に流れない仕組み作りが特に重要。 
②廃石膏ボード：住宅メーカーのデータによると、リサイクル率は 80％程度（環 
境省の新築系におけるデータ（ただし、戸建て住宅以外も含む）では 38％）。主なリサ

イクル方法は広域再生利用指定制度に基づき、石膏ボード原料として利用する程度であ

り、新たなリサイクル用途の開発が必要。 
③ガラスくず及び陶磁器くず：リサイクル率は極めて低い。例えば窯業系サイディング

のリサイクル率は数％程度。主なリサイクル方法は外装材や屋根材を広域再生利用指定

制度に基づきリサイクルする程度にとどまる。新たなリサイクル用途の開発が必要。 
④廃プラスチック類：住宅メーカーのデータによるとリサイクル率は 30％程度。 
ただし、国土交通省の建設副産物実態調査（平成 7 年度)では 2％。リサイクル事例はい

くつか出てきているものの、実際には埋め立て処分される場合が多い。リサイクルの促

進上の問題は、原材料判別困難性による分別困難等があげられる。 
最後に、建材リサイクル事業推進のための提案として、次の 7 つをあげている。 
①建材の製造事業者によるリサイクル対応型建材の開発 
②廃棄物回収の大口化・分別方法の細分化による物流の効率化 
③中間処理の拡大 
④リサイクル品が優先的に販売される仕組みの活用 
⑤廃棄物処理業者と排出事業者との連携による原料の安定調達 
⑥廃棄物処理業者と販売事業者との連携によるリサイクル品のマーケット創造 
⑦関係事業者間における廃棄物の情報共有による静脈流通の活性化 

 これらの実現のための大前提として、「不法投棄防止の徹底」と排出事業者の廃棄物処理

法における排出者責任の徹底」が不可欠である。 
 
１．４．４ 生活空間提案産業の実現に向けて 

 建材産業は、都市再生の過程で、情報環境の高度化や高齢化に機能的に対応しつつ、知

己の特色の表れた美しい空間景観デザインを積極的に提案し、都市づくりを担う「生活空

間提案産業」指向すべきである都市に求められる要素は通信、交通等の産業基盤の充実や、

防災機能の強化等の基本機能強化に加え、都市の個性化、魅力の向上を促し、生活者や訪

問者にとっての豊かさや楽しみをもたらす生活空間提案へのニーズが高まると言える。地

方都市においては歴史的な街並み、固有の文化や既存施設を活かしながら街の求心力を高

めていく仕掛けや情報発信を行う空間づくりが求められる。大都市では抜本的な都市構造

の再編が進み、不断に変化する状況に対応して、都市の機能を果たすための演出を担う素
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材とノウハウが求められる。 
こうしたニーズ収集と提案等を円滑に行うためのコミュニケーション基盤づくり、及び

これまでに余り蓄積のない都市基盤「デザイン」などの創出については、自治体や消費者

も含めた、業種・業態を越えた密接な連携による推進体制が必要になる。 
これらの観点からも、建材及び住宅設備は、生活空間提案型産業として、広く国民のニ

ーズを取り入れたサービスの提案を行うため、企業間の連携を図り、推進母体となる団体

への結集及び健全な育成が求められていると言える。 
 

２１世紀社会の課題

素材産業

事業内容
・個性的な街並み・景観デザインとその素材 良質生活圏ストック形成
・都市生活圏空間デザインと構成素材

変革の方

生活空間のデザイン
ニーズ高度化

・社会や消費者とのコミュニケーションの高
度化

２０１０年の生活空提案産業

素材＋「デザイン」提供

建材の発展方向

都市基盤の再整備

　提案

 
図 1-12 2010 年の生活空間提案産業の方向 
出典：日本建材産業協会「建材産業ビジョン 2010」より 
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第２章  住宅設備機器の現状と今後の方向 

 

２．１ 住宅設備の定義 

住宅設備と称するとき、イメージとしては様々な具体例に浮かんでくるが、それを一言

で何と言うかとなると、考えてしまうかもしれない。そこでこの章を進めるにあたり、住

宅設備なるものを定義づけておく必要がある。 

 先ず設備とは、広辞苑によれば「ある目的の達成に必要なものを備えつけること。また、

その備えつけられたもの。」としている。また、建築基準法(第 2 条第 3 項)においては建

築設備を「建築物に設ける電気、ガス、給水、排水、換気、暖房、冷房、消火、排煙若し

くは汚物処理の設備または煙突、昇降機若しくは避雷針をいう」と規定している。 

過去の住宅設備は現在と異なり、木風呂、現場打ち浄化槽、人とぎ流し台などのように

手工業生産に依存して生産されていた。これがやがて FRP やステンレスなどの工業材料に

よる工場生産品に切り替わってきたとき、法規制や使用許可基準、工事資格制度などで様々

な問題点が明らかになりこれらの問題の検討が行われた。その検討作業を進める際に「住

宅設備」とは何であるかを明確にする必要が生じ、ここで次のような定義を行った。1 

「住宅設備とは次の三つの条件を同時に満たすものをいう。 

  ① 住宅内に配管等で固定されているもの。 

  ② 適正な施工によって機能の発揮が確保されるもの。 

  ③ 標準化を行う場合に、周辺にくるものとの関連を考慮しなければならないもの。」 

この定義によって、コンセントに差し込むだけで直ぐに使える家電品などとの識別が明

確になり、施工が必須且つ重要なものだとの認識が強調された。 

 

２．２ 住宅設備機器の種類と推移 

２．２．１ 住宅設備機器の種類 

住宅設備機器の種類は、その用途から大きく分類すると次のようになる。2 

①トイレルーム関係 

②バスルーム関係 

③キッチンルーム関係 

④給湯・冷暖房関係 

⑤住宅情報・セキュリティ関係 

⑥共同設備関係 

⑦その他 

 

さらにこれらを商品区分で分類すると次のようになる 

                                               
1 社団法人 日本住宅設備システム協会 20 年史  
2 社団法人 リビングアメニティ協会刊「2004 年版住宅部品統計ハンドブック」  
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 ①トイレルーム関係 

(a)洗面化粧台       (b)温水洗浄便座      (c)衛生陶器(便器) 

(d)水栓金具 

 ②バスルーム関係 

(a)ステンレス浴槽     (b)鋳物ほうろう浴槽    (c)鋼板ほうろう浴槽 

(d)樹脂浴槽        (e)浴室ユニット      (f)洗濯機用防水パン 

(g)気泡浴槽        (h)24 時間風呂 

 ③キッチンルーム関係 

(a)セクショナルキッチン  (b)システムキッチン    (c)ガス調理器 

(d)電気調理器       (e)換気扇         (f)食器乾燥機 

(g)食器洗い乾燥機     (h)家庭用浄水器 

 ④給湯・暖冷房関係 

(a)ガス給湯器       (b)ガス風呂釜       (c)ガス温風暖房機 

(d)石油給湯器       (e)石油温風暖房機     (f)電気温水器 

(g)太陽熱利用給湯システム (h)床暖房システム     (i)家庭用エアコン 

(j)空気清浄機 

 ⑤住宅情報・セキュリティ関係 

(a)インターホン      (b)ガス漏れ検知器     (c)火災報知機 

(d)簡易自動消火器 

 ⑥共同設備関係 

(a)給水ポンプ       (b)浄化槽         (c)ホームエレベータ 

(d)テレビ共同受信機器 

⑦その他 

(a)照明器具        (b)配線器具 

  

２．２．２ 住宅設備機器の出荷金額推移 

前項で分類した各商品の 5 年ごとの出荷金額推移は表 2-11のとおりである。 

出荷金額は、住宅着工戸数の変化や商品の金額帯の変化により影響を受けるが、この表

から概ね設備ごとに時代の推移による傾向が読み取れる。 

 

 

 

 

                                               
1 社団法人 リビングアメニティ協会刊「住宅部品統計ハンドブック 1994 年版、1999 年版、2004 年版」 
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表 2-1 住宅設備機器出荷金額推移 

商品区分 １９９３年 １９９８年 ２００３年

トイレルーム関係 洗面化粧台 89,596 88,447 86,661
温水洗浄便座 79,192 125,903 168,317
衛生陶器 32,512 28,737 31,032
水栓金具 49,294 51,456 47,875
小計 250,594 294,543 333,885

バスルーム関係 ステンレス浴槽 11,650 3,925 2,637
鋳物ほうろう浴槽 4,282 1,252 1,094
鋼板ほうろう浴槽 2,351 1,125 0
樹脂浴槽 32,823 25,902 18,291
浴室ユニット 232,490 235,550 270,471
洗濯機用防水パン 7,634 8,248 7,006
気泡浴槽 4,140 3,810 2,718
２４時間風呂 31,250 20,950 8,333
小計 326,620 300,762 310,550

キッチンルーム関係 セクショナルキッチン 92,938 58,092 46,553
システムキッチン 272,739 548,387 595,186
ガス調理器 121,810 110,747 103,036
電気調理器 7,150 6,019 59,082
換気扇 49,148 49,257 51,417
食器乾燥機 7,519 7,134 4,911
食器洗い乾燥機 18,500 20,650 49,390
家庭用浄水器 32,350 34,790 40,860
小計 602,154 835,076 950,435

給湯・暖冷房関係 ガス給湯器 102,326 70,533 80,763
ガス風呂釜 136,081 145,919 137,205
ガス温風暖房機 10,286 13,793 20,146
石油給湯器 62,774 53,994 48,230
石油温風暖房機 34,475 27,348 17,620
電気温水器 19,466 21,196 46,272
太陽熱利用給湯システム 21,725 13,956 13,110
床暖房システム 27,212 36,786 143,641
家庭用エアコン 787,445 701,649 582,922
空気清浄機 20,280 36,418
小計 1,201,790 1,105,454 1,126,327
インターホン 17,070 31,119 51,128
ガス漏れ検知器 24,598 24,499 26,432
火災報知器 41,467 14,224 4,499
簡易自動消火器 37,179 35,234 1,600
小計 120,314 105,076 83,659

共同設備関係 給水ポンプ 8,051 23,527 21,332
浄化槽 112,195 51,200 60,228
ホームエレベータ 3,434 14,171 13,790
テレビ共同受信機器 8,128 7,608
小計 123,680 97,026 102,958

その他 照明器具 272,495 217,027 203,124
配線器具 25,293 29,797 26,962
小計 297,788 246,824 230,086

合計 2,922,940 2,984,761 3,137,900

住宅情報・セキュリティ関係

 
出典：(社)リビングアメニティ協会発行／住宅部品統計ハンドブック 
※ 金額は推定値、単位＝百万円 
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①トイレルーム関係 

温水洗浄便座が 1993 年から 2003 年の 10 年間で 2.1 倍に伸びており、その快適性、

清潔性が受け入れられている。 

②バスルーム関係 

ほうろう浴槽の出荷が減少している。鋼板ほうろう浴槽は 2003 年にこれを製造する

メーカーが生産を中止して 0 となり、一方浴室ユニットは 10 年間で 1.16 倍に伸びて

いる。この伸びについては、2.3.2 で考察する。 

③キッチンルーム関係  

ガス台・調理台・シンクが単独で構成されているセクショナルキッチンは減少傾向

にあり、代わってシステムキッチンの伸びが著しい。また、食器洗い乾燥機、家庭用

浄水器も伸びており、利便性、清潔アイテムとして定着してきている。 

 ④給湯・暖冷房関係 

暖房機器として床暖房システムの伸びが著しい。また、太陽熱利用温水システムが

伸び悩んでいる反面、電気温水器が大きく伸びている。そして、かつては統計に現れ

なかった空気清浄機が市場地位を確保する程に伸びている。 

 ⑤住宅情報・セキュリティ関係 

この分野は最近の防犯・防災強化傾向を表している。インターホンはその内容が高

度なシステムになってきており、単価の上昇が伸びにつながっていると思われる。ま

た、消防法改正により一般住宅にも火災警報器の設置が義務付けられた事から、この

分野の伸びが見込まれる。 

 ⑥共同設備関係  

浄化槽は、下水施設の普及に伴い一般家庭で個別に設置する必要が減少している。

また、ホームエレベータは、狭小地で 3 階建住宅の増加及び高齢化に伴うバリアフリ

ーの一環として設置が促進され、伸びがみられる。 

 

２．３ 主要機器に見る現状と今後の課題 

上述したように住宅設備機器の種類は広範囲にわたっており、これらすべてを網羅する

ような分析をしても焦点がぼけた結果になりかねない。そこで、これらの中から市場規模

の大きな設備機器及び今後成長が見込まれる機器を取り上げて、その現状と今後の課題を

考察する。 

 

２．３．１ キッチン 

(1) 最近のキッチン事情 

戦後のキッチンは、生活改善運動による台所空間の近代化を支える重要な要素として大

きく様変わりし、住まい方(ライフスタイル)を変える大きな原動力となった。現在ではさ

まざまな生活スタイルを可能にする商品の品揃えになっている。 

キッチンは、大きくセクショナルキッチンとシステムキッチンに分類され、昭和 52 年

BL 基準上の区分制定によると次のようになる。 
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セクショナルキッチンとは「流し台、

ガス台、調理台、吊戸棚等の独立した

部品を並べて配置するもの」であり、

システムキッチンは「複数のキャビネ

ットからなるフロアーユニットを連結

し、シンク付のワークトップ(天板）に

より、一体化させ、調理用加熱機器や

食器洗い機などのビルトイン機器が組

み込みできる構造のもの」である。平

成 9 年までは、セクショナルキッチン

が出荷の主力であったが、以後システ

ムキッチンが出荷の主力となった。（図 2-1 表 2-2） 

 

 

表 2-2 キッチン出荷台数推移 

1988年 1991年 1994年 1997年 2000年 2003年

昭和63年 平成3年 平成6年 平成9年 平成12年 平成15年

セクショナルキッチン① 587,920 489,023 375,381 334,296 282,184 286,083

セクショナルキッチン② 1,822,705 1,562,126 1,329,658 1,108,332 696,456 547,020

合  計 2,410,625 2,051,149 1,705,039 1,442,628 978,640 833,103

システムキッチン① 103,454 115,472 140,175 127,143 54,638 59,383

システムキッチン② 423,286 636,278 866,611 1,086,525 1,061,337 1,130,553

合  計 526,740 751,750 1,006,786 1,213,668 1,115,975 1,189,936
 

出所：キッチン・バス工業会   ①＝トップ、②＝完成品 

 

システムキッチンの近年の特徴として、時代の要請に応え生活者の多様な生活パター

ン・ニーズに対応する機能強化の商品が

用意されている。 

具体例としては、高齢者配慮(バリアフ

リー、ユニバーサル)対応商品、身体障害

者に配慮(車椅子対応)商品、少子化対応

(小間口、高機能)商品、収納強化などが

ある。また、システムキッチンの特徴で

あるビルトイン機器に機能強化・充実が

図られて年々装着率が上昇し、特に食器

洗い乾燥機や IH ヒーターの増加は目覚

しいものがある。（図 2-2 表 2-3） 
図 2-2 車椅子対応キッチン 
クリナップ㈱提供 

図 2-1 システムキッチン 
クリナップ㈱提供 
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表 2-3 システムキッチン ビルトイン機器装着率 

出荷台数 1995年 1997年 1999年 2001年 2003年

平成7年 平成9年 平成11年 平成13年 平成15年

システムキッチン 917,486 1,086,525 1,033,815 984,618 1,130,553

食器洗い乾燥機 97,731 123,773 168,279 269,597 397,246

同　装着率 10.7% 11.3% 16.3% 27.4% 35.1%

オーブンレンジ 92,812 81,991 91,278 87,277 75,044

同　装着率 10.1% 7.5% 8.8% 8.9% 6.6%

IHヒーター 90,960 156,345 255,772

同　装着率 8.8% 15.9% 22.6%

浄水器・整水器 93,543 108,143 174,904

同　装着率 9.0% 11.0% 15.5%  
出所：キッチン・バス工業会   ※システムキッチン台数は完成品数 

 

機能の強化とともに、生活空間構成の変化に伴いこれまで人目にさらされる事の無かっ

たキッチンが表に現れて家具の一部と

なってきている。そこでは構成する素

材によりイメージが大きく変わってく

る。キッチンに使用される素材は、イ

ンテリア性、環境配慮、維持管理、コ

スト等さまざまな要素で区分され、そ

れぞれのメリットを取り込んだ素材を

選択して仕上げている。(図 2-3) 

構成する素材として木質系、樹脂系、

金属(ホーロー、ステンレス、アルミ)

系、タイル系、天然大理石、人工大理

石系、陶器系などがある。 

(2) 今後の課題 

生活者のライフスタイルに応じて刻々と変化しているのがキッチンであり、その時代の

生き様を現してきたといえる。そしてそこでは、便利さ・高機能が求められてきた。しか

し今後は、そのようなハードの品質・利用の品質とともに、資源循環型社会に貢献するた

めの維持管理が問われ、その延長としての維持管理を含むトレサビリティが課題になる。 

また、循環型社会構築への取り組みとして、資源の不足やゴミ問題に直面している。 

その解決の一つとしては適切にメンテナンスしながら末永く使い続けることが、これか

らの時代のライフスタイルとして認識され始めている。 

リデュース、リユース、リサイクルの 3R の実現である。具体的には生産段階から部品

を小さく、点数を減らし、共通化し、極力ゴミにならない設計配慮、耐久性のある材料を

使用する努力などである。 

図 2-3 オープンな対面キッチン 
クリナップ㈱提供 
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２．３．２ 浴室 

(1) 最近の浴室事情 

① 浴室ユニットの普及 

かつての高度成長時代、住まいのあり方に大きな変化をもたらしたものの一つに内風呂の

普及がある。それから 40 年を経て現在では風呂の無い家など考えられない程に内風呂が普

及し、今や生活空間の中で重要なポジションを占

めるに至っている。それゆえ、浴室に対する要望

も近年多様化してきた。そのような流れの中で内

風呂の普及とともに市場に登場したのが浴室ユニ

ット(ユニットバス)である。 

浴室ユニットはプレハブ化されているため、従

来の工法と較べて工期が短く防水性能にも優れ、

また、完成状態をカタログやショールームで確認

できる等のメリットがある事により近年急速に普

及し、その普及率は集合住宅ではほぼ 100％、戸

建住宅でも 60％以上と言われ、なお伸び続けてい

る。(表 2-4、図 2-4,5) 

 

表 2-4 浴室ユニット出荷台数推移 

1983年 1987年 1991年 1995年 1999年 2003年

昭和58年 昭和62年 平成3年 平成7年 平成11年 平成15年

浴室ユニット出荷台数 273,269 623,464 870,789 1,154,885 946,182 1,081,885
 

出所：社団法人日本住宅設備システム協会自主統計 
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昭和58年 昭和62年 平成3年 平成7年 平成11年 平成15年  

図 2-5 浴室ユニット出荷台数 

出所：社団法人日本住宅設備システム協会自主統計 

 

浴室ユニットは極めて工業化された製品であるため、かつては高級感に見劣りがしたり、

大量生産による画一的なモデルのため、好みの仕様にする事が難しいなどのデメリットが

図 2-4 浴室ユニット 
東陶機器㈱提供 
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あった。 

しかし近年これらのデメリットは大きく改善されて、多様な機能や設備を付加した商品

が数多く登場してきている。 

  ② 基本機能の充実 

浴室が快適な空間へと変化しつつある大きな要因は、不便さや不快感を解消するための

基本機能の充実である。 

かつては、湯の温度や湯量を浴室まで出向いて確認していたものが、現在では給湯機器

の発達もあって、ボタン一つで湯温や湯量の調整を自動的に行う全自動給湯システムが当

然のごとくなっている。 

また、浴室に付き物の湿気に対しては、浴室の湿気を取り除き、洗濯物を乾燥させ、暖

房機能も備わって冬の浴室のヒャッと感を解消する換気暖房乾燥機の設置や、床の水滴を

短時間で取り除き且つ滑りにくい床材などを各社が取り入れている。(図 2-6,2-7) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更に、ユニバーサルデザインの考えが取り入れられて、「入り口段差の解消」「手摺や

ハンドグリップの設置」「浴槽へ出入りのま

たぎ高さの設定」「浴槽の縁を広く取り腰掛

けて出入りできる工夫」など様々な仕様が折

り込まれている。(図 2-8) 

また、省エネルギー・省資源の効果を高め

る為、保温性の高い仕様を施し、節水効果の

あるシャワーなども装備されている。 

③ 身体を洗う空間から癒しの空間へ 

今や浴室は単に身体を洗うだけの機能に

止まらない。 

温泉などがブームとなり、癒し系の施設が

盛んにオープンする昨今、その機能は家庭内にも持ち込まれている。ここでは、狭い浴室

のスペースを少しでも広げ、気泡浴槽や調光照明、浴室用テレビや音楽、ミストシャワー

図 2-8 浴室入り口段差無し 
東陶機器㈱提供 

図 2-6 乾燥しやすい床材 
東陶機器㈱提供 

図 2-7 換気暖房乾燥機 
東陶機器㈱提供 
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等の機能を備えて癒し空間になった浴室ユニットが市

場に出回り、特にリフォームを中心にマーケットの支

持を受けつつある。(図 2-9) 

 

 

 

 

 

 

(2) 今後の課題 

多様に機能が変化している浴室であり、今後更に基本性能の充実や快適性の向上など、

健康と省エネ・省資源にむけて新たな開発が進んでいく事と思われる。 

この様な夢のある浴室空間であるが、ここで課題としてメンテナンスがあげられる。 

機械的な機能が強化されれば当然それに伴いこれを維持、メンテナンスの必要が生じて

くる。適切なメンテナンスがあってこそ、その機能が維持できるわけであり、そのために

は製造の段階からこれを念頭においた設計、部材調達がなされなければならず、また設置

後のフォロー体勢の構築が一層普及するための鍵となるであろう。 

 

２．３．３ 調理用機器 

台所設備にあってキッチンの現状は 2.3.1 で見てきたが、欠かせないものに調理用機器が

ある。かつてはコンロとして炭やガス、電気などの様々な熱源により台所の火を扱う主役

を演じてきたが、近年は機能の発展に伴いキッチンシステムの一部としてビルトインされ

るケースが多い事は既に述べたとおりである。 

ここでは、現在の代表的な機器であるガス調理器と IHクッキングヒーターを検証する。 

(1) ガス調理器 

キッチンの加熱調理に欠かせないガス調理器は、新築やリフォーム需要でセットされる

流し台がセクショナルキッチンからシステムキッチンへ移行するにつれ、据え置きタイプ

が減少しビルトインタイプが増加している。(図 2-10) 

安全性の面では、ガス調理器にもマイコ

ン制御が導入され安全装置の高度化が進ん

でいる。先ずは昭和 52 年に開発された立消

え安全装置である。これは炎が消えて生ガ

スが流れ続ける事を防止する装置で、後に

マッチ点火のガスコンロ以外は全てに装着

された。住宅火災の中で大きな原因の一つ

である天ぷら油の消し忘れに対する発火対

策としてバーナーに温度センサーを搭載し

たガスコンロが開発された。この他にも焦

左図 2-9 気泡浴槽
東陶機器㈱提供 

図 2-10 ガス調理器 
クリナップ㈱提供 
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げ付き防止装置や空焚き防止装置、コンロ消し忘れタイマー、グリル消し忘れタイマー等

多種の機能が開発されたが、これらを装着する事により高価になってしまい、普及が進ま

なかった。その後温度センサーのみを装備した商品が登場して急速に普及している。 

熱や煮こぼれなどの影響を受けやすいトッププレートは、耐久性が求められる素材が中

心であった。ビルトインコンロの導入時期はホーローが最も多く、ステンレスも一部で使

用されていた。その後手入れの容易さを重視する風潮が強まり、フッ素のトッププレート

に人気が集まった。 

しかしフッ素は耐久性に課題があり近年はガラストップタイプがフラットな構造のた

め清掃性、デザイン性重視の面からも人気を得ている。 

また、最近の少子高齢化・グルメ志向など生活環境の変化に伴い、経済性(省エネによ

る低燃費、低価格)、実用性(小径鍋で使いやすい、強火力でとろ火性能がよい)、安全性(壁

や天板が熱くならない)、清掃性、デザイン性など、ユーザーのニーズは多様化している。 

さらに、社会的ニーズとして地球温暖化防止のための CO2削減があり、省エネルギーの

ために燃焼効率の高効率化が求められており、この要求に応じて内炎式バーナーが開発さ

れた。これにより燃焼効率が高まり、とろ火性能も格段に向上した。 

このように様々な進化をとげてきたガス調理器であるが、一方で電気による IH ヒータ

ーが台頭し、より高度な性能や美観性を備え、省エネ性能にも優れて同時に高齢者にも使

いやすい商品が望まれてきている。 

今後の課題としては、IH ヒーターとの比較になるが、フラット感のあるデザイン性及び

清掃性がある。また、コンロ部、グリル部、オーブン部などに省エネ法の適用が予定され

ており、一層の燃焼効率の高効率化が要求される。 

(2) IH クッキングヒーター 

ガスに代わる 21 世紀のキッチン熱源として、IH クッキングヒーターの普及は近年めざ

ましいものがある。家電業界においては「新・三種の神器」とまでいわれる近年珍しいヒ

ット商品となっている。(図 2-11) 

日本での電気による調理熱源の歴史

は古く、終戦直後に進駐軍がもたらし

たアメリカ式の電熱器に端を発する。

戦後の復興からしばらく盛んに使われ

たのがニクロム線発熱の電熱器である。

電熱器は手軽に使える卓上補助熱源し

て広く愛用された。しかし、ニクロム

線は急冷に弱く水分などに触れると断

線する弱点があり、また火力が極端に

弱い欠点をもっていた。 

次いで現れたのが渦巻き型のシーズヒーターコンロである。初期の高層マンション向け

ガス代替ニーズが中心であった。ただ立ち上がりの火力や熱応答性、清掃性という点では

満足と言いがたい商品であった。IH 技術は 1978 年に 100V 商品として実用化された。電

図 2-11 IH クッキングヒーター 
クリナップ提供 
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磁調理器の名称で卓上一口タイプが発売され、コンセントがあればどこでも使える便利さ

が好評を博した。1990 年には 200VIH が誕生し、社会の高齢化、多忙な女性の調理時間短

縮ニーズ、高気密・高断熱住宅の普及などの追い風のもと、1995 年頃から大きな成長が始

まった。 

2002 年にはウイークポイントであったアルミ鍋や銅鍋の過熱が可能になり、2003 年に

は世帯普及率が 3％を超えてさらに成長を続けている。ユーザーアンケートによると、直

接購入動機として安全性はよく知られている点であるが、使用前と使用後で大きく関心が

高まったのが掃除の簡単さである。調理性能的には、火力の強さ・調理のしやすさ、タイ

マー、揚げ物がうまくできるなどに高い評価があった。 

また、ランニングコストの面でも、電気代が意外に安いと評価が高かった。 

オールメタル対応で、従来のステンレスや鉄の鍋に加えアルミや銅の鍋、多層構造の金

属鍋も使うことができるようになって調理器具の使用限が解消され、バリアフリーの観点

から使いやすさにも対応でき、高気密・高断熱住宅の増加に対応する直火のない安全性な

ど、新しい住環境や社会の流れに対応する遡及を満たしており、ビルトインされた IH の増

加は今後もしばらく続く事が予測される。 

 

２．３．４ 衛生設備機器 

(1) トイレ 

かつては、「臭い・狭い・寒い」の代名詞であったトイレが、現在では家庭においても

職場においても、自分の時間を独占できる快適な空間に変化している。このように変化し

た要因の第一は、下水道の普及である。(図 2-12) 

日本の下水道普及率は、東京オリンピック翌年の昭和 40 年にはわずか 8％にすぎなかっ

た。しかし、以後毎年約 1.5％～2％ずつ上昇し、平成 15 年度末には 66.7％に達している。 

 

図 2-12 下水道処理人口普及率の推移 
出所：国土交通省 都市・地域整備局 下水道部資料 

 

また、他の先進諸国と比較すれば未だ低い普及率ではあるが大都市圏では普及が進み、
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平成 15 年末の政令都市における普及率は大阪の約 100％をはじめとして政令指定 14 都市

全体では 98.1％になっている。(表 2-5,2-6) 
表 2-5 主要先進国の下水道普及率 

日本 スウェーデン フィンランド ドイツ カナダ アメリカ イギリス

データ年度 2003 1998 1999 1998 1996 1996 1999

普及率(%) 67% 93% 80% 93% 80% 71% 97%
 

出所：社団法人 日本下水道協会資料 

 

表 2-6   政令都市の下水道処理人口普及率(平成 15 年度末) 

都市名 札幌市 仙台市 さいたま市 千葉市 東京23区 横浜市 川崎市 名古屋市

普及率(%) 99.4% 97.0% 80.7% 92.1% 99.9% 99.6% 98.5% 97.7%

都市名 京都市 大阪市 神戸市 広島市 北九州市 福岡市 政令都市合計

普及率(%) 99.3% 100.0% 98.2% 92.4% 98.9% 99.2% 98.1%
 

出所：国土交通省 都市・地域整備局 下水道部資料 

 

日本のトイレは、昭和 30 年頃までは多くの便所が汲み取り式であった。そして、し尿

は農作物の肥料として利用されてきた。やがて化学肥料が普及してし尿の需要が減少し、

また下水道の普及により水洗化が進んだ。加えて、下水道が整備されていない地域におい

ても、各地で開発が活発に行われた大規模住宅団地では集中汚水処理場の設置が義務付け

られ、また一般住宅においても住宅用し尿浄化槽の普及により、水洗化を促進した。 

総務省の統計によれば、水洗トイレの普及率は昭和 38 年に 9.2％であったが、以後以下

のように急速に上昇した。 

 

昭和58年 58.20%
昭和63年 66.40%
平成 5年 75.60%
平成10年 83.00%  

 

また、トイレの形状はかつて和式が主流であった

が、現在は立ち座りの動作が楽な洋風便器へと移行

しており、当初はホテルやオフィスビルに使われて

いたものが、現在では住宅の多くも洋風便器に変わ

ってきている。 

これに呼応するように、便器も様々な改良工夫が

なされて現在に至っている。(図 2-13) 

   ① 最近のトイレ事情 

今や住宅だけではなくオフィスのトイレにも温水洗浄暖房便座が普及し、普及率は表 2-7

図 2-13 洋風便器 
東陶機器㈱提供 
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に示すように平成 16 年度には 53.0％に達しており、また、15 年度の 100 世帯あたり保有

状況は 69.7 台で、前年より 2.8 台の伸びになっている。日本人の清潔感と暖房のこの基本 

 

表 2-7 温水洗浄便座普及率推移 

年度 平成4年 平成6年 平成8年 平成10年 平成12年 平成14年 平成16年

普及率 14.2% 21.3% 26.3% 33.9% 41.0% 47.1% 53.0%
 

出所：内閣府経済社会総合研究所統計 

 

機能に加えて最近のトイレでは、狭い空間を効率よく利用するためにタンク快適性がその

伸張を可能にしたのだろうが、諸外国ではあまり例を見ない現象である。を無くしコンパ

クトサイズにした便器が登場した。余裕のできた空間は、トイレ備品など収納のスペース

に利用される。また、便器ふたの自動開閉や自動洗浄、自動脱臭などの機能も付加され、

さらに音楽や香りの演出など多彩な機能を備えたトイレが出現して、かつての「臭い・狭

い・寒い」不快空間が今や快適なくつろぎ空間に変身している。(図 2-14,2-15) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 洗面化粧台 

① 洗面化粧台の普及 

洗面行為はかつて台所などの流しで行われてい

たが、住宅事情の向上に伴い洗面器が普及してき

た。その後収納性の確保などの必要から昭和 40

年代になると洗面器とキャビネットやカウンター

が一体となり、化粧鏡とセットになった洗面化粧

台が登場した。(図 2-16) 

洗面化粧台の出荷台数推移をみると、昭和 40

年代から昭和 60 年代、平成初期のバブル期にかけ

て大きく 伸長し、その後新築住宅着工数の減少に

もかかわらず、前年比 100％前後の出荷台数を維

持している。(表 2-8) 
図 2-16 最近の洗面化粧台 
東陶機器㈱提供 

図 2-15 コンパクト便器 
東陶機器㈱提供 

図 2-14 便器ふた自動開閉イメージ
東陶機器㈱提供 
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表 2-8 洗面化粧台出荷台数推移 

昭和49年 昭和54年 昭和59年 平成元年 平成6年 平成11年 平成16年

出荷台数 832,178 1,103,707 1,164,682 1,746,861 1,938,673 1,722,942 1,787,815
洗髪機能装着
率

30.7% 42.6% 56.6% 64.7%
 

出所：社団法人 日本住宅設備システム協会自主統計 

 

② 洗面器の材質 

洗面器の材質には、陶器、ホーロー、金属、合成樹脂などが使用されており、陶器が中

心である事に変わりはないものの材質により変化が見られて、ホーローの比率が減少し合

成樹脂の比率が上昇している。（表 2-9） 

 

表 2-9 洗面器材質の構成比比較 

陶器 ホーロー 金属 合成樹脂 合計

平成元年 1,089,816 597,877 249 58,919 1,746,861

構成比 62.4% 34.2% 0.0% 3.4% 100.0%

平成16年 1,294,979 240,865 400 251,571 1,787,815

構成比 72.4% 13.5% 0.0% 14.1% 100.0%
 

出所：社団法人 日本住宅設備システム協会自主統計 

 

③ 最近の洗面化粧台事情 

洗面化粧台の進化には、他の設備機器と同様に多様な機能の付加がある。その中でも特

筆すべきは洗髪洗面化粧台の登場である。それまでの単なる洗面機能に大型洗面器とシャ

ワー機能の付いた水栓器具を装備して洗面器での洗髪が可能になり、朝シャン
．．．．
の流行語が

生まれた。この機能はその後定着し洗髪機能装着率（表 2-8）及び普及率（表 2-10）は年々

上昇している。 

 

表 2-10 洗髪洗面化粧台普及率推移 

 
出所：内閣府経済社会総合研究所統計 

 

洗髪洗面化粧台の登場には、給湯機器及び水洗器具の発達がある。洗面化粧台が登場し

た当時のハンドルは水専用の単栓であった。台所に小型ガス瞬間湯沸かし器が登場し、こ

れの大型化により給湯箇所が台所だけでなく浴室のシャワーや洗面器へも可能になって、

蛇口が水用と湯用の 2 栓式が洗面化粧台に登場した。 

その後、水と湯が混合されて一つの蛇口から出る混合水洗へ発展し、更にハンドル操作

が回転式からワンタッチで水量や湯温調節の操作が可能なレバー式水栓の普及により操作
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性が格段に向上した。また、湯温調節には、サーモスタット付水栓や、給湯器自体の温度

調節機能により調節方法の選択肢は広がっている。 

現在では、これら機能の向上に加えて住宅

の中で 浴室へつながる空間として洗面・洗

髪機能のみに止まらず、身づくろいの為の空

間として、洗面化粧台はシステム化されてき

た。 

ここでは、収納機能の充実や、使い勝手向

上の為の高さ調節機能、鏡の曇り止め機能に

よる不便さの解消、清潔性、デザイン性など

が加わり、そのために必要な部品も豊富に取

り揃えられ、それらを自由に組み合わせる事

も可能となるなど、多彩な機能が用意されて

いる。(図 2-17) 

 

２．４ リフォームにおける住宅設備機器 

新築住宅の着工戸数が 110 万戸台に定着し、今後も減少こそあれ大きな増加が見込めな

い現状にあって、住宅設備機器メーカーの着目はリフォーム市場である。 

リフォームを行う動機として次の三点が挙げられる。 

①住宅機能・美観等の劣化、不具合の発生による改修。 

②住宅機能・美観等の維持管理のための改修。 

③より快適な生活を求めて住空間や設備の改修・改良。 

①や②の場合には、そこに掛けられる予算の範囲は出来るだけ低いレベルが求められる。

しかし③の場合には予算よりもリフォーム後の満足感が優先し、求めるグレードに達する

まである程度レベルの高い予算が組まれる。 

このため、これまで見て来た各種住宅設備機器のハイグレード化は「2.3.2 浴室」の

項で触れたように③の対象者に受け入れられている。既に住宅設備機器メーカーでは、衛

生設備において出荷の半数以上がリフォーム向けの状況が発生している。 

またガスコンロにおいても、昭和 60 年代に設置されたシステムキッチンに装着されたコ

ンロの買替需要が急速に増加し、新築住宅の伸びの鈍化を補っている。 

(財)住宅リフォーム・紛争処理支援センター、住宅リフォーム推進協議会が行った平成

15 年度調査による住宅リフォーム市場規模の推計結果の概要によれば、その単純集計結果

に於いて住宅リフォーム工事種別割合の中に占める「模様替え・設備更新等」の比率は

27.9％となっている。 

これは今後更に上昇する事が予測されるとともに、リフォーム工事量の拡大が伴い、メ

ーカーにとっては大きなマーケットの出現が見込まれている。 

 

図 2-17 デザイン性豊かな洗面化粧台
東陶機器（株）提供 
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２．５ まとめ 

これまで見てきたように住宅設備機器は、居住空間を構成するひとつの分野として今や

重要な役割を果たす位置付けにまで進化し、健康や快適性向上のため幾多の開発がなされ

てきた。 

最近の我が国を取り巻く状況には、多くの課題が挙げられている。 

環境問題については、京都議定書が発効し地球温暖化対策に対して待ったなしの対応が

求められており、環境を無視した企業活動は許されなくなった。その具体的な対策として

の省エネルギー・省資源に向けた思想として、資源保護とも相俟って節電・節水・3R(リ

サイクル・リユース・リディュース)への配慮が重要になっており、「火」、「水」、「電

気」の消費を伴う住宅設備機器にあっては、経営方針にも係わりかねない重要なポイント

になっている。 

また、高齢化社会の進展に対する対策も緊急の課題である。 

このため各社では、ユニバーサルデザインの具体化に向けた各種の工夫を住宅設備機器

の中に取り入れている。 

健康についてみれば、住宅設備機器の中でもシステムキッチンや洗面化粧台などは合板

を使用しており、これに対してはそれらを製造する殆どのメーカーが、シックハウス症候

群の原因であるホルムアルデヒド放出量の最も低い基準をクリアした材料を使用している。

しかし、ホルムアルデヒド以外の VOC 対策もこれから議論される事になりそれへの対応が

必要になってくる。 

更に住宅内で使用される設備であるため、ユニバーサルデザインとも関連するところで

あるが安全性も重要な要素であり、リフォームの項で述べたようにユーザーの求めがハイ

グレード化する中、その要望にも応えるため健康への配慮、快適性の追及などがこれから

も行われていく事になる。 

しかし、現在の設備機器に装備された多彩な機能はその多くが提案であり、将来にわた

ってユーザーに受け入れられるものとは限らない。洗面化粧台における洗髪機能やトイレ

の温水洗浄便座などのように定位置を確保するものもあれば、程なく消えていく機能もあ

ることであろう。これらの様々に要求される要素は、そこに経済性を加えてある時には相

反する事態も発生する事になるのでその調整が必要になる。更に、上記諸問題への具体的

な対策は各社で行われているものの未だ道半ばであり、これからの社会に求められる要素

の本質を見極め、そこでの要求に応えられる提案並びに部品や素材に対する一層の開発努

力が望まれる。 



 39

第３章 福祉関連機器の現状と今後の方向 

 
３．１ 我が国の医療・福祉用具市場を取り巻く環境 

３．１．１ 我が国の人口構成と高齢化の実態 

我が国の総人口は 2003年 10月現在において 1億 2,762万人となっているが、2006年頃をピ

ークに減少に転じ、2050年にはおよそ 1億人の規模となることが見込まれている。同時に年齢

構成をみても少子高齢化の傾向は進むとされ、2003年時点で高齢化率は 19%、2015年には 26%、

2050年には 35.7%となり、およそ 3人に一人は高齢者になると予測されている。図 3-1に日本

の人口推移を示す。 
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図 3-1 日本の人口推移 

出所：総務省「世界の統計 2004」、「国勢調査(2000年)」資料)／注：2010～2050年は予測値 

 
このような背景から、我が国の経済と同様に、右肩あがりの産業・社会構造から、均衡型へ

移行していく社会では、従来の市場が縮小する一方、新たに創出される市場や拡大する市場も

出てくる。 

特に高齢者のライフスタイルは、産業や社会インフラにも大きな影響を受けることから、今

後のビジネスについても大きなインパクトを与えることになる。 

 

３．１．２ 医療・福祉機器類の利用者の現状 

医療福祉分野に携わる企業にとって重要なステークホルダーは、ユーザーとなる傷病者・障

害者や高齢者である。 

(1) 我が国の高齢化の現状 

一般に総人口に占める高齢者(65歳以上)の割合が 7%を超えると「高齢化社会」、14%を超え

ると「高齢社会」と呼んでいる。 
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我が国の 65 歳以上の高齢者人口は、1950 年には総人口の 5%に満たなかったが、1970 年に

7%を超え、さらに、1994年には 14％を超え「高齢社会」が到来した。 

2003 年時点の我が国の高齢化率は 19%を超え、2020 年まで高齢者数は急速に増加し同年に

27.8%となる予測されるが、その後の伸び率は緩やかとなり、概ね安定化する。高齢者の急激

な増加の要因は戦後生まれの人口規模が大きな、いわゆる「団塊の世代」が高齢期を迎えるこ

と、出生率が低位にとどまり 2006年以降に総人口が減少するためである。 

また高齢者人口を前期高齢者(65歳以上)と後期高齢者(75歳以上)に分けると、2003年現在で

は高齢化率 19%のうち、前期高齢者が 10.8%、後期高齢者は 8.3%となっている。これが 2018

年には後期高齢者数が前期高齢者数を上回り、2020年には高齢化率 27.8%のうち 14.2%は後期

高齢者が占める予測がなされている。 

我が国の高齢化の現状と今後の予測等については表 3-1、3-2、図 3-2のとおりである。 

 
表 3-1 我が国の高齢化の現状 

 
出所：内閣府「高齢社会白書(平成 16年)」より 

 
表 3-2 日本の将来の年齢層別人口と出生数(万人) 

 2002年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 
出生数 115.6 113.7 105.5 98.5 91.4 86.3 
1～5歳以上 --- 582.1 546.7 509.3 474.7 442.6 
65歳以上 2,286.9 2,539.2 2,873.5 3,277.2 3,455.9 3,472.6 
80歳以上 510.0 620.9 794.0 961.0 1,089.5 1,221.5 
総人口 12,729.1 12,770.8 12,747.3 12,626.6 12,410.7 12,113.6 
出所：財団法人 共用品推進機構「共用品白書 2003年版」、／原データは国立社会保障・人口問題研 
究所「日本の将来推計人口」) 
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図 3-2 高齢化の推移と将来推計 

出所：内閣府「高齢社会白書(平成 16年)」より 
 
(2) 我が国の障害者の現状 

我が国の障害者は、身体障害児・者が 351.6 万人、知的障害児・者は 45.9 万人である。
また障害の種類別にみた身体障害者数は表 3-4のとおりである。 
 

表 3-3 我が国の障害者数 

 総数(万人) 在宅者(万人) 施設入所者(万人)

 身体障害児・者*1 351.6 332.7 18.9 
 身体障害児(18歳未満) 9.0 8.2 0.8 
 身体障害者(18歳以上) 342.6 324.5 18.1 
 知的障害児・者*2 45.9 32.9 13.0 
 知的障害児(18歳未満) 10.3 9.4 0.9 
 知的障害者(18歳以上) 34.2 22.1 12.1 
 年齢不詳 1.4 1.4 0 
精神障害者*3 258.4 223.9 34.5 
合 計 655.9 589.5 66.4 

(注) ①身体障害児・者の施設入所者とは，盲児施設，ろうあ児施設，肢体不自由児施設，重症心身障害
児施設，身体障害者更生援護施設，その他の施設に入所している身体障害児・者である。②知的障害児・

者の施設入所者とは，知的障害児施設，自閉症児施設，重症心身障害児施設，国立療養所(重症心身障
害児病棟)，知的障害者更生施設，知的障害者授産施設の各施設に入所している知的障害児・者である。
③ 精神障害者数は精神疾患等の患者数である。精神障害者の施設入所者とは，病院入院患者である。 

*1：在 宅 者：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」(平成 13年) 
*2：在 宅 者：厚生労働省「知的障害児(者)基礎調査」(平成 12年) 
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」(平成 12年)等 
*3：厚生労働省「患者調査」(平成 14年)       (出所：内閣府｢平成 16年版 障害者白書｣) 

 



 42

 
表 3-4  障害の種類別にみた身体障害者数 (総数：324.5 万人) 

 肢体不自由 内部障害 聴覚言語障害 視覚障害 

障害者数(万人) 174.9 84.9 34.6 30.1 

割  合(%) 53.9 26.2 10.7 9.3 

出所：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」(平成 13年度) 

 

３．１．３ 共用品利用に関する考え方 

「共用品・共用サービス」は、一般に「身体的な特性や障害にかかわりなく、より多くの人々

が共に利用しやすい製品・施設・サービス」と定義され、その基本概念の主なものについては

表 3-5 のとおりである。 

 
表 3-5 共用品・共用サービスを支える基本概念 

 用語解説 
バリアフリーデザイン 
Barrier Free Design 

障害のある人や高齢者などが、社会生活をしていく上で妨げ

となる障壁(バリア)がないように意図された設計。 

ユニバーサルデザイン 
Universal Design 

特別な改造や特殊な設計をせずに、すべての人が、可能な限

り最大限まで利用できるように配慮された、製品や環境のデ

ザイン 

デザイン・フォー・オール 
Design For All 

あらゆる範囲の能力・状況にある人々にとって使いやすい製

品やサービス、システムを創造すること(万人のためのデザイ

ン)。 

インクルーシブデザイン 
Inclusive Design 

万人のニーズに対応する包括的なデザインのこと。 

アクセンシブルデザイン 
Accessible Design 

何らかの機能に制限がある人に焦点を合わせ、これまでのデ

ザインをそのような人々のニーズに合わせて拡張することに

よって、製品や建物やサービスをそのまま利用できる潜在顧

客数を最大限まで増やそうとするデザイン(受け入れやすく、

利用しやすいデザイン) 

インクルージョン 
Inclusion 

すべての子供を排除せず、可能な限り一緒の場で一人ひとり

の個別のニーズに応える学校・社会をつくる思想(包括教育、

全一化教育)。 

ノーマライゼーション 
Normalization 

障害のある人も、そうでない人と同様に社会の中で普通の生

活が送れるような条件を整えるべきで、共に生きる社会こそ

がノーマルであるという理念。「等生化」という訳語が新たに

与えられた。 

出所：財団法人共用品推進機構「共用品白書 2003年版」 

 
 一方、共用品からみた製品の分類と定義については次のとおりである。下記表の色 

付部分(Ⅱ～Ⅴ)が定義上の「共用品」の範囲である。 
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表 3-6 共用品からみた製品の分類と定義 

分類 区 分 定 義 
Ⅰ 専用福祉用具 特定の障害や高齢による特定の機能対応の福祉用具で機

能障害のない(一般の)人には利用されない製品 
Ⅱ 共用福祉用具 もともと専用の福祉用具であったものであるが、特に意

図した再設計・リデザインをせず、一般の利用にも供す

る製品 

福 
祉 
用 
具 
が 
も 
と もともと専用の福祉用具であったものを一般用途にも普

及するように再設計・リデザインされた製品 
Ⅲ 共用設計製品 

高齢や障害でも使いやすいように意図して全般的に設

計・デザインされた製品 
Ⅳ バリア解消製品 一般製品をベースに高齢や障害のある人が利用上バリア

となる部分を解消するための部分的な配慮上の設計・デ

ザインを施した設計 
Ⅴ ユースフル製品 設計デザインとして特に意図せず、高齢や障害でも使い

やすい製品 

一 
般 
製 
品 
が 
も 
と 
Ⅵ 健常者専用品 特に高齢や障害者のために使いやすくなっていない製品 

出所：財団法人共用品推進機構「共用品白書 2003年版」 

 
３．１．４ 高齢者、障害者等に対する主な社会保障制度とインフラ整備状況 

我が国の高齢社会対策については、1995年に施行された「高齢社会対策基本法(第 6条)」に

より、「高齢社会対策大綱」が 2001 年(平成 13 年)12 月に閣議決定された。また 2002 年 12 月

に「新障害者基本計画」が閣議決定され、これに基づき「重点政策実施 5カ年計画」が発表さ

れている。 

(1) 高齢社会対策大綱の概要 

「高齢社会対策大綱」は、政府が推進する高齢社会対策の中・長期にわたる基本的・総合的

な指針となるものであり、国及び地方自治体をはじめ、民間企業や NPO、地域社会、住民等の

社会を構成するすべてのプレーヤーが相互に協力し合い、それぞれの役割を積極的に果たすこ

ととなっている。 

本大綱では、特に「就業・所得」「健康・福祉」「学習・社会参加」「生活環境」「調査研究等

の推進」の 5つの分野において取り組むべき施策の指針が明示されている。 

具体的には、「健康・福祉」に関しては、健康づくりの総合的推進、介護保険制度の着実な

実施、高齢者医療制度の改革、子育て支援施策の総合的推進などが挙げられている。また「生

活環境」に関しては、安心したゆとりある住生活の確保、ユニバーサルデザインに配慮したま

ちづくりの総合的推進、快適で活力に満ちた生活環境の形成などが挙げられている。 

 

1) 介護保険法・介護保険制度 

介護保険法は 2000年 4月から施行された。 

2003年時点における 65歳以上の被保険者数は約 2,429万人となり、2000年時点の約 2,165

万人から約 12％増加している。 

また要介護認定(介護が必要な程度によって「要支援」又は「要介護 1～5」として認定)を

受けた者の数は、2000年から 2003年にかけて約 218万人から約 376万人へと約 72％増加し
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ている。また、要支援又は要介護の認定者数が全高齢者(65歳以上)人口に占める割合につい

ては、2000年 4月には約 10％であったのに対し、2003年 12月には約 15％に増加している。 

介護サービスの利用者数は、訪問介護等の在宅サービスを中心に増加し、2000年のサービ

ス開始年の利用者は約 149万人であったが、2003年には約 298万人が利用しており、当初の

約 2倍になっている。 

 また、介護保険の対象となる福祉用具は、介護保険法の第 7条(貸与)、第 44条 

(購入)に関する告示によって定められている。 

 

表 3-7 介護保険の対象となる福祉用具(貸与) 

用具の種目 範  囲 

車いす 自走用標準型車いす、普通型電動車いす又は介助用標準型車いす

に限る。 

車いす付属品 クッション、電動補助装置等であって、車いすと一体的に使用さ

れるものに限る。 

特殊寝台 サイドレールが取り付けてあるもの又は取り付けることが可能

なものであって、次に掲げる機能のいずれかを有するもの  
①背部又は脚部の傾斜角度が調整できる機能 
②床板の高さが無段階に調整できる機能 

特殊寝台付属品 マットレス、サイドレール等であって、特殊寝台と一体的に使用

されるものに限る。 

じょく瘡予防用具 次のいずれかに該当するものに限る。 
①送風装置又は空気圧調整装置を備えた空気マット 
②水等によって減圧による体圧分散効果をもつ全身用のマット 

体位変換器 空気パッド等を身体の下に挿入することにより、居宅要介護者等

の体位を容易に変換できる機能を有するものに限り、体位の保持

のみを目的とするものを除く。 

手すり 取付けに際し工事を伴わないものに限る 

スロープ 段差解消のためのものであって、取付けに際し工事を伴わないも

のに限る。 

歩行器 歩行が困難な者の歩行機能を補う機能を有し、移動時に体重を支

える構造を有するものであって、 次のいずれかに該当するもの

に限る。 
①車輪を有するものにあっては、体の前及び左右を囲む把手等を

有するもの 
②四脚を有するものにあっては、上肢で保持して移動させること

が可能なもの 
歩行補助つえ 松葉づえ、カナディアン・クラッチ、ロフストランド・クラッチ

及び多点杖に限る。 

痴呆性老人徘徊感知機器 痴呆性老人が屋外へ出ようとした時等、センサーにより感知し、

家族、隣人等へ通報するもの 

移動用リフト(つり具の

部分を除く) 

床走行式、固定式又は据置式であり、かつ、身体をつり上げ又は

体重を支える構造を有するものであって、その構造により、自力

での移動が困難な者の移動を補助する機能を有するもの(取付け

に住宅の改修を伴うものを除く。) 

出所：厚労省資料「厚生労働省告示第 93号」 
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表 3-8 介護保険の対象となる福祉用具(購入) 

用具の種目 範  囲 

腰掛便座 次のいずれかに該当するものに限る。 
1 和式便器の上に置いて腰掛式に変換するもの 
2 洋式便器の上に置いて高さを補うもの 
3 電動式又はスプリング式で便座から立ち上がる際に補助でき
る機能を有しているもの 

4 便座、バケツ等からなり、移動可能である便器(居室において
利用可能であるものに限る。) 

特殊尿器 尿が自動的に吸引されるもので居宅要介護者等又はその介護を行

う者が容易に使用できるもの 

入浴補助用具 座位の保持、浴槽への出入り等の入浴に際しての補助を目的とす

る用具であって次のいずれかに該当するものに限る。 
①入浴用いす  ②浴槽用手すり  ③浴槽内いす 
④入浴台    ⑤浴室内すのこ  ⑥浴槽内すのこ 

簡易浴槽 空気式又は折りたたみ式等で容易に移動できるものであって、取

水又は排水のために工事を伴わないもの 

移動用リフトのつり具の部分 身体に適合するもので、移動用リフトに連結可能なものであること。

出所：厚労省資料「厚生労働省告示第 94号」 

 

(2) 新障害者基本計画・重点政策実施 5カ年計画の概要 

同計画は 2003年度(平成 15年度)から 2012年(平成 24年度)までを実施期間とし、「国民誰も

が人格と個性を尊重して相互に支え合う共生社会への実現」を目指している。施策推進の基本

方針として「社会のバリアフリー化」、「利用者本位の支援」、「障害の特性を踏まえた施策の展

開」、「総合的且つ効果的な施策の推進」という 4つの横断的な視点を取り上げている。 

また障害者に対する 4 つの重点課題を取り上げ、「活動し参加する力の向上」、「活動し、参

加する基盤の整備」、「精神障害者施策の総合的な取り組み」、「アジア太平洋地域における域内

協力の強化」を挙げている。これらは、障害者の社会参加を強く推進するために、障害者自身

に対する医学的リハビリテーションを進めると共に福祉用具等の R&D、UDの推進、ITへの対

応を取り上げている。さらに活動を推進するためのインフラ整備を充実していくことや海外と

の協力についても盛り込んだ内容となっている。 

(3) 交通バリアフリー法、ハートビル法の概要 

通称・交通バリアフリー法(高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化

に関する法律：平成 15年 6月に改正)により、高齢者、身体障害者、そのほか妊産婦などの公

共交通機関を利用した移動の利便性及び安全性の向上を促進するため、公共交通機関のバリア

フリー化、旅客施設を中心とした一定の地区において市町村が作成する基本構想に基づいて、

バリアフリー化を推進している。 

また、通称・ハートビル法(高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の

推進に関する法律：平成 14年 7月に改正)により、病院や劇場、集会場、百貨店その他の不特

定かつ多数が利用する特定建築物を建設する際には、出入口や廊下、階段、昇降機、便所等の

施設を高齢者や身体障害者等が円滑に利用できるような措置を施すこととなった。 

(4) 医療福祉機器・用具類における法規制・標準化 
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医療用具については、薬事法に基づく許認可が必要であり、これらの申請窓口は各都道府県

の薬務課となっている。 

一方、生活を支援するという位置づけである福祉・介護用具については、日本国内では一部

の品目を除き薬事法の適用を受けない。 

各企業・業界が独自の基準、規格を作成して対応しているが、多くの企業は ISO(国際標準化

機構)、JIS(日本工業規格)、CEN(欧州標準化委員会)、FDA(米国食品医薬品局)等の規格や財団

法人製品安全協会が定める SGマーク制度に準拠した製品作りを行っている。 

福祉用具類の製造に係る標準としては ISOにより 2001年 11月に発行された「ISO/IECガイ

ド 71：＜規格作成における高齢者・障害者のニーズへの配慮ガイドライン＞」があり、2003

年 6月に日本国内でも「JIS Z 8071」として発行している。 

表 3-9に製品開発や商品企画に当たって利用される具体的な配慮事項についてのマトリック

ス表を示す。 

 

表 3-9 ISO/IEC ガイド 71 に示された 7 つの分野の考慮事項(マトリックス) 

機能・能力区分 感覚能力 身体能力 認知能力 アレルギー 

機能の弱い状態 見る、聞く、触る、嗅

ぐ等 

移動、握力、話す等 判断、記憶等 接触、食物等 

配慮領域 盲・弱視、聾・難聴、

しびれ等 

歩行困難、言語障害

等 

知的障害、自閉症等  

情報、表示 色、文字の大きさ、コ

ントラスト、形状等 

位置、レイアウト等 絵記号等  

包装・容器 色、文字の大きさ、コ

ントラスト、形状等 

扱い易さ、表面材質

等 

図記号、絵記号 成分表示、表面材

質、素材等 

素材(材質) 色、文字の大きさ、コ

ントラスト、形状、表

面材質、音響等 

扱い易さ、表面材質

等 

色、コントラスト、

形状等 

成分表示、表面材

質、素材等 

取り付け 照明、扱い易さ、道理

にあった手順等 

扱い易さ、表面材質

等 

色、形状、道理にあ

った手順等 

ｱﾚﾙｷﾞｰ性や毒性の

ない物質等 

ﾕー ｻﾞー ｲﾝﾀー ﾌｴ ｽー(操

作性) 

色、文字の大きさ、レ

イアウト、扱い易さ 

位置、レイアウト、

扱い易さ等 

図記号、絵記号、分

かり易さ等 

ｱﾚﾙｷﾞｰ性や毒性の

ない物質等 

整備・保管・排気 扱い易さ、道理に合っ

た手順等 

扱い易さ 図記号、絵記号、道

理にあった手順 

ｱﾚﾙｷﾞｰ性や毒性の

ない物質等 

構築環境 照明、アクセスルー

ト、音量など 

位置、レイアウト、

表面材質等 

図気候、絵記号、分

かり易い言葉等 

ｱﾚﾙｷﾞｰ性や毒性の

ない物質等 

出所：財団法人共用品推進機構「共用品白書 2003年版」 

 
これは国際機関や各国の規格作成機関に対する「指導手引き書」としてのガイドラインで、

個別の業界、個別の製品に対する認証を要求されるものではない。しかし、同ガイドに従って、

今後は安全性を含む品質の向上、互換性の確保等による生産の合理化、使用者への適切な情報

提供等が考慮され、良質な福祉用具の開発、普及のために重要な役割を果たすことが期待され

る。尚、欧米では福祉用具は｢医療用具｣ として国が規制や安全性のモニタリングを行ってい

る。 

用具類の評価・標準化策定状況については表 3-10のとおりである。 
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表 3-10 福祉用具評価・標準化策定状況 

 ＳＧ ＪＩＳ ＩＳＯ 
策定済 ・手動車いす 

・歩行補助車 
・棒状つえ 
・介護用ベッド 
・簡易腰掛便座 
・ポータブルトイレ 

・手動車いす 
・4脚つえ(TR) 
・集尿器 
・木製松葉づえ 
・義肢装具 
・電動車いす 
・視覚障害者誘導ブロックのパ

ターンの評価指標(TR) 
・補聴器 
・段差解消機(TR) 
・移動・移乗支援用リフト通則

・手動車いす 
・電動車いす 
・リフト 
・段差解消機 
・階段昇降機 
・エルボークラッチ 
・歩行車(Rollators) 
・歩行器 
・多脚つえ 

策定・

改訂中 
・シャワーチェア ・介護ベッド 

・床走行リフト 
・天井走行リフト 
・スリングシート 
・視覚障害者誘導システム 
・褥そう予防用具(TR) 
・段差解消機 

・エルボークラッチ 
・病院用ベッド 
・リフト 
・歩行車 

業界検

討中 
・段差スロープ 
・バスボード 
・立ち上がり椅子 

・褥そう予防用具 
・階段昇降機 

・リフト 
・歩行器 
・エルボークラッチ 
・杖先ゴム 

策定・

改正 
予定 

・三輪歩行車 
・エルボークラッチ 
・手すり 
・視覚障害車誘導システム 

・4輪歩行車 
・3輪歩行者 
・エルボークラッチ 
・手すり 
・歩行器 
・病院用ベッド(改正) 

 

出所：日本福祉用具・生活支援用具協会(平成 15年 5月現在) 

   
また共用品については、自動車、バスやエレベータなどそれぞれに関する規制を受ける。例

えば家庭用のエレベータの場合、エレベータの為の縦穴の空間は火災時に上下階に延焼を拡大

する原因となり得る。そこで、ビル等では非常時にエレベータ部分を遮断するための防火扉が

各階のエレベータホールに設置されているが、ホームエレベータの場合でも同様な規制が存在

する。2、3階建ての住宅であっても、地域によりエレベータ周辺は防火材を使い、防火扉を設

置して密閉できなくてはならないこととなっている。 

(5) インフラ整備状況 

高齢者・障害者個人の身の回りを対象とした福祉機器・用具が充実しても、生活環境や社会

環境全体のインフラが整備されていなければ、高齢者や障害者にとって環境そのものがバリア

となってしまい、ノーマライゼーションを推進することはできない。 

そのため、政府は法的に交通分野、建築分野におけるインフラ整備を官民あげて実施してい

る。現在の新障害者基本計画・重点政策実施 5カ年計画に則ったインフラ整備状況は次のとお

りである。 
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表 3-11 政府のインフラ整備目標と進捗状況(一部) 

 項目 2003年度進捗 2002年度進捗 
1 窓口業務を行う官署が入居する国土交通省所管の既存官庁施設
について，手すり，スロープ，視覚障害者誘導用ブロック，身体
障害者用便所，自動ドア，エレベータ(延床面積1,000m2以上のも
の)等の改修を実施 
＜平成22年度までに100％＞ 

 
 

62% 57%

2 １日当たりの平均利用者数が5,000人以上である鉄軌道駅、バス
ターミナル、旅客船ターミナル及び航空旅客ターミナルに関し、
原則すべてについて、段差の解消、視覚障害者誘導用ブロックの
整備、便所がある場合には身体障害者用便所の設置を推進 
＜平成22年までに100％＞ 
そのうち段差の解消につき平成17年までに、 
a.鉄軌道駅については約60％ 
b.バスターミナルについては約80％ 
c.旅客船ターミナルについては約70％ 
d.航空旅客ターミナルについては約70％ 

 
 
 
 
 
 

39.0% 
71.1% 
55.6% 
18.2% 

32.5%
68.2%
37.5%
9.5%

3 バリアフリー化された鉄軌道車両の導入を推進 
平成17年までに約20％， 
平成22年までに約30％ 

 
19.4% 14.8%

4 低床化されたバス車両の導入を推進 
平成17年までに約30％， 
平成27年までに100％ 

 
13.9% 8.8%

5 ノンステップバスの導入を推進 
平成17年までに約10％， 
平成22年までに20～25％ 

 
6.6% 3.9%

6 ノンステップバスの導入を推進 
平成17年までに約10％， 
平成22年までに20～25％ 

 
2.1% 0.2%

7 バリアフリー化された航空機の導入を推進 
平成17年までに約35％， 
平成22年までに約40％ 

 
24.5% 12.5%

8 福祉タクシーの導入を推進 
平成17年度までに2,600台 

3,276両 2,339両

9 主要な鉄道駅等周辺における主な道路のバリアフリー化を実施 
平成19年度までに53％ 

21.0% 17.0%

出所：内閣府「平成 16年版 障害者白書」内資料：新障害者基本計画・重点政策実施 5カ年計画の 
進捗状況より抜粋) 

 

交通バリアフリー法を例にあげると、同法律の制定によって、駅やバスターミナル、空港な

どを新設する場合は、エレベータやエスカレータを設置すること、プラットホームにホームド

ア、 可動式ホーム柵などの設備を設けること、新規に乗合バスを購入する場合には低床バス

とすることなどが定められている。 

さらに、既存の施設でも１日の乗降客が 5,000人を超える施設は、2010年度までにエレベー

タやエスカレータの設置等のバリアフリー化を完了させることを目標にしている。実際に低床

バスについては本法の施行に先立って、1999年より市場が急拡大している。一方、鉄道につい

てみると、1 日の乗降客が 5,000 人を越える鉄道の駅は、日本全国で約 1,600 駅(路線ごとに数

えると 2742 駅)である。国土交通省の発表資料(下表)から推測すると平成 15 年 5 月の段階で、
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まだ約 4 割の駅には新規にエスカレータが導入される余地があるとみられる(下表は路線ごと

に１駅と数えているため駅数が多くなっている)。 

 

表 3-12 鉄軌道駅のバリアフリー化の状況 

(平成 15年 5月 28日現在)   
らくらくおでかけ度 

(＝バリアフリー整備状況) 
 

☆☆☆ ☆☆ ☆ 

(参考)

駅総数

(参考) 

1 日当りの 

平均利用者数が 

5千人以上の駅数

JR旅客鉄道会社 6社 258 (179) 219 (196) 501 (557) 4635 945

大手民鉄 15社 660 (556) 271 (220) 437 (562) 1720 998

営団・公営地下鉄 377 (328) 59  (82) 226 (238) 571 548

中小民鉄、路面電車 261 (136) 41  (28) 357 (279) 2588 251

鉄軌道全体 合計 1556(1199) 590 (526) 1521(1636) 9514 2742

注)｢らくらくおでかけ度｣は利用社数 5000 人以上の駅を中心に 3667駅について調査されたものである。 
☆☆☆: 出入り口からすべてのプラットホームまで水平移動またはエレベータにより移動が可

能である駅。 

☆☆： 出入り口からプラットホームまで段差は解消されているが、一部車いす対応型エスカ

レーター又は階段昇降機により移動する駅 

☆： 出入り口から一部または全てのプラットホームまでの間に階段等による段差が存在す

る駅。 

資料：国土交通省｢鉄軌道駅のバリアフリー化の状況(らくらくおでかけ度一覧表)の公表について～バ

リアフリー化の改善が着実に進展～｣,平成 15年 6月 17日，をもとに作成 
出所：国土交通省総合政策局交通消費者行政課資料 

 
３．１．５ 世界の高齢化の進展 

1950 年以降、全世界の出生時の平均余命は、20 年伸びて 66 歳となり、2050 年にはさらに

10 年伸びると予想されている。この結果、21 世紀の前半の急速な人口増加は、60 歳を超える

人口が 2000年の約 6億人(10%)から 2050年には約 20億人(21%)に増加し、子供の比率は 30％

から 21％へと 3分の 1減少すると予想されている。また高齢者として定義される人口の比率は、

1998 年の 10％から 2025 年には 15％に増加すると予想され、21 世紀中頃には、世界の人口に

占める高齢層と若年層の比率が同一になるであろう。 

地域的に高齢化の進展をみると、欧州及び北米では、1998 年から 2025 年にかけて、高齢者

に分類される人口の比率が、それぞれ 20％→28％、16％→26％に増加すると予想されている。 

 

表 3-13 欧米各国における 65 歳以上の人口が総人口に占める割合 

 2000年 2010年予測 2020年予測 
日 本 17.1% 21.5% 27.8% 
米 国 12.5% 13.2% 16.6% 
英 国 16.0% 17.1% 19.8% 
ドイツ 16.4% 19.8% 21.6% 
イタリア 18.2% 20.8% 24.1% 

出所：内閣府「高齢社会白書(平成 16 年)」、財団法人 共用品推進機構「共用品白書
2003年版」、／原データは OECD、Business Week誌) 
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一方、開発途上国でも高齢者の増加率が最大となり、高齢者は今後 50 年間で 4 倍に増加す

ると予想されており、アフリカでは、高齢者の比率は同期間中に 5%から 6%に増加するに留ま

るが、その後 2050 年までに倍増すると予想されている。アジアと中南米では、高齢者に分類

される人々の比率が 1998年時点で 8％から、2025年には 15％に増加する。 

開発途上国の中でも、2005年 1月に総人口 13億人を突破した中国では、毎年 900～1,000万

人の人口増が問題視されているが、高齢化についても問題となりつつある。 

中国の高齢化は 2000年迄で 60歳以上人口は 1.32億人(総人口比 10.3％)であったが、2000～

2040年頃で 60歳以上の人口は 4.09億人(総人口比 26.5％)まで増加が見込まれ、2040年以降に

は総人口比 25％前後の高水準のまま推移すると予測されている。 

 このように高齢化は我が国だけが急速に進展しているわけではなく、世界的に人口転換が進

んでいる。今後は高齢化が、個人、地域社会、国及び国際レベルでの生活のあらゆる側面に重

大な影響を与えることになる。 

 

３．２ 我が国の医療・福祉関連機器市場等の実状 

３．２．１ 我が国の医療・福祉関連機器市場のポテンシャル 

現在、医療福祉分野の市場規模は、医療機器産業の国内市場が約 2兆円規模、福祉機器産業

は車椅子やベッドなど狭義の福祉機器市場の規模が約 1.2 兆円で、広義の福祉機器市場、即ち

共用品市場を加えると約 3.2兆円規模の市場を持っている。 

(1) 福祉関連機器市場 

我が国の福祉関連機器・用具産業の市場規模は、約 1.2兆円(2002年度)である。表 3-15に同

産業全体の市場規模の推移を示す。 

 また同産業の品目を金額ベースでみると、全体的に横這い傾向にあるが、一部の品目では台

数など、数量ベースで伸びている点から、低価格化に向かっている傾向がみられる。 

表 3-14 には主要な福祉用具類を

ピックアップして示した。同表から

みて、福祉用具の代表的な品目であ

る車椅子については、介護保険制度

導入によってレンタル向け製品、ま

た価格競争の激化市場規模が原因

で 2001 年度に続いて漸減傾向にあ

る。またベッドについても、需要は

微減傾向となった。 

歩行器・歩行車については、従来

から堅実な市場であったが、介護保

険制度導入によって認知度が高ま

った結果、前年度より増加した。リ

フトはほぼ横這いであった。 

 

数量(千台)

2001年 2002年 2002年度
ポータブルトイレ 29 34 355
歩行器・歩行車 11 14 116
シルバーカー 31 32 340
手動車いす 211 201 397
電動車いす 20 20 6
電動三(四)輪車 84 84 27
福祉車両等 684 686 33
リフト(天井/床走行、入浴用等) 23 23 9
ベッド 492 486 343
ホームエレベータ 124 115 8
いす式階段昇降機 38 41 6
補聴器 252 255 428

市場規模(億円)

表3-14　主要な福祉用具の市場規模と数量

出所：日本福祉用具・生活支援用具協会「福祉用具産業市場動向
              調査(2002年度)報告」
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表 3-15 福祉関連機器・用具産業の市場規 

分 類 2000年度 2001年度 2002年度 
福祉用具（狭義） 11,599 11,787 11,919 
領域 A 11,230 11,297 11,408 
  家庭用治療器 1,071 1,062 1,167 
  義肢・装具（広義） 2,271 2,320 2,240 
     義肢・装具（狭義） 347 338 343 
     かつら 1,079 1,110 1,076 
     義歯 845 872 821 
  パーソナルケア関連 2,539 2,438 2,475 
    おむつ 860 801 828 
  入浴関連  231 215 24 
    入浴用品 107 107 127 
    福祉施設用入浴装置 124 108 117 
  排泄関連 1,285 1,297 1,291 
    ポータブルトイレ 25 29 34 
    温水洗浄便座 1,137 1,158 1,139 
    ストーマ用品 89 94 100 
    その他排泄関連 34 16 18 
    その他 163 125 112 
  移動機器等 997 1,104 1,104 
  杖・歩行器 58 56 64 
    杖 15 14 18 
    歩行器・歩行車 12 11 14 
    シルバーカー 31 31 32 
  車いす 331 337 327 
    手動車いす 214 211 201 
    電動車いす 21 20 20 
    電動三（四）輪車 72 84 84 
    車いす用品 24 22 22 
  福祉車両等 582 684 686 
    乗用車（座席シフト） 249 285 296 
  その他 26 27 27 
    リフト 23 23 23 
    その他 3 4 4 
  家具・建物等 906 864 874 
    ベッド 533 492 486 
    ホームエレベータ 131 124 115 
  その他 242 248 273 
    椅子、座位保持装置 29 26 31 
    階段昇降機 53 52 50 
    （斜行型） 14 14 9 
    （いす式階段昇降機） 39 38 41 
    段差解消機 11 11 12 
    手すり、握りバー 77 93 109 
    その他 72 66 71 
  コミュニケーション機器 2,921 2,998 3,016 
    眼鏡等 2,568 2,637 2,646 
    補聴器 258 252 255 
  その他 95 109 115 
    コンピュータ関連機器・ソフト 11 10 11 
    警報システム 47 40 45 
    その他 37 59 59 
  在宅等介護関連分野・その他 491 482 500 
    褥そう予防用具等 72 61 65 
    その他 419 421 435 
  その他 34 29 32 
領域 B（福祉施設用機器システム） 77 23 64 
領域 C（社会参加支援機器等） 292 427 447 

出所：日本福祉用具・生活支援用具協会「福祉用具産業市場動向調査(2002年度)報告」 
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(2) 医療機器市場 

 現在、我が国の医療機器産業の市場規模は、2002年度において約 2.3兆円、うち国内の生産

額は約 1.5兆円であった。 

 医療機器における品目数、国内出荷額等について、表 3-16に示すとおりである。また、医療

機器別(大分類)の生産額、品目数を表 3-17に示す。 

 

表 3-16 医療機器の年次推移 

 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 
品目数 111,516 115,014 117,433 117,309 119,839
国内生産分＋輸入(億円) 23,558.9 23,222.9 23,073.8 23,532.6 23,435.4
 国内生産額 15,213.8 14,879.0 14,862.7 15,169.9 15,035.1
 機器輸入額 8,345.1 8,343.8 8,211.1 8,362.7 8,400.3
総出荷額計(億円) 22,709.6 23,656.7 22,745.7 22,906.7 23,523.6
 国内出荷額 19,436.3 20,006.3 19,114.3 18,932.1 19,754.8
 機器輸出額 3,273.3 3,650.4 3,631.4 3,974.5 3,768.8
出所：厚生労働省 「薬事工業生産動態統計年報(平成 14年)」 

 
 

表 3-17 医療機器別 生産金額・品目数推移 

金額(百万円) 品目数 大

分

類 
医療機器名 

2000年度 2001年度 2002年度 2000年度 2001年度 2002年度
02 画像診断システム 277,638 309,552 264,178 5,308 5,747 5,931
04 画像診断用X線関
連装置及び用具 

111,031 115,267 118,700 2,347 2,243 2,415

06 生体現象計測・監
視システム 

161,276 156,709 147,976 11,096 10,546 10,577

08 医用検体検査機器 88,410 78,484 92,564 2,289 2,307 2,453
10 処置用機器 207,547 226,684 235,724 22,087 21,931 22,121
12 施設用機器 28,383 28,731 26,569 5,155 5,094 5,221
14 生体機能補助・代
行機器 

183,717 184,656 182,572 9,559 9,577 9,888

16 治療用又は手術用
機器 

59,297 51,319 60,302 6,962 7,079 7,585

18 歯科用機器 33,648 34,476 34,667 10,806 10,863 11,712
20 歯科材料 92,739 98,585 96,117 12,884 12,006 12,367
22 鋼製器具 8,371 8,469 8,728 12,706 13,076 12,863
24 眼科用品及び関連
製品 

90,263 79,188 76,937 3,440 4,077 4,641

26 衛生材料、衛生用
品及び関連製品 

4,240 4,328 4,722 1,166 1,323 1,905

28 家庭用医療機器 139,707 140,541 153,752 11,628 11,440 10,160
計 1,486,266 1,516,989 1,503,507 117,433 117,309 119,839

出所：厚生労働省 「薬事工業生産動態統計年報(平成 14年)」 
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(3) 共用品市場 

我が国の共用品出荷金額の推計は、約 2.2兆円(2001年度)で、品目別では家庭電化機器が 5,467

億円と最も規模が大きいが、前年度実績と比較すると約 15.3%減(987 億円相当)となっている。

一方、堅調な品目としては住宅設備に係る製品で、特にユニットバス分野のバリアフリー対応

など、リフォーム需要を背景に伸張している。 

共用品・品目毎の出荷金額については、表 3-18 に示すとおりである。 

 

表 3-18 共用品出荷金額の推計 

 

 

出所：財団法人 共用品推進機構「共用品白書(2003年版)」 
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３．２．２ 福祉機器業界全般の動向 

(1) 福祉機器業界の概要 

福祉機器・用具業界は、ある程度市場規模が大きい福祉自動車、ホームエレベータ、ベッド

などの製品は、それぞれ、一般向けの製品を提供する自動車メーカー、電機メーカー、ベッド

メーカー等が障害者向けに開発、または、一部機能を加えた製品を提供している。 

それ以外については、杖、歩行機、入浴関連用品、手摺等非常に多種多様な製品で構成され、

一つひとつの市場セグメントが小さいのが特徴である。さらに、福祉用具の利用者の病気や障

害の症状は個人毎に異なることから、機器の調整やアフターケア、メンテナンスも重要である。

その結果、殆どの福祉用具類は、多くの人手が必要な分野として人件費も含め高コストに陥り

やすく、大手のメーカーも徐々に参入しているが、小回りのきく中小企業の活躍が期待される

分野でもある。 

また、福祉機器・用具類では新素材の活用を含め高級感のある製品の採用があまり進んでい

ない業界である。これは、メーカー側の姿勢にも要因があるが、一方で福祉用具の利用者側で

は、経済的な問題や家族、公的制度の世話になっているという負い目から、高コストとなる高

機能や高級素材の製品を求めない、あるいは、求められないことにも起因しているものと思わ

れる。 

今後は、経済的に豊かな高齢者の使用や購買が拡大すれば、製品の高級化や多様化、数量的

拡大から市場拡大とともに製品開発や機能開発の活発化も期待でき、低コストにも繋がるもの

と期待される。しかし、基本的には、弱い立場にある使用者側に立ったきめの細かい製品開発

やものづくりへの視点が重要であり、今後、当分野で高付加価値な製品が市場を獲得するため

には、こうした意識改革も必要である。 

なお、介護保険制度の導入により、車いすや特殊ベッド等の福祉用具が介護保険貸与品目に

指定された結果、福祉用具の流通が従来の給付制度での購入からレンタルに移行しており、レ

ンタル業者の質の問題や利用者の声が届かなくなるなど、開発の遅れが懸念される。また、 

独立行政法人 経済産業研究所(RIETI)が平成 15 年 11 月に実施した「福祉用具産業の流通に

関する商慣行改善調査」において、利用者に合わせた用具の調整を行うフィッティングサービ

スや福祉用具の消毒・保管等のメンテナンスサービスに業界の基準規定を設けるべきとの報告

もあり、より具体的かつ個別対応が可能な柔軟なシステムづくりが今後望まれる。 

(2) 福祉用具類の出荷・流通

状況 
我が国の狭義の福祉機器市場

は 1兆 1,919億円(2002年度)であ

った。そのうち、福祉用具製造の

出荷、流通状況につき、製造形態、

出荷先の割合については図 3-3の

とおりである。 

 図のとおり、我が国で生産して

いる「①自社製造」と「②国内他

①自社製造
（27.3%）

②国内他社製造
（7.2%）

③海外他社製造
（57.4%）

④海外から輸入
（8.2%）

A.国内市場
（99.8%）

B.海外市場
（0.2%）

企業等

製造形態 出荷先

 
図 3-3 福祉用具の製造形態と出荷先の割合 

出所：日本福祉用具・生活支援用具協会「福祉用具産業市場動向調
査(2002年度)報告」／注：上記の%は金額をベースに推定) 
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社製造(OEM)」については、27%、7.2%であるのに対し、海外他社に OEM委託製造(「③海外

他社製造」)、また海外から輸入した製品(「④海外から輸入」)については、57.4%、8.2%にな

っており、我が国の市場は 6割強を海外製品が占めている。 

 また、出荷先については国内向けとなっており、殆ど輸出されていないことがわかる。 

 昨今、同業界においてもアジア地域からの部品調達や生産機能の海外移転等が進められてい

る。製品のコスト競争力強化の観点から国際的な視野にたった経営、事業活動が展開されるよ

うになる。 

 

３．３ 主要な福祉関連機器の現状 

３．３．１ 移動機器・移動補助製品 

(1) 車いすの分類 

移動機器のほとんどを占める「車いす」は、JISにより図 3-4のように外観および用途により

分類されている。このように様々な種類・形が存在していることは、車いすが使用者の身体特

性や使用環境、使用目的との適合性が重要であることを意味している。車いすは使用する人に

とっては「足」そのものであるから、使用者ごとに違う「体形」・「残存能力」・「使用環境」等

を考慮し、適合した車いすを使用しないと自立した生活が送れないばかりか、2 次障害を引き

起こす恐れがある。もちろん、介護負担を軽減し介護者の健康維持や心理的な負担を軽減する

ことも忘れてはならない。 

車いすは駆動源により「手動車い

す」と「電動車いす」の 2つに大別さ

れ、「手動車いす」は使用者自らが駆

動・操作して使用する「自走用」と、

使用者自らは駆動せず、介助者が操作

する「介助用」に分類される。 

最も一般的な車いすである「①自走

用標準型」について簡単に説明すると、

「後輪駆動型」とも呼ばれるように、

後輪に取り付けた＜ハンドリム＞を

両手で回転させて駆動する。左右のハ

ンドリムを同じ量(角度)前方に回転

させれば前進、後方に回転させれば後

退、片方のハンドリムのみ回転させれ

ば方向転換ができ、左右それぞれ逆方

向に回転させればその場での回転や

急旋回ができる。前輪は＜キャスタ＞、

後輪は 18インチ(約 45㎝)以上の＜駆

動輪＞の 4輪で構成され、各部分の調

整・着脱(取り外し)やフレームの折畳

図 3-4 JIS による車いすの分類 
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み方式は限定されていないものである。 

 「電動車いす」は、手や腕などの上肢に力がなく、自走用車いすを操作できない人でも、レ

バーを操作する(倒す)力があれば使用することができる。障害が重く手を動かすことができな

い場合でも、あごや呼気で操作する特殊なタイプも存在している。さらには自走用車いすでは

長時間乗ることができない高齢者が主として外出時に使用する場合もある。なお、電動車いす

は「道路交通法」により、歩行者として扱われているため、最高速度は時速 6.0 ㎞以下でなけ

ればならない。現在、普及しているタイプは「⑭自操用ハンドル型」で操舵を直接ハンドル操

作によって使用する 3輪又は 4輪で構成した自操用電動車いすであり、高齢者が屋外走行に使

用することが多い。なお「⑬自操用標準型」は前 2 輪、後 2 輪の 4 輪で構成したもので、「ジ

ョイスティック方式(レバーを進みたい方向へ倒すと車いすが動く)」で操作を行う。 

(2) 車いすの構造 

(1)で述べたように車いすの種類は非常に多く、その構造も異なるが現在最も普及し、基本

的なものは「①自走用標準型」であるため、これを参考に説明する。その用語に関しては

(ISO/DIS 7176-26)により定義され、日本語訳も最近の JIS改正(JIS T9201･T9203)により定義さ

れつつある。現在は関係者により使用している用語のばらつきが多少あるが、JIS 用語を基準

として車いすの各部の名称を示す。(表 3-19、図 3-5) 

 

 

番号 用    語 
1 シート 
2 バックサポート(バックレスト) 
3 フット・レッグサポート(レッグサポート) 
4 フットサポート(フットレスト) 
5 レッグサポート(レッグレスト) 
6 フット・レッグサポートフレーム 
7 アームサポート(アームレスト) 
8 アームサポートフレーム 
9 サイドガード(スカートガード) 
12 車輪 
15 ハンドリム 
16 ブレーキ 
17 手押しハンドル(グリップ) 
18 ティッピングレバー 

 

さらに、車いすの構成部品の名称を示す。(表 3-20、図 3-6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番号 用    語 

21 主フレーム(本体フレーム) 

21-1 アームパイプ 

21-2 フロントパイプ 

21-3 バックパイプ 

21-4 バックサポートパイプ(バックレストパイプ) 

21-5 ベースパイプ 

21-6 レッグパイプサポート(サポートパイプ) 

21-7 レッグパイプ 

21-8 シートサイドパイプ 

21-9 ティッピングレバー 

図3-5 車いすの各部の名称 

表 3-20 車いすの構成部品の名称 

表 3-19 車いすの各部の名称 

図 3-6 車いすの構成部品の名称 
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「フレーム」は車いすの枠組みを担い、人間を支え、車いす自体を支える重要な部分であ

る。使用者にとっては基本となる部分であり、「体型」・「残存能力」・「使用環境」等により各

部の寸法が決定される。現在の多くの車いすはパイプ同士を溶接で接合しフレームを形成して

いる。また、素材に関しては「強度」・「加工性」・「価格」のバランスで決定され、当初、入手・

加工性の面から鉄が主流であったが、強度を確保するために標準型で平均 16～17 ㎏と重く腐

食の問題があった。この腐食を解決するためにステンレス鋼が採用され、重量の軽量化(約 1

～2㎏)効果もあったが、価格は 5割以上上がることになった。そして現在主流になるアルミ合

金製が登場し、重量は 11～13 ㎏と軽量化に成功した。さらに軽量化を求める消費者にはチタ

ンが採用されている。(図 3-7 ※この車いすは、パイプ同士の接合面を溶接せず樹脂ジョイン

トで繋ぎ合わせる特殊なタイプ)  

「車輪」は車いすの走行を担う重要な部分である。車輪が無ければただの「いす」となり、

車いすとは切り離すことができない。一般的に「リム」はアルミ合金製、「スポーク」・「ハブ」

は鉄製である。近年、車いす各社はデザイン性を高めるために、樹脂製車輪・カーボン製車輪

を提供するようにもなってきている。(図 3-8)「キャスタ」の主流は樹脂製である。サイズは

豊富にあり種類も多岐にわたるため、使用者の体格・使用環境等にあわせて選定する。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 制度に対応した製品 

以上のように、現在最も普及している車いす

の種類と構造について述べたが、平成 12 年 4

月に介護保険法が施行されスタートし、メーカ

ー各社からは「モジュール型車いす」が発売さ

れている。(図 3-9)「モジュール 

型」は、車いすの各部の寸法が調整でき、構成

する部品をユニットとし、そのユニットの組み

合わせで多機能・多用途に対応する車いすであ

る。 

本来、車いすをはじめとした福祉用具は、先

図 3-7 チタン製車いす 図 3-8 カーボン製車輪 

図 3-9 モジュール型車いす 
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にも述べたように利用者の身体状況や利用環境に合わせて個別に対応し、それぞれのニーズに

あった製品を供給することで始めて有効に活用されるものであるためオーダーメイド対応で

そのニーズに応えてきた。しかし、レンタル制度の下では福祉用具は再使用(リユース)される

ことになる。この場合、オーダーメイド製品は再使用が難しく、その結果、最大公約数的な製

品を使用することになる。これでは多様化する利用者のニーズとはかけ離れてしまい福祉用具

の有用性をも否定することになる。これら「個々の多様なニーズへの対応」と「再使用可能な

汎用性」を共に解決するひとつの手段がこの「モジュール型」なのである。 

「モジュール型」のメリットは様々な使用環境・使用方法にも対応ができ、さらにメンテナ

ンスにおいてもモジュール部品の交換により修理がより簡単で、確実に行えることも挙げられ

る。価格面においても部品の共用化による量産効果、オーダーメイドに比べての設計工数の減

少によるコストダウンが可能である。 
しかしながら、この「モジュール型」製品はケアマネージャー等による、どのような機能が

必要か(つまりは、モジュール部品をどのように組み合わせるのか)、どのように寸法を調整す
れば利用者の身体状況・使用環境・使用目的に適合するかを判断する能力が必要になる。流通

側も、モジュール部品の組立・調整に関する技術の習得が必要になる。このような理由もあり、

普及はしつつあるものの、図 3-5に示すような車いすが主流である。 

 

３．３．２ リフト(吊り具) 

(1) リフトの分類と市場規模 

リフトは、動くことが不自由な高齢者や障害者を吊りあげる際に使われる移動補助用具であ

る。リフトには大別して 3 種類のタイプがある。①レール走行式、②移動式(床走行式)、③設

置式であり、一部には椅子のまま持ち上げるタイプもある。 

リフト市場は年間 23～24 億円市場で、殆ど横這いである。リフトは先に挙げた種類によっ

て単価が大きく違う。特に走行式の中でも天井走行式は、設置するには家屋・施設などに工事

が必要となるため、価格も高くなっている。以前は施設などを中心に家庭でも導入されていた

が、レンタル対象外になったこと、補助金等支援策がなくなったことにより、一般購入は望み

にくくなった。 

 また床走行式は、リフトにキャスターを取り付けて床を移動させることができ、天井式に比

べて手軽且つ安価ではあるが、日本家屋などでは敷居等の段差、畳敷きのためキャスターが動

かない等、場所によっては扱いづらいケースがある。 
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表 3-21 リフトの種類及び利用先 

 種類 価格帯 商品名(一例) 利用先 
 レール走行式    
 天井走行式 本体 50～100 万円

／工事含み 100～
200万円 

パートナー 
マザータッチ 
かるがる 

施設中心 
身障者中心 

 アーチ型据置式 50万円 アーチパートナー 門型アーチ 
ﾚﾝﾀﾙ対象 

 移動式(床走行式) 30～100万円 マイリフティ A 
移動式マザータッチ 
KQ-770 
電動リフト AN-03 

ﾚﾝﾀﾙ対象 

 設置式    
 住宅設置式 30～45万円 ミクニマイティエース 

つるべー 
在宅向け 
ﾚﾝﾀﾙ対象 

 機器設置式 35～45万円 マイティエイド 80 
つるべーお風呂セット 

在宅向け 
ﾚﾝﾀﾙ対象 

出所：株式会社 矢野経済研究所「介護福祉用具用品市場の展望と戦略(2002年版)」より 

 
(2) リフトの構造 

ここでは、吊り上げ式走行リフトと吊り上げ式床走行リフトを紹介する。 

1) 吊り上げ式走行リフト 

吊り上げ式走行リフトは、走行用のレールを天井に固定し、電動または手動で昇降操作す

るリフトである。一般的にレールを固定するには家屋の工事が必要になる。 

 

 
図 3-10 吊り上げ式走行リフト 

出所：財団法人テクノエイド協会 ホームページより／URL： http://www.techno-aids.or.jp/ 
 

2) 吊り上げ式床走行リフト 

吊り上げ式床走行リフト電動または手動で人を吊り上げ、キャスターで移動して降ろすこ

とによって、移乗介助を行う機械である。天井走行式と違い、取付工事などが不要で、簡易
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に使用できる。 

昇降機構には下記 3タイプがある。 

①電動リンク駆動システム 

②手動油圧ポンプ方式 

③直動方式 

 

     

図 3-11 吊り上げ式床走行リフト(3 種類) 

出所：財団法人テクノエイド協会 ホームページより／URL： http://www.techno-aids.or.jp/ 
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３．３．３ 介護用ベッド 

(1) ベッドの分類と市場規模 

ベッドは、主に在宅介護用ベッドと、医療機関・介護関連施設用ベッドに大別される。在宅

介護用ベッドは、介護保険制度導入によるレンタル対象製品となったことから、個人向け需要

(個人購入)は激減した。かわってレンタル業者向け需要が増加したが、従来の大手レンタル卸

だけでなく、中小規模の介護関連事業者もベッドレンタル市場に参入するようになっている。 

 ベッド市場の規模は、年間 450～500 億円規模で、在宅介護向け、医療機関・施設向けはそ

れぞれ半々程度である。2002 年度の市場規模は 486 億円で、前年度よりも 1.2%減少したが、

今後の需要は横這い傾向といえる。またベッドの生産台数は 34.3 万台(2002 年度)である。(図

3-12) 

 
 
 在宅介護ベッド 1 台あたりの平均単価はおよそ 10～15 万円台である。これ以外にも寝返り

ベッドなどは 50～100万円程度の価格帯、また介護ベッドとしてではなく、機能ベッドという

範疇で健康な人向けに販売されているリクライニング機能付きベッドなどは 50～60 万円の価

格帯となっている。 

ベッドの主要メーカーはパラマウント社、フランスベッド社、シーホネンス社ほかであるが、

在宅介護用ベッド市場シェアの 7割弱はパラマント社が占有している。また医療・介護施設用

ベッドの市場シェアについてもその 8割はパラマント社が占有している。 

(2) ベッドの構造 

ベッドに求められる機能としては、主に次の 3点が挙げられる。 

①寝具として寝心地が良い 

②起き上がりや立ち上がり、車いすへの移乗など離床動作がしやすい 

③寝具から離れることが出来ない人にとって、生活動作や介助動作がしやすい 

 例として、電動ギャッチベッドの構造を示す。電動ギャッチベッドは、背上げ・膝上げ・高

さ調整などを電動で行うベッドのことである。(図 3-13) 
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図 3-12 ベッドの市場規模 

出所：日本福祉用具・生活支援用具協会「福祉用具産業市場動向調査(2002年度)報告」 
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図 3-13 電動ギャッチベッド 

出所：財団法人テクノエイド協会 ホームページより／URL： http://www.techno-aids.or.jp/ 
 

 また介護保険制度の導入によって、レンタル需要が増加したことにより、ベッドの開発・製

造にあたっても、新たな対応が求められている。 

 即ち、レンタル向け商品として、①搬入・搬出が容易であること、②消毒・清掃システムに

合致していること、③耐久性があること、④メンテナンスが容易なこと等が、従来製品よりも

求められることである。このほか、エンドユーザーに製品が古いものだと思わせないようにす

るために、新製品の投入サイクルを早くするといったことも必要になる。 

 
３．３．４ 歩行車・歩行器等 

(1) 歩行車・歩行器の分類と

市場規模 

 ここでいう歩行車・歩行器の中

(歩行補助具)には、杖といったも

のから、手や腕などで身体を支え

て歩行を補助する用具、さらにシ

ルバーカーまでを包括している。 

 このうち 2002 年度の杖の市場

規模は 18 億円程度であった。ま

た歩行車・歩行器の市場規模は

14億円、11.6万台であり、シルバーカーの市場規模が 32億円、34万台であった。(図 3-14) 
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図 3-14 歩行補助具の市場規模 
出所：日本福祉用具・生活支援用具協会「福祉用具産業市場動向調査

(2002年度)報告」
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(2) 歩行車・歩行器、シルバーカーの構造 

一般に歩行車・歩行器は、左右のフレームとこれを連結する中央部のパイプからなり、手あ

るいは腕などで身体を支え、操作する歩行補助具である。歩行車は左右のフレームの下端に車

輪あるいはキャスターが付いており、形状としては四輪型のものと三輪型のものがある。 

 またシルバーカーは、フレームの下端に車輪がつき、さらに椅子が付いた歩行補助具である。

通常は屋外で使用する。歩行車・歩行器と違い、歩行訓練用には向かず、歩行の安定、歩行距

離の延長のために使用する。折りたたみが可能なものと、不可能なものがある。 

 
図 3-15  歩行車・歩行器 

出所：財団法人テクノエイド協会 ホームページより／URL： http://www.techno-aids.or.jp/) 
 

 
図 3-16  シルバーカー 

出所：財団法人テクノエイド協会 ホームページより／URL： http://www.techno-aids.or.jp/ 
 
 先にあげた歩行車・歩行器の用途は、起立訓練用・姿勢の改善・歩行訓練用・疼痛時の免荷・

歩行の安定・歩行の自立を主としている。歩行車は屋外でも使用可能であるが、一般的には屋

内または施設内で使用される。 

一方、シルバーカーは、かごを備えたフレームの下に車輪が付き、かごの蓋が腰掛けとして
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屋外で利用する歩行補助具である。 

尚、財団法人テクノエイド協会では、シルバーカーについて、本来、ISO 9999 の立場から

120606 歩行車 [ Rollators ] に分類すべきところを、日本における特殊事情に配慮して別項目と

分類している。 

 

３．３．５ 福祉車両等 

(1) 福祉車両の分類と市場規模 

福祉車両と呼ばれるものには、身

体が不自由な人が自ら運転できる

ようにした運転補助装置付車、助手

席を回転させ乗り降りを簡単にで

きるようにした助手席回転シート

車、車いすからの乗り移りの負担の

少ない昇降シート車等が含まれる。

自動車メーカー各社が、こうした車

を開発・販売している。社団法人日

本自動車工業会によれば、2002 年の回転シート車、昇降シート車の市場は、軽四輪車で 3,268

台、小型乗用車で 14,876台となっている。 

 

 
図 3-18 福祉車両の種類 

 
(2) 福祉車両の構造 

1) 運転補助装置付車 

運転補助装置付車は、障害者等が自ら運転できるように車両の一部を改造し、各種運転補

助装置を取り付けた車である。手または足だけで運転できるもの、左足でアクセルやブレー

キを操作できるもの、左手側にウインカーレバーがあるものなど、運転する人の身体に合わ

せてさまざまな仕様の車がある。 
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図 3-17  福祉車両の推移 
出所：社団法人日本自動車工業会 資料より 
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2) 昇降シート車 

助手席や後部座席が外側に回転した後、低い位置まで下げることのできる車で、車椅子か

らの乗り降りが楽にできることが特徴である。 

 
図 3-19  昇降シート車 

出所：社団法人日本自動車工業会 ホームページより／URL： http://www.jama.or.jp/welfare/ 

 
3) 車椅子移動車 

車椅子に座ったまま車内に乗り込める車で、スロープを使って車内に乗り込むタ 

イプと、電動式のリフトが搭載されたタイプがある。 

 
図 3-20  車椅子移動車(電動リフト型) 

出所：社団法人日本自動車工業会 ホームページより／URL： http://www.jama.or.jp/welfare/ 

 

３．３．６ ホームエレベーター 

(1) ホームエレベーターの分類と市場規模 

ホームエレベーターについては、高

齢化社会の進展のみならず、2世帯同

居住宅の増大や3階建て住宅の増加に

よって、その需要が年々高まっており、

新築住宅を中心に年間約8千台～１万

台の需要がある。価格についても、10

年程前は 400万円以上もしたが、最近

は 2階建て用で 200万円前後の価格で

提供されるなど、低価格化に向かって

いる。また、既存住宅に追加される場
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図 3-21 ホームエレベーター新設台数推移 
出所：社団法人日本エレベーター協会「エレベーター界」

(2003.10)資料より 
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合のスペースの関係から半畳規模の製品も出てきており、省スペース化が進んでいる。 

(2) ホームエレベーターの構造 

ホームエレベーターの構造は一般的にビル用エレベーターと変わらない。次に紹介している

エレベーターの駆動方式は、ビル用エレベーターの多くに使用されているロープ式を採用して

いる。このタイプでは巻上機や制御盤を昇降路内に設置しているため、独立した機械室を設置

する必要がなく、省スペース性に優れている。また巻上機を最下部に設置することで、地震時

でも建物に負担がかかりにくい構造となっている。 

図 3-22 ホームエレベーターの例(3 人乗り) 
出所：三菱日立ホームエレベーター株式会社ホームページより／ URL： http://www.mh-he.co.jp/ ／
注：同製品は「スイ～とホーム ファミリー3人乗(B-2タイプ)」)
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３．４ アンケート調査結果 

本調査では主に福祉関連機器メーカーと、同製品を扱う福祉施設の担当者等に対して、福祉

用具類等における「素形材」の使用箇所、または今後の使用可能性等について自由意見を募っ

たものである。 

本アンケートの趣旨は、各社毎の素形材に関する使用傾向等を定量的に計ることを目的とし

ておらず、福祉機器分野への素形材の使用に関する現状把握と素形材製品への代替・同技術の

普及の可能性を検討する資料を収集すべく、記述による回答を得ることを第一義とした。 

そのため、福祉分野に関連する上記業態の企業・施設へ無作為に 150通送付し、本調査の趣

旨に合致する回答を行った企業・施設 19 社(福祉機器：8 社、福祉施設 11 施設)のデータを整

理・分析した。詳細については後述の参考資料に記載している。 

(1) 福祉関連機器調査アンケート結果概要 

ここでは、福祉用具、医療用具等を扱うメーカーに対して質問を行った。主な質問内容は、

まず各社の主要製品について聞き、それらについて製造技術面、製造コスト面、課題点等を回

答してもらった。また、その製品の中で素形材の使用箇所や、今後の代替の可能性についても

回答されている。 

本件に回答頂いた企業は、主に移動や動作を補助する用具類を製造販売しているメーカーで

あり、その製品特性から現行製品の改善点として「軽量化・小型化」、「耐久性・安全性」、「コ

ストダウン」についての回答が多かった。 

また素形材を使用している部材・部品の材質と製造方法について聞いたところ、鉄製の鍛造

品や、鉄またはアルミ合金のロストワックス品は、継手部品やピン類に使われている。また手

すりといった比較的大きなものについては、アルミのダイカスト品等が使われている。 

現在使用している部品について材質の変更の可能性について聞いたところ、鉄製のものをア

ルミへ、またはアルミのものを樹脂へ、といった回答がなされた。 

用具類のユーザーから改良してほしいと要望されているポイントについては、全般的に軽量

化・小型化のニーズが強い。またデザイン、コストダウンについて言及されているメーカーも

あった。 

(2) 福祉関連機器調査(福祉施設)アンケート結果概要 

ここでは、福祉用具、医療用具等を扱う福祉施設において、介護支援を行っている方や、施

設の責任者などに対して質問を行った。主な質問内容は、各施設で主に使っている福祉用具類

と、その使用に関する問題点、メンテナンス性や故障頻度の高い部品等を回答してもらった。

また、その製品の中で素形材の使用箇所や、今後の代替の可能性についても回答されている。 

福祉施設側からみて関心が高いと見受けられる用具類は、車椅子といった移動補助具や、入

浴設備、トイレ等のほか、コミュニケーション補助装置類(トーキングエイドや意志伝達装置等)

について、改良を求める箇所が回答されている。特に日常のメンテナンス性を要求しているケ

ースが多い。また、交換部品が多い箇所について聞いたところ、大半が移動補助具のブレーキ

部分の交換頻度が高い、と回答した。 

また現在使用されている製品についての改良を希望している箇所を聞いたところ、体が触れ

る箇所について、体に負担をかけないソフトな素材、汚れにくい素材を要望している。 
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このほか、施設側が使い勝手をよくする改良等を行っているかとの質問をしたところ、施設

のスタッフが、ユーザーの障害、体力等にあわせて自作したり、またメーカー側に何度も調整

してもらっているとの回答を得た。 

今後の福祉用具類についての質問では、バリアフリー化の推進等インフラ整備について言及

したほか、製品開発には、施設・ユーザーの声をもっと反映してほしい旨のコメントも出され

た。 

 

３．５ これからの福祉関連機器が求める要求内容 

従来の福祉関連機器類は、機能面さえ充足されていれば製品として事足りているとされてき

た。しかし、高齢者などが増加していくと同時に障害者もより積極的な社会参加の場を益々拡

げていくにあたって、福祉関連機器に対するニーズはさらに多様化する。ここでは、今後の福

祉関連機器類が求められるであろう要求内容について列挙した。 

 

(1) 軽量化の要求 

移動機器類だけでなく、設置されて使用される製品類(ベッド等)についても軽量化のニーズ

は高い。これは設置する際の移動やメンテナンス時に複数の人員が必要となるからである。 

また最近の車椅子では、「モジュール型」が取り入れられているが、標準型車椅子に対して

重量増となっていることが課題となっている。これら「モジュール型」の車椅子に限ったこと

ではないが、利用者はより軽い製品を求めている。 

そのため、チタンやマグネシウム合金を始めとした材料面のリプレイスを含めた製品開発を

各社メーカーが行っているが、価格面・加工性の問題で普及はしていないケースが多い。 

(2) 抗菌性の要求 

介護保険の施行により、レンタル制度の下で再使用される製品があることから、多くの人々

や様々な環境下で使用されることになる。レンタルの度に消毒等は実施されるが、利用者はよ

りクリーンなものを求めている。使用部品自体に抗菌性を持たせることが求められている。 

(3) 感触・アレルギーへの要求 

人体に直接接触する部分の触感が温かみのある素材が好まれる傾向にある。また、金属アレ

ルギーが起きない素材を使うなど配慮が必要である。例えば、車椅子ではハンドリムがその典

型的な例で、金属製よりも樹脂製の比率が高くなっている。 

(4) リサイクルへの要求 

福祉機器類についても、環境面への配慮についても考えなければならない。リユース(再使

用)はレンタルされている製品もあるため、既に行われているといえるが、リサイクルはまだ検

討が必要な段階である。 

車椅子を例に挙げると、「モジュール型」には部品単位の交換により、製品寿命を延ばすこ

とが可能なメリットもあり、廃棄量を減少することが出来るが、廃棄物が出ることには違いが

無い。そのために、リサイクルしやすい材料への変更など検討が必要である。 

(5) デザインへの要求 

福祉機器全般にいえることだが、メーカーは異なっても、一般の人々から見れば同じような
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形状をしている。近年、よりデザイン性を意識した優れた製品も発売されるようになっている

が、通常よりも価格も高く、差異を求めるユーザーには支持されてはいるものの、割合で見れ

ばわずかである。さらに、欧米メーカーに比べて、機能面では追い付きつつあるものの、デザ

イン面ではまだ至らないケースが多い。 

そのため、エルゴノミックスに則っとった上でのユーザーフレンドリーなデザインも希求さ

れている。 

(6)  IT化の要求 

いままでは機器単体での性能向上が追求されてきたが、それだけでなく、バリアフリーな社

会を実現するために、社会環境(インフラ)と機器類が相互に連動・融合し、それらを繋ぐもの

として ITの利用を前提とした福祉関連機器の開発が望まれる。 

既に NEDO等では高齢者・障害者のための移動支援システムや利用者搭乗型移動システ
ム等の研究・開発が積極的に行われている。 
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第４章 デザインから見た住宅・設備機器・福祉関連機器の現状と今後の状況 

 
４．１ 住宅に要求されるデザインとは 

４．１．１ ノーマライゼーションについて 

｢バリアフリーデザイン｣と｢ユニバーサルデザイン｣を考える前に｢ノーマライゼーショ

ン｣という理念を理解しておく必要がある。 
ノーマライゼーションとは、デンマークの B・ミッケルセン1が第二次世界大戦後、知的障
害者が施設において非人間的な扱いを受けていることを問題にし、｢障害のある人たちに、

障害のない人たちと同じ生活条件をつくり出すこと。障害がある人を障害のない人と同じ

ノーマルにすることではなく、人々が普通に生活している条件が障害者に対しノーマルで

あるようにすること。自分が障害者になったときにしてほしいことをすること。｣とし、ノ

ーマライゼーションの理念を提唱し、確立した。つまり、障害のある人を、障害のない人

と同じ機能をもつまでに回復させることがノーマルにすることではなく、障害をもったま

までも、障害のない人と何ら遜色のない日常生活がおくれるような、生活環境や条件を整

備することが社会的にノーマルにすることであるという考え方である。 
 
４．１．２ ｢バリアフリーデザイン｣と｢ユニバーサルデザイン｣ 

ノーマライゼーションの理念を具体的に実践していくための考え方に｢バリアフリーデ

ザイン｣と｢ユニバーサルデザイン｣がある。｢バリアフリー｣は 1960 年代以降、米国で身体

障害者に対する建築などにおける物理的障壁を除去するという意味で用いられる用語とな

っている。 
 わが国においては、｢障害者プラン｣のなかで、バリアフリー化の推進が明確にうたわれ

ている。また、別に 1994（平成 6）年に建設省（現在は国土交通省）が制定した｢高齢者、

身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の推進に関する法律（ハードビル法）｣

でも、デパート、ホテルなど不特定多数の人々が利用する公共的性格を有する建築物に対

し、高齢者や身体障害者などが円滑に利用できるようにするための措置を講じるよう努力

する事を義務付けている。 
 ｢ユニバーサルデザイン｣はものづくりにおけるノーマライゼーションを具体化するため

の基本理念としてある。障害者の間ではこの考えは以前から求められていたが、1990 年に

アメリカで制定された｢ADA 法(障害をもつアメリカ人法)｣により、広く社会に知られるよ
うになった。 
 
４．１．３ ユニバーサルデザインの定義  

ユニバーサルデザインは全ての人に対し、年齢や能力、性別、経済力などによる区別無

くだれもが使いやすいデザインのことであり、その考え方やプロセスのことを示す。それ

らは、ハード及びソフトととして提案される。これは、ハートビル法や交通バリアフリー

                                                  
1. N・E バンク・ミケルセン（花村春樹訳）：ノーマリゼーションの父  
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法などのように、法的にアクセシビリティーを規定するものではなく、多用な人口を背景

にもつ現代社会の現実的側面と人口動態の変化を反映している。そのためには、広く総合

的な視点から生活を観察し、さまざまな場面において、できるだけ多くの人々に共通する

要素を考える必要がある。たとえば、車椅子が通りやすい歩道やスロープなどは、ベビー

カーをはじめ幼児、健常者の歩行も容易にするユニバーサルデザインの一つといえる。ユ

ニバーサルデザインは大多数の人が安全かつ快適に、普通の生活をおくれるような環境づ

くりを設計段階からめざす。 
 
４．１．４ ユニバーサルデザインの 7 原則2 3 
2001 年にニューヨーク市はユニバーサルデザインの採用を働きかける為に｢ユニバーサ

ルデザイン･ニューヨーク｣を発行した。この中に策定された 7 原則はデザインの性格を明

確に表現されており、製品や環境を評価する手法を示している。 
原則 1：公平な使い勝手：多様な人々にとって使いやすく市場性を持つデザイン。 
・すべての利用者にいつでもどこでも同じように有益であるよう供給する。  
・どのような利用者も差別したり辱めたりすることがない。  
・すべての利用者のプライバシーや、安心感、安全性を可能な限り同等に確保する。 
原則 2：柔軟な使い勝手：幅広い個人の嗜好や能力に適応するデザイン。 
・使用する方法を選択できるよう多様性をもたせて供給する。  
・右利き、左利きでも利用できる。  
・利用者が操作した通り容易に確実な結果が得られる 
原則 3：単純で効果的な使い勝手：使用者の経験や知識、言語能力、またその時の注意

力にかかわらず、使用性が分りやすいデザイン。 
・不必要な複雑さは取り除く。  
・利用者の期待や直感に一致させる。  
・幅広い読み書きやことばの能力に対応する。  
・情報はその重要性に応じて一貫性があるよう整理する。  
・連続的な操作に対しては、それが効果的に促されるよう工夫する。  
原則 4：知覚情報：周囲の状況や使用者の知覚能力にかかわらず、必要な情報を効果的

に伝えるデザイン。 
・必要な情報は、絵やことば、触覚などいろいろな方法を使って提示する。  
・不可欠な情報と、それ以外の周囲の情報とは十分コントラストをつける。  
・必要な情報はあらゆる感覚形態に応じて出来る限りわかりやすくする。  
・様々な方法を用いて基本要素を区別して伝達する（すなわち、手引きや指示が簡単

に提供できるようにする）。  
・感覚に制限がある人々が利用するいろいろな技術や装置は、共用性があるよう供給

する。 
                                                  
2 IDEA センター：ユニバーサルデザインニューヨーク、ニューヨーク市、2001 年  
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原則 5：間違いへの許容：事故や意図しない行動に対して、危険や有害な結果を最小限
に抑えるデザイン。 

・危険や誤操作が最小限となるように要素を配置する（最も利用される要素を最も使

いやすいようにし、危険性がある要素は取り除くか、分離するか、遮蔽する）。  
・危険や間違いを警告する。  
・フェイル・セーフ（安全性を確保する方法）を提供する。  
・注意の集中が必要な仕事において、意識しないような行動が起こらないように配慮

する。 
原則 6：少ない肉体的労力：最小限の労力で効果的かつ快適に使えるデザイン。 
・利用者に無理のない姿勢を維持させる。  
・操作に要する力は適切にする。  
・反復的な操作は最小限にする。  
・持続的な身体的努力は最小限にする。 
原則 7：接近と使用に十分な大きさと空間：使用者の体格や体勢、移動能力にかかわら

ず、接近や到達、操作、利用に適切な大きさと空間を擁するデザイン。 
・座位、立位など、どのような姿勢の利用者であっても、重要な事柄がはっきり見え

るようにする。  
・座位、立位など、どのような姿勢の利用者であっても、すべての構成要素に手が届

くようにする。  
・腕や手の大きさに応じて選択できるよう多様性を確保する。  
・支援機器や人的支援が利用出来るよう充分な空間を用意する。 

 
以上策定された原則全てが必ずしも明確な尺度を示すものではないが、パブリックスペ

ースやプライベートスペースにおいて、ユニバーサルデザインが採用される思考方法とし

て重要である。 
 
４．１．５ ユニバーサルデザインと環境への配慮 

ユニバーサルデザインは、だれもが使いやすくあると同時に資源調達から製造、流通、

使用、リサイクル、廃棄まで環境へのインパクトを考慮したエコロジーであり、且つ一貫

した配慮が必要である。 
ユニバーサルデザインと一言にいってもその対象は小さな文具から容器、キッチン用品、

IT 関連、住環境、交通機関など公共性の強いものまで数多く存在する。 
それらはユニバーサルデザインであるからといって環境への配慮を怠ることは許されない。

エコロジーデザインの 3 つの R といわれる｢Reduce（減らす）｣｢Reuse（再利用する）｣

｢Recycle(再生する)｣がともなう、人々への配慮と環境への配慮がユニバーサルデザインに
おいても大切である。また、その精神を伝える｢remind(気付かせる)｣も近年大切な要素と

                                                                                                                                                            
3 コクヨ株式会社ホームページ  
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なってきている。 
 ユニバーサルデザインにおいては｢remind(気付かせる)｣も非常に大切であり、健常者が
知らずに行った行為が｢バリア｣となることを知らなければならない。 
 
４．２住宅におけるユニバーサルデザイン 

４．２．１ 住宅の現状 

住宅において木構造を基本としてきたわが国の住宅は、床面に段差ができやすくなり、

そのことが高齢者や障害者の生活動作に大きく影響を与えている。 
 建築基準法では、一階木造床は直下の地面から 450 ミリ以上高くし、床下の通気を図っ

て地面からの湿気を防ぎ居住者の健康を守るよう定められている。そのため、現在建てら

れている多くの住宅に屋外から屋内へ入る際、数段上がらなければならない。 
屋内においては、玄関の上り框をはじめ和洋室間の床段差、建具(引き戸、開き戸)の敷居
段差、浴室と洗面の間の段差などがある。 
 これら段差にはそれぞれ意味があり、和室がフローリングに比べ高くなっているのは畳

の厚さとフローリングの仕上げ材厚さの違いにあり、建具の下枠は室内外の床仕上げ材の

違いを建築的に納め、隙間風を防止するためである。浴室と洗面の段差は、洗い場で湯水

を使う日本の習慣を配慮し、湯水が流れ出ないためのものである。 
 しかし、高齢者及び身体能力低下者、幼児、妊婦などに配慮すると、できる限り段差の

解消をすべきである。 
また、木造住宅においては伝統的に 3 尺（910 ミリ）というかつての尺モジュールを基

準に建築されてきた。このモジュールは建築材料の製作および、建材の製作、設備、流通

に深く関わっており、メーターモジュールがうたわれる今でも尺モジュールの影響は強く

残っている。 
 このように尺モジュールにて設計された住宅の廊下、階段、開口などの幅員は通常、柱

芯の間隔が 3 尺（910 ミリ）になっており、内寸 810 ミリの幅は介助や車椅子など福祉用

具を使用する人にとって適さない。また、生活スタイルの洋風化にともない、家具類の使

用が多くなり室内移動を困難にし、危険が多い空間となっている。 
 
４．２．２ 実際の住宅対応とは 

近年の住宅はハウスメーカーを中心としてメーターモジュール化が進んでいるものも

ある。玄関の上り框は高さを抑え、サポートチェアや手すりを設けることで段差に対し配

慮を行っている。 
また和洋室間の床段差はフローリング材と同じ厚みの薄い畳を開発し、段差がないよう

にしたものがある。薄くなった畳の中にはラバーや硬質ウレタンなどが入り、畳らしい感

覚を得られるよう計画されているものもある。 
また居室間の建具の下枠がないものがある。三方枠となり、扉を閉じると下端から隙間

風が入らないよう隙間を塞ぐ機能のエアタイトが下りてくる。これにより、扉の枠による

段差がなくなる。 
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階段は緩勾配タイプのものもあり、手すりと合わせて設置する事で安全性が増す。手す

りは両側に設置するのが好ましいが、階段幅の都合により片側にのみ設置する時は、下り

時に利き手となる位置に設置するのが良いとされている。また小型のエレベーターが開発

されており、2 階や 3 階で過ごすことが可能になってきている。 
(1) 手すり 
手すりは玄関アプローチ及び玄関、ホール、廊下、階段、洗面室、浴室、トイレなどに

設置する事が多い。手すりは使用法により 2 種類に大別できる。 
階段や廊下に取り付け、身体を移動させるときに使用するものを｢hand rail｣と呼ぶ。 
トイレや浴室で移乗や身体の上下移動時につかまって使用するものを｢grab bar｣と呼び分

けて、それぞれ形状が異なる。｢hand rail｣は身体を移動させるため、連続したパイプ状で、

｢grab bar｣は力を入れて握る事ができる形が必要となる。 
慢性関節リュウマチなど手指が不自由な場合は、手すりを握らず手や肘をのせて移動す

る方法も取られる。手すりの利用法によって形状を変えるか、ある程度使用性に自由度を

持たせた形状が必要となる。 
また、手すりの端部はエンドキャップなど取り付けるか、壁側に曲げるような形状にし、

手すりの端部に衣類袖口を巻き込んだり、衝突したりしないように配慮が必要である。 
(2) 廊下 
介助歩行の場合は、高齢者や障害者の後方から身体を支えやすいよう斜め後方に立つ場

合が多い。そのため、廊下の有効幅員は 1.5 人分の幅を必要とする。 

車椅子を使用する場合、自走用車椅子と電動車椅子の全幅は JIS 規格により 700 ミリ以

下と定められている。介助用はコンパクトで、530～570 ミリ位程度である。これらの車椅

子が直進する際、全幅に 100～150 ミリ程度加えた寸法で通行可能だが、直角に曲がる際は

少なくとも 950 ミリは必要である。 

(3) 床仕上げ 
床材に求められる性能は滑りにくく、転倒しても大きな怪我をしない程度の弾力性があ

ること。また、杖歩行など歩行音が響く場合はタイルカーペットのような衝撃音を吸収す

る材料を使用すると良い。 
(4) 巾木 
車椅子使用の場合は、車椅子のフットレストや車輪軸が壁面などを傷つける場合がある。

そのため、通常の巾木高さ 60～90 ミリ程度に対し、350 ミリ高さが必要となる。その際、

巾木取り付け下地に補強が必要となる。 
(5) 階段 
階段の昇降は健常者以外には大変危険を伴う動作であるが、2階は景色や風通しが良い為、

精神衛生上良いとされることもある。2階に寝室がある場合、健常者も含めトイレの入口が

階段近くにないほうが良い。階段の下り口を間違えて転落事故を起こす事がある。階段には

踊り場を設け、1階への転落防止と休憩のスペースとする。また、高齢者配慮対策等級 5ま

たは 4では、階段勾配を 6／7以下、550≦2R＋T≦650（R；Rise蹴上げ、T；Tread踏面）に

設定する事を推奨している。また、階段の転落防止には段鼻にノンスリップを設置する。 
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(6) 浴室 
近年のユニットバスにおける浴室出入り口の段差は、メーカーの努力によりフラットにな

っているものが多い。出入り口に排水溝があり、グレーチングのようなカバーを取付けるな

ど、デザイン的に浴室床と同等な見栄えで特別な印象がないものがある。また、浴槽への出

入り時はすべり、つまずきなどの危険が多く、浴室壁に手すりの設置をし、浴槽エプロンに

腰かけて出入りするスペースを設けた浴槽デザインか、浴槽高さの椅子を置くと良い。 
(7) 照明 
廊下の階段は居室と比較して、一般的に照度が低く必要な時に点灯して使用するよう計

画されている。夜間は高齢者や身障者、健常者を問わず暗がりに入って目が慣れるまで時

間がかかるため、そのことを考慮に入れ照度を設定する必要がある。また、明るすぎても

目が醒めてしまいその後の寝つきが悪くなってしまう。また、照明のスイッチの場所も考

慮に入れて暗闇でも分かりやすい位置にする。 
 足元灯を設置すると十分な照度を得られないにせよ、歩行ができ照明が眩しくて目が醒

めてしまうことが少ない。 
 
４．２．３ 身障者･高齢者対応 

プラン上の工夫としては、高齢者や身障者の居室はなるべく玄関に近いところに設け、

屋外との出入りを楽にするだけでなく、来客など人の出入りなどの雰囲気が伝わり孤立感

がないようにする事も大切である。また、トイレや洗面、浴室までの距離が近くなるよう

配慮する事も必要である。 
実際の住宅対応として屋外の段差については、スロープによる段差解消が一般的である。

スロープに 1／12 もしくは 1／15 の勾配が玄関前に取れない場合があるが、その際は掃き

出し窓のある居室へスロープを設置するなどの方法が取られる。あわせて気をつけなけれ

ばいけないのが、前面道路から最低 1.5 メートルは水平面を設置し、スロープが始まるよ

う計画しなければならない。車椅子が直接道路に飛び出し、非常に危険である。合わせて

スロープに手すりや縁せきを設け、誤ってスロープから落ちないようにする事も大切であ

る。 
また、高低差がある場所では公共の場においてもスロープを設けることが多い。しかし、

スロープは万能ではない。歩行可能なパーキンソン病患者はバランスを取る事が非常に困

難な為、緩勾配においても転倒の恐れがある。その際は、100 ミリ程度の蹴上げのステッ

プと手すりを組み合わせて設置する事で、自立した歩行が可能になる。可能なかぎり介助

なく安全に自立できる環境を整える事が大切である。 
また、立ち座り動作においても事故がおこる可能性が高い。現在、生活自体は洋風化さ

れているが、畳などの床に座って生活動作を行う｢床座｣は今でも受け継がれている。布団

を畳の上に敷いて就寝する高齢者はまだ多く、床からの立ち上がり動作は高齢者や身障者

には向かない。つまずいたり、転倒時にぶつけたりする事がないよう部屋にモノを置きす

ぎないよう心掛けることも必要である。 
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４．２．４ 課題 

住宅において多様な要求を可能にする為にはスケルトンとインフィルにおいて考える

必要がある。スケルトンとは「建築物の柱・梁・床等の構造躯体」を示し、とインフィル

とは「建築物内の内装・設備等」を示す。スケルトンは長期間の耐久性を重視し、インフ

ィル部分は住まい手の多様なニーズに応えて自由に変えられる可変性を重視して造られる

ものとして考えることが重要である。 
可変性があることにより、身体機能の変化にともない車椅子利用や福祉機器などの通行

ができるよう廊下の幅を変更したり、吊り具や手すりなどを取り付けるための補強材を入

れることが比較的楽になる。 
また、構造体にかかわりのない箇所の洗面、トイレ、浴室に必要なスペースの見直しも

可能で、例えば洗面とトイレの間仕切りを撤去し、車椅子の回転スペースや介助スペース

をつくることができる。 
インテリア性においても快適な暮らしをする上で非常に大切なポイントとなる。 
上記の手すりや巾木をはじめとする建築側の対応は機能だけを満たしていれば良いと

いうものではない。インテリア性を重視しないものでは、病院などの施設の印象が強くな

り、家庭にいる快適さや楽しさがスポイルされてしまう。そういった意味で、インテリア

テイストや住宅空間の中において自然な印象や好みのデザインが実現できることがより一

層求められる。 
 また、畳生活において発生する立ち座り動作の負担軽減も考慮しなければいけない。 立

ち座り時に使用する手すり（grab bar）を部屋のいたるところに設置するわけにはいかない。

一つの方法として、椅子と同じ立ち動作となるよう畳部分を 300～350 ミリ程度嵩上げし、

意図的段差を設ける。立ち上がり時は身体を嵩上げ部まで滑らせ、嵩上げした箇所から腰

掛けるような姿勢になってから、立ち上がると非常に楽になる。また、その段差が腰掛に

もなり家族が集う室内の縁側のようなコミュニケーションの場として 
も演出する事ができる 
 このように動作のサポートのみを考えるのではなく、結果多様な人々が生活を楽しむこ

とにつながることも重要視しなければならない。 
 
４．３ 住宅設備機器について 

４．３．１ 住宅設備機器におけるデザインの現状 

現在ユニバーサルデザインをうたう設備は増加傾向にあるが、使用性とデザイン性を合

わせて考慮されたものから、使用性において疑問を感じるものまで市場に溢れている。ユ

ニバーサルデザイン 7 原則をデザインの発想や選択の基準の一つとして、捉えることも必

要である。 
 
４．３．２ 各設備における現状 

(1) キッチン 
調理動作は複雑で危険を伴うことが多いが、栄養を摂取する目的以外に家族のために心
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を込める作業時間であり、高齢者や身障者、健常者を問わず大切な場所である。 
車椅子にて使用する場合は膝入れスペースのあるキッチンが市販されている。これは、

車椅子用と限定したキッチンばかりでなく、シンクやコンロの下部がキャスターのついた

可動式収納タイプのものがある。可動収納のスペースを利用すれば車椅子の膝入れが可能

になり、健常者も違和感を感じる事なく使用できる。また、高齢者や歩行困難者は立位姿

勢がつらい場合があり、｢サポートバー｣がついているキッチンが最近数多く発売されてい

る。これは健常者にも立位姿勢を補助するものであるといえる。 
 また、熱源として近年人気なのが｢IH クッキングヒーター｣である。以前と違い調理器具

の素材を限定しないオールメタル対応になっている。掃除のしやすいフラット面に加え、

オールメタル対応により大変使用性が上がっているのが人気のポイントである。これは、

五徳などから鍋がずれたりすることもなく、安全性が高いものといえよう。 
しかし、一般的なキッチンは車椅子などの膝入れスペースはなく、車椅子使用者と健常

者とのキッチン作業台の高さやシンク深さも異なることから、その両方に対応したものは

ない。 
(2) トイレ 
近年立ち座りを必要とする和式トイレは、個人宅ではあまり見かけないようになった。

トイレの一般的なスペースは間口 910 ミリ×1,365 ミリであり、介助スペースが取れない。

その際、1,515 ミリ×1,515 ミリのスペースがあると良いとされている。 
トイレの手すりは I 型や L 型に加え回転式、跳ね上げ式がある。これらを設置する際は、

進入時に邪魔にならないよう配慮が必要である。特別に手すりを設置しなくても、形状が

考えられた 700 ミリ程度の高さのカウンターが設置できれば、手すりとしての役割も兼ね

ることができ、自然なトイレ空間とすることができる。また、便器一体型のものもある。

立ち上がりを補助するものとしては、便座が跳ね上げ式のものもある。 
また、日本発信のものとして｢洗浄式便座｣がある。これは排泄行為の自立が人間の尊厳

に関わる事から、清潔面だけでなく使用者の気持ちと家族の負担を軽くする上でも有効で

ある。 
(3) 浴室洗い場 
シャワーの誤操作は大きな事故につながることがある。熱湯や冷水を誤って身体にかけ

ないようサーモスタット付きの水栓金具を使用するとよい。また、腰掛け付きのシャワー

も発売されており、着座していればシャワーの勢いで洗体可能な機能のものもある。 
洗体は衛生面のみならず気持ちもリラックスし、大切な時間である。濡れた浴室床がも

とで、足もとが滑らない安全なものを選び、入浴時間を楽しめるよう浴室の計画とあわせ

て、配慮が必要である。 
 
４．３．３課題 

 ここでは水廻りにおける設備の現状を記した。水廻りでは複雑な動作を必要とする箇所

であり、全ての人が安全に設備を使用できる環境を考えなければならない。設備そのもの

がユニバーサルデザインを念頭に計画されることも必要だが、身障者をはじめ、高齢者、
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子供、妊婦、健常者全てを包括する事は難しいのが事実である。そのため、使用者の状態

に対応するオプションとして、後付けできる補助具が必要となる。ここで、大切なことは

洗面等の設備は、オプションとなる補助具を取付けやすく且つ、その方法はオープン工法

とすることが求められる。メーカーを超えて補助具を選択できれば、それぞれ使用者に適

した補助具がより選択しやすくなる。 
 また、それらは日常使用するものとして特別な印象を与えないデザインが求められる。 
 現在市販されている洋便器に、洗浄式便座と合わせて立ち座り動作を補助する「跳ね上

げ式 bar」が便器に付いている商品もある。この「跳ね上げ式 bar」はひじ置きと立ち上が

りのプッシュアップを補助する形状を兼ねている。また、表面仕上げが木調となっており、

トイレ空間のインテリアとして落ち着く印象を与える。こういったことは日常性生活を営

む住居において、非常に大切なことである。機能性のみではなくインテリア性も考慮する

商品づくりが求められる。 
 
４．４福祉用具 

４．４．１ 福祉用具とは 

 ｢福祉用具｣という用語は、1993（平成 5）年に厚生省（現在は厚生労働省）と通産省（現

在は経済産業省）により｢福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律｣（福祉用具法）

が制定され、行政として統一した用語とされた。福祉用具の定義は｢心身の機能が低下し、

日常生活を営むのに支障のある老人または心身障害者に日常生活上の便宜を図るための用

具及びこれらの者の機能訓練の用具並びに補装具をいう｣とされている。 
 また、日常生活の便宜を図る意味で、自らの動作を助ける自助具も福祉用具の範囲に含

まれるとされている。 
 

福祉用具の分類 

介護機器 

(日常生活の介護を容易にする) 

日常生活用品(食事、更衣、トイレ、入浴、睡眠 など）

外出用品（杖、車椅子、車 など） 

趣味用品（TV など） 

自立機器 

(日常生活を自立して行う事を容

易にする) 

日常生活用品(食事、更衣、トイレ、入浴、睡眠 など）

家事、ホームメンテナンス用品 

外出用品 （車 など） 

趣味用品(TV 等） 

健康管理危機（体重計、血圧計、体温計） 

治療機器(心身機能を治療) 
生命維持機器(人工呼吸器 など） 

物理療法機器、運動治療機器、装具療法、評価測定機器

機能補填機器 

(喪失した機能を代替する) 
眼鏡、補聴器、義肢、義眼、義歯、装具、酸素補給機器

訓練機器(生活能力を訓練する) 日常生活訓練機器、作業能力訓練機器 

福
祉
用
具 

職業能力開発機器 

(職業能力の開発を行う) 
評価測定機器、作業訓練機器 
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 福祉用具は、高齢者や障害者が日常生活を快適に過ごせるよう介助するものであるが、

車椅子の日本工業規格(JIS)や杖、簡易便器などが対象となっている消費生活用製品安全法
(SG マーク制度)にもとづくものは少なく、大部分は製品としての基準がないのが現状であ
る。 
 
４．４．２ 福祉機器のデザインの現状 

一般に行動可能レベル度を次のように表現する。「屋外歩行レベル」「屋内歩行レベル」

「車椅子レベル」「座位移動レベル」「寝たきりレベル」。 
それぞれの行動レベル度において、生活をする上の補助をする ADL (Activities of Daily 

living：日常生活動作)から生活を楽しむ QOL(Quality Of Life：生活の質)への転換が、現在

福祉機器において求められている。 
(1) 車椅子 
 車椅子は、疾患や障害により歩行が困難になった場合、上肢を使い移動する機器である。

使用者は運動麻痺あるいは他の障害があるが端座位(いす等に腰掛けて床に足を下ろすこ
とができる姿勢）が可能で、車椅子への移乗が自立または介助で可能な人である。 
 車椅子には、電動車椅子と手動式があり、手動式には自走式と介助式がある。車椅子の

オーダーは、オーダーメイド(注文式）、レディメイド(標準規格品）、モジュールタイプに
分類される。 
 

車椅子の分類 

  種類 特徴 

1 自走用標準型車椅子 施設、在宅にて最も多く使用され、駆動輪をハンドリムで操作
することで自走する。 

2 介助用標準型車椅子 介助者が押して使用するため、駆動輪にはリムがなく車輪も小型。

3 リクライニング式車椅子 グリップバーの操作により、背もたれやフットレストの角度が可
変でき、座位姿勢の耐久性が弱い人や起立性めまいに対して有効。

4 スポーツ用車椅子 各種競技用車椅子。競技の特徴に合せて運動機能を高めたもの。

5 座席昇降型車椅子 シートが床面まで下がるため、床座での乗り降りがおこないやすい。

6 電動三輪・四輪車椅子 上肢の障害機能や運動力不足により、モーターを駆動力に使用
する車椅子。近年は高齢者の外出用も普及している。 

7 その他 前輪駆動式車椅子・片手駆動式車椅子・足駆動式車椅子・スタ

ンドアップ式車椅子 

 
 自走式は近年テレビなどでも目にすることが多い、スポーツ競技に使用される専用のも

のが開発されている。それらは、性能的にも競技ごとに異なりきめ細やかな仕様となって

いる。トラック競技に適した直線安定性に優れたものから、バスケットボールなどに適し

た方向転換が行いやすいもの、ショックアブソーバーが付いた悪路に強いものまで多くの

仕様が開発されている。しかし、専用開発のため非常に高価で、開発メーカーも社会貢献

といった立場から携わっていることが多い。 
 車椅子使用者は、臀部の筋肉がおちるため長時間車椅子を使用すると摺れや振動で痛み
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を伴う。そのため、クッション性に優れた素材を座面に使用することが大切である。また

競技用以外にも、日常使用するタイプのものとしては軽いことも大切な要素である。近年、

カーボンファイバーなど多種な素材を使用した車椅子もあるが、高価な事や加工の特殊さ

もあり、一般的にはスチール製が普及している。耐久性を図ったアルミニュウム合金製や

チタニュウム合金製もある。重量はスチール製で 18～20kg 前後で、アルミニュウム製で
10kg 前後となっている。 
 ファッション性も重要な要素として車椅子に求められる。車椅子使用者にとって車椅子

は身に付ける洋服やシューズと同じような位置づけでもある。現在でも、サイズはそれぞ

れの人に合わせたオーダーメイドとなる車椅子だが、デザインやカラーに選択の余地が多

いかと言うと、そう言うわけではない。車椅子においても機能のみを追求するのではなく、

コーディネイトを楽しむモノの一つとしてシステムを考える必要がある。 
(2) 歩行器・歩行車 
 歩行器・歩行車は歩行支援を目的とし、杖使用者より歩行の耐久性や歩行時のバランス

が難しい際に使用される。 
 歩行器の構造は握り部分とフレーム、脚部から構成され脚部にはゴムや一部キャスター

が付いたものがある。主に軽量化を図るためにアルミニュウム合金が使用される。 
 歩行車は脚部すべてにキャスターまたは車輪が付いている。歩行器より支持力が求めら

れるため、スチール製によりウエイトバランスが図られる。また、屋内にて歩行訓練に使

用されることが多い。 
 

歩行器・歩行車の分類 

 種類 特徴 

1 ステッキ 下肢の支持性が低下した際用いられ、握り手部は U 字型で腕に掛け易
くなっている。 

2 T 字型杖 片麻痺者が使用することが多く、ステッキより体重を支えやすい。 

3 C 字型杖 
下肢支持性低下に使用するが、支柱が握りから垂直におりる形のた
め、T 字型杖より支柱に体重がかかり易い。 

4 多脚型杖 杖先が 3 脚から 5 脚に分かれ、支持面積が広く安定しているため、杖
に十分体重を負荷できる。 

5 前腕固定型杖 下肢の骨折、片足切断、対麻痺、股関節症などの障害時に使用。握り
手部と肘の二点固定。 

6 前輪付歩行器 歩行の耐久性が低い時に段差のない屋内にて使用される。四脚中前に
客に車輪が付いている。 

7 交互式歩行器 軽度の麻痺や両下肢の運動障害がある場合で、初期訓練ようとして施
設内使用される。 

8 固定式歩行器 下肢運動機能が障害されている場合に使用するが、歩行器を持ち上げ
るため、上肢の運動機能が必要となる。 

9 肘支持型四輪歩行車 両肘をいのせて前進する車輪付き歩行器で、病院等の施設にて歩行訓
練に用いられる。 

10 三・四輪歩行車 前輪が自在輪で左右のハンドルでブレーキ調整が可能な施設内用歩
行車。 

11 買い物型歩行車 高齢者をはじめ歩行の耐久性が低い者全般に用いられ、外出用として
使用される。 
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(3) ベッド 
 ベッドには、高齢者はもちろん寝たきりの人にとって、起き上がり動作や整容・更衣、

食事など日常生活において快適に過ごすための重要な要素がある。 
ベッドの素材には木製とスチール製があるが、病院等の施設では耐久性や清掃性からほと

んどがスチール製を使用している。機能としては、単純な据え置き型からモーターによる

背上げや脚上げが可能なタイプに加え、ベッド高さの調整可能なものまである。 
背上げ機能のあるタイプは「ギャッチベッド」と呼ばれ手動式と電動式がある。これは、

使用者本人のみならず、介助者の負担を少なくし利便性が高い。 
 マットレスにはスプリングマットレスからフォームマットレス、体圧を分散するエアー

マットレスがある。エアーマットレスにはセル（空気で膨らむ部分）の空気量を時間で変

化させ、体圧分散を時間ごとに調整するタイプがある。 
 サイドレールはベッドからの転落防止や寝具の落下防止の働きをもつ柵状のものである。

立ち上がり時には手摺として使用することがあるが、本来の機能ではないため危険とされ

る。手摺の機能を兼ねるよう強度や握りやすさを持たせることも検討が必要である。 
(4) 聴力の補助 
 対人コミュニケーションには、補聴器が代表的である。技術改良により小型軽量の機器

が発売されているが、隠す、目立たないといった視点がメインで、利用者の嗜好やライフ

スタイルといった視点において、まだデザインとして積極的なものがない。 
 遠距離コミュニケーションにおいては、補聴器対応電話がある。この場合補聴器にも磁

気誘導コイルが内蔵されている事が必要等、ハード面においても制約が多くデザイン性が

優れたものも少ない。 
 テレビ・ラジオの視聴に関しては、健常者と音量の大きさに関するニーズが異なるため

磁気誘導コイル内臓補聴器を利用するか、耳元に専用スピーカーを置き、音量を別に操作

できる環境が必要になる。 
 携帯電話などにおいても「骨伝導式」のタイプもあり、それぞれに適した聴力補助具が

選べる環境になってきている。 
(5) 視覚障害 
 視覚障害は全盲の人だけでなく、残存視力のある人も多い。視覚障害者としての経験が

長いか、受障間もないか、または先天性か後天性かによって、空間の認識能力が違ってく

ると言われている。視覚障害者の場合は残存視力、聴覚、触覚などの諸感覚を総合的に働

かせることによって、空間認識を行っている。その為、後天性障害者の場合は正確な空間

認識が可能である。 
視覚障害者の補助する機器は、多岐に渡る。視力弱者の読み書きを図る「矯正眼鏡」など

の各種補装具眼鏡をはじめ、「点字式」「音声式」の各種機器がある。 
(6) 昇降機 
 昇降機には多くの種類がある。目的は人為的な介助だけでは移動が困難な場合に用いる

福祉用具である。 
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昇降機の分類 

台座式リフト 座位を保ち肘や腰などを支持して介助者が移動させる 

懸吊式リフト 

スリングシートと呼ばれる吊り具を用いアーム部に掛け、電動

または油圧で昇降させる。脚部にはキャスターが付いており介

助者が移動させる。 床走行式 

天井走行式リフト 

天井に設置した専用レールの懸吊装置が吊り具を用いて昇降さ

せ部屋間を移動する。100kg～150kg 程度の耐荷重があるが、大
掛かりな天井補強工事が必要となる。 

固定式 固定式リフト 

浴室の浴槽と洗い場間の移動など限定された目的の移乗に使用

される。耐荷重は 80～100kg 程度で壁や梁にアンカーボルトに
よって固定させるため建築補強が必要となる。  

据置式 据置式リフト 
取付け方法はやぐら型架台で床面に置き、特別の工事を必要と

しないが、可動範囲や昇降高さに自由度が少ない。 

椅子型リフト 

階段の壁にレールを固定し、駆動装置が組込まれた椅子型のリ

フトを使用し、上下階に移動する。レールには建築補強工事が

必要となる。 
階段昇降機 

介助型リフト 

固定装置を使用せず、車椅子を装着した駆動部のキャタピラが階

段の踏面と段鼻を捉え走行する。昇降機は大型のため回転半径を

必要としたり、緩勾配の必要があるため公共施設向けとなる。

エレベータ ホームエレベータ 

近年小型のものが発売されており、間取り上設置しやすくはな

ってきたが、建築の構造設計チェックや確認申請、定期検査が

必要となるので注意が必要。 

 
(7) 細かい作業 -整容・更衣・調理 
 自立動作を助けるための道具で「自助具(self-help-device)」と呼ばれるものがある。大き
くは次の 4 つの目的を果たす。 
① 関節可動域の制限を補う。 
② 筋力低下による物の固定力や保持力を補う。 
③ 手指の巧緻性の制限を補う。 
④ 片手動作の固定力を補う。 

 
具体的には物をつまみ上げる機能のマジックハンドや衣類の着脱を助けるドレッシン

グエイドと呼ばれ自助具として販売されているものから、力や目の弱くなった高齢者も使

い易いボタンを引っ掛けるボタンエイドなどがある。また、調理時に使用する包丁や材料

を押さえるものなど、弱い力で固定しやすいように形状を工夫したものなどがある。 
これらは子供や健常者も使用しやすいもので、「エルゴノミックデザイン」と呼ばれ、北欧

を中心に発達している。使用性とデザイン性に優れ、プロダクト製品として完成度の高い

ものが日本でも多く紹介されている。 
 自助具の素材は扱いやすいものが求められる。軽量で成型が可能な熱可塑性樹脂が多く使

用されるが、近年では、形状記憶の働きがある素材やアルミニュウム合金製など、より柔軟

性があり軽量な素材が使用されるようになってきた。日常で使用するものであるだけに、形

状や素材を吟味したデザイン性も合わせ持つことが求められる時代になってきている。 
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４．４．３ 課題 

 福祉機器においては専用設計された特別な機器が必要なことが多く、家庭の中で子供か

ら高齢者、妊婦、健常者全てが利用しやすいものは少ない。また、機器がインテリアの雰

囲気を台無しにするなど、まだまだ製品として特殊性が強い。 
加工性、形状の自由性、精度の再現性、調整のしやすさなど素材に求められることが多い

分野の１つではあるが、使用者や介助者の快適さを考えた物づくりが大切である。 
 
４．５素形材とユニバーサルデザイン 

４．５．１ 素形材と樹脂成型 

 現在、福祉用具に関わらず大量生産される成型品は加工がたやすく、軽量な樹脂が一般

的である。手に取ったとき熱伝導率の低い樹脂の特性として、驚くほど冷たく、または熱

く感じる事は日常生活ではおこりえない。それに対して、金属はそう言ったことがおこり

える。これ以外にも樹脂と金属材料とを比較すると、その違いはコストを含め数多く存在

する。 
しかし、それぞれの特性を見直しその良さを活かすことで、その価値を改めて商品の付

加価値として提案できるのではないか。 
現在、デザインをブランド戦略の軸に据えている家電ブランドに｢amadana｣がある。こ

のブランドから発売されている｢マルチリモコン(テレビやオーディオ、ビデオ、DVD プラ

イヤーなどの機器をメーカーの枠を超えて操作できるリモコン)｣は筐体が“亜鉛ダイキャ
スト”でフェイス部分全面が“硬質ゴム”で構成されている。このリモコンは、日常接し

ているリモコンの“重量感”や“触感”とは全く異なる。素材の金属と硬質ゴムの異素材

を活かしたデザインの良さもさることながら、重量感と金属の硬さが高級感を際立たせて

いる。同様の素材使いとして、マルチリモコンをプロダクトの 1 商品と据えた先駆者に北

欧のオーディオメーカー「B&O 社」がある。この商品もデザインの良さと重量感から高級

感にあふれている。 
 また、逆に比較的軽い物としては“マグネシウム合金”が携帯電話の筐体などに使用さ

れている。薄くても剛性感と精度感のあるマグネシウム合金と透明感のある樹脂の組合せ

が、品質感のある触感となっている。そこに素材が違う価値がある。 
 より本物感を求める商品と樹脂成型を中心とした商品は、それぞれの特長を高いレベル

で活かすことで共存でき、付加価値を見出す事ができるのではないか。 
 
４．５．２ 素形材としての戦略 

先の項でもでも述べた、「マルチリモコン」は通常オーディオ機器ごとに付属してくる

リモコンに対し学習機能を付加し、数種類の機器を 1 台で操作できるようにした商品であ

る。こういった商品は他にも樹脂成型品で安価なものは数多見られる。それらは概してデ

ザインがあまり良くないものが多く、安価さを競っている状態にある。 
それに対して、デザインをブランド戦略の中心に据えているメーカーは、価格競争とは別

な次元で勝負している。 
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 近年、家電製品にかかわらず安価な商品と対照的に、本物らしさを大切にした素材を利

用した商品も増加傾向にある。以前は樹脂に木目プリントを施していた商品に対し、日本

でも高額カテゴリー商品には本物の「木（もく）」を利用したものが増加している。これは

単に「樹脂」を「木」に置き換えるだけではなく、「木」の特徴と美しさを活かした部位へ

の利用がなければ、一時期の流行りで終わる。 
 本物を作り上げるには、素材への知識と経験が不可欠で、そのことが品質確保や経年変

化に対する安定性を保証し、商品ブランドを作り上げることにつながる。 
そういったことから素材をどのように利用するかはデザインの重要な要素である。機能と

デザインを商品の位置づけにどのように利用するかが、その後の商品展開や持続的成長の

ブランド「戦略」に大変重要な要素となる。 
 
４．６ ユニバーサルデザイン開発に向けて 

４．６．１ 生活をデザインする 

 身障者のみならず、「手の小さな人、手の大きな人」「右利きの人、左利きの人」「女性、

男性、子ども、高齢者」「力の強い人、弱い人」など多様な人々がいることに気付くことが

大切である。ところが、私たちの身のまわりにあるものは、だれもが使いやすいデザイン

になっているとは限らない。文房具一つをとってみても、使う人によって、使い心地はさ

まざまである。そのため使えなかったり、使いにくかったりと問題を感じることがある。 
 さまざまな使い手を配慮し、より多くの人が、より安心して使えるような物づくりをす

ることが必要である。今後、高齢化が進み、社会もより多様化していく中で多様な人々が

心地よく暮らすために、ユニバーサルデザインといった考え方は一層多岐に渡る分野で重

要となり、すべての物づくりに必要不可欠な考え方となる。 
持ちやすい、握りやすいといった形だけではなく、それぞれの人の生活シーンにあったデ

ザインと素材づかいが重要である。こういったカテゴライズができてこそ、素形材として

の市場性を持つことができる。 
 ユニバーサルデザインの 7 原則でも記したように、「多様な人々にとって使いやすく市

場性を持つデザイン」が原則 1 にある。その市場の中で、より素形材らしい品質を活かし

たデザイン戦略をとり、アピールすることが、ユニバーサルデザインにおいて素形材のカ

テゴリーを再構築する一つの手段と考える。 
 
４．６．２ まとめ 

冒頭の 7 原則は、ユニバーサルデザインのヒントではあるが、開発の現場では商品企画

者やデザイナー、設計者、製造現場の発想力がより重要になる。 
 日本は今や世界有数の高齢国となった。年をとることで視力や足腰が弱くなったとはい

え、日常生活を送る上で十分に元気な高齢者は多い。そういう人々にも身障者にも、幼児

にも健常者にも、より安全に生活が豊かになる商品作りの姿勢が、現在とても大切になっ

てきている。 
これからの環境やモノづくりを進めるうえで、このユニバーサルデザイン 7 原則の柔軟
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な対応と高度に実現しうる方法論を確立し、多様な技術的連携推進が求められる。また一

方で一般市場における「ビジネス創造」、「新しい競争原理（差別化、高付加価値化）」の創

出などが期待される。 
 素形材としても、他の成型品メーカーと連携をもって製品開発ができる体制が重要にな

ってくる。素材それぞれの特徴を互いに学び、自主的に問題点を早期に回避または改善し、

開発期間短縮につなげる努力が市場の信頼を得る。 
そういった努力が多品種少量生産の効率アップにつながり、多様な嗜好に応えることが

可能となってくる。 
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第５章 素形材の役割と提案 

 
５．１ 鋳造品 

５．１．１ はじめに 

 鋳造という成形法はどんな形のものでも出来るので、昔から銅鐸、梵鐘、灯篭、仏具等

がつくられ、これらが我々の生活の身近のところにあった。最近では自動車部品をはじめ、

門扉や水道栓等通常のわれわれの直ぐ近く、物によっては家庭の中でも色々使われており、 
   その生産量は表 5-1にあるように 2004年で

は 640万トン(ダイカストを含む)、1兆 9320 

億円となっている。しかしながら、意外な

ことに、「鋳造品」が身の回りにあり、此れ

が無ければ我々の生活が成り立たないとい

うことに気が付く人は少ない。 
そこで、鋳造品の住宅、住宅機器、福祉

機器への利用について検討する。 
 
５．１．２ 鋳造の長所、短所 

 鋳造という成形法は次のような長所、短所を持っている。 
① 中子(図 5-1 参照)を使うことによってどんな形でも成形でき、他の成形法と比較して形
状の自由度が高い。       
② 従って、最終形状に極めて近い形状に成形
でき、加工の無駄が少ない。 
③ 奈良の大仏(高さ 15メートル、重量 252トン)
のように大きなものから、小は歯の治療で

詰め物に使われる数グラムの小さいものま

で成形可能である。 
④ 材質は、溶ける金属ならいずれでも鋳造可
能である。 
⑤ 製品と同じ形状の型を作れば、その型を使用して同じ形状のものが数多く成形できる。 
⑥ 砂型鋳造品は他の成形法に比べ、比較的製造費が安い。 
⑦ 廃却になったときには、また原材料としてリユースできエコマテリアルである。 
⑧ 他の成形法に比べると多少欠陥が出やすい。ただし最近は鋳造シミュレーションが可
能になり、不良の出にくい鋳造法が見つけられるようになり、また、種々の非破壊検

査方法が開発されたので欠陥の有無をきちんと捕まえることが出来るようになってきた。 
日本における鋳造品は年に約 600 万トン生産されているが、上に上げた特徴を上手く利

用しているのが自動車の部品で、鋳造品の約 60％は自動車に使われている。 
また、最近は新しい鋳造品、鋳造法が研究、開発されておりこれらを用いた新しい用途

表 5-1 鋳物生産重量と額 

 
生産重量
(千トン) 

生産金額 
(億円) 

2002 5746 17479 

2003 6124 18254 

2004 6380 19320 

資料：経済産業省「機械統計」 

中子

上型

下型

製品（空洞）

図 5-1 鋳造は中子を使えば中空部のあ
るものも簡単に成形できる 
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が考えられる。そのいくつかを紹介する。 
① 消失模型鋳造法による加工レス鋳造品 
加工をせずより製品に近い形状をということで、消失模型鋳造法という成形法がある。こ

れは、発泡スティロールで製品と同じ形を作り、それを砂の中に埋め込み、そこへ溶けた

金属を流して製品を作る方法である。この方法であれば模型から鋳型を抜けやすくするた

めの抜け勾配が無く、寸法通りの鋳物が出来る。中空部分を作るのに用いる中子と呼ばれ

る型内に入れる鋳型が要らないので容易に鋳物が出来るし、型のあわせに出るバリがない

ので鋳仕上げが不要である等のメリットがある。現在では大物の機械ベースや部品、図 5-2
に示すような排水管の継ぎ手等の生産に多く使われている。 
② 半溶融鋳造法による欠陥の少ない鋳造品 
アルミ合金を半溶融の状態で金型に鋳造する方法である。通常の鋳物は液体の金属を鋳型

に流し込むので、凝固するまでに体積が収縮し何処かに空洞が出来たりすることがあるが、

半溶融状態だとこの収縮が少ないので健全な鋳物が出来る。また、この方法は寸法精度が

良く、低温の金属が流れ込むので金型の寿命が長くなり製造コストが低くなる。 
③ 発泡鋳造法による軽量金属部品 

 まだ量産されるまでに至っていないが溶解したアルミ合金に過飽和水素 (原子状水
素)を強制封入し急冷凝固過程で発泡(ガス化)させる方法で、図 5-3 のようなものが出
来る。この発泡体は単に軽くなるだけでなく、吸音性、断熱性、衝撃吸収性の高いも

のが得られると考えられ、量産化されれば画期的な部品が作られると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

５．１．３ 住宅への鋳造品の利用 

(1) 現在の住宅への利用状況 
昨年建設された住宅は表 5-2 に示すように

116万戸、マンションが 22万戸あり、その約 20％

がプレハブである。このプレハブには鉄骨系の

ものと木材系がある。鋳物を使うとなると、鉄

骨系が多いと思われるが構造体ばかりでなくそ

の他の部分にも鋳造品が多くはないが使われて

表 5-2 住宅・マンション着工戸数 

年 
住宅 

(千戸) 

マンショ

ン(千戸)

1999 1,215 185

2000 1,230 218

2001 1,174 215

2002 1,151 208

2003 1,160 220

(資料：国土交通省「住宅着工統計」)

図 5-3 中心が発泡になっているアルミニ

ウム合金鋳物(発泡材を鋳包んだもの) 
(出所：鋳造工学 74(2002)786) 

 

図 5-2 消失模型鋳造品 
〈提供 ㈱クボタ〉 

製品  消失模型  



 88

 

いる。 
高層住宅には、その鉄骨のベースになる図 5-4 のようなものがあり、工期の短縮などに役

立っている。また、外壁として図 5-5 のようなカーテンウオールと呼ぶアルミの鋳物が美

麗なこと、後のメンテナンスが楽なこと等で使われている例がある。 
 個人用の住宅では形状の自由度から美術品の製作が可能であるがこれを利用して図 5-6

のように凝ったドアーノッカー、ドアーノブ等にも使われている。 
また形状の自由度が高いことから、図 5-7 に示すような門扉がアルミ合金、鋳鉄で作られ

ている。 
     

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

その他、一部ではあるが図 5-8 に示すように屋根瓦としてアルミが使われている。此れ

は焼き物の瓦に比べて材質の上で軽いことと、また

形状の自由度を利用して中を空洞にするので大きな

軽量化が表 5-3 に示すようにはかられる。またヒー

ターを組み込むことによって融雪可能な瓦となる。 
 
 
 
 
 

図 5-5 ビルの外壁に使われているアル

ミ合金製カーテン・ウオール 
〈提供 新東工業㈱〉  

図 5-4 建築鉄骨の溶接ベース 
(提供 日立金属㈱  ) 

 

図5-6 鋳造で作られたドアーノッカーと取っ手

 

図 5-7 鋳造で作られた門扉 
〈提供 新東工業㈱〉  

図 5-8 鋳造で作られたアルミ合金瓦
〈提供 リョービ㈱〉  

表 5-3 屋根面積 10 ㎡の瓦重量比較 

 重量㎏ 比 較 
アルミ合金瓦 180 1

改修用スレート瓦 約 2,000 約 11 倍

日本瓦 約 8,000 約 44 倍

〈提供：リョ－ビ㈱〉  
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(2) 住宅への利用の提言 
① 鉄骨住宅の鉄骨継ぎ手 
最近は 3 階建ての建築が増えてきてその骨組みは鉄骨が多い。鉄骨を使うとなると現在

では鋼板をプレスした継ぎ手を使っているが、3 階建てでは継ぎ手の強度も要求されるの

で、さらに強度のある継ぎ手が必要であろうし、また簡単に工事が出来ることもますます

要求されると思われる。そこで、2～3 ㎜の鋳鉄材の継ぎ手で形状を考えれば、プレスした

鋼板に比べ、剛性がある形状が簡単に出来、かつ、軽量鉄骨を差し込むだけで固定できる

継ぎ手が出来るのではないであろうか？ 
最近は長寿命な住宅として、100 年住宅が考えられているが、堅牢でしかも長時間表面

がさびにくく、材質の変化もないということになると鋳鉄は最適である。 
② 軽い瓦 
前述のようにすでにアルミの瓦があるが、現在のところあまり使われていない。将来は

さらに軽いマグネシウムの瓦も考えられる。形状の自由度を利用して軽く、しかも拝み部

分、袖瓦、破風等はユニークな形のものが出来ると思われる。また、隣の瓦とのつなぎ部

位は金属でしかも鋳物であることにより強度的にもしっかり隣と締結できる形状と強度が

得られる。地震にも強い 100 年住宅に

最適な瓦といえよう。また、型を作れ

ば同一形状の瓦が多量に出来ることも

鋳造の良いところであろう。 
瓦の総生産量は表 5-4 に示すように

年間 10 億個(経済産業省「工業統計」)
あるので価格と意匠が市場に合えばま

だまだ延びる商品ではないであろう

か？ 
③ エクステリアー類 
古くは、鋳鉄製の灯篭、天水桶、最近では街路、

公園に景観鋳物として図 5-9 のように、ベンチ、
街路灯等が見受けられる。今後の個人住宅でも

少々しゃれた庭等ではベンチ、テーブル、灯火等

の景観鋳物が使われるのではなかろうか。また、

しゃれた塑像を模した鋳造の像も使われても良

いのではなかろうか。 
また、門扉、柵等も安いということで現在は展

伸材が多く使われているが個性を出そうとする

と形状の自由度がある鋳造品であろう。 
④ 芸術的な小物 
現在は、扉のノブ等にはとにかく安くなければということで、余裕がなく、プレス品等

表 5-4 屋根瓦生産量 

  
いぶしかわら

(百万個) 

うわ薬かわら・

塩焼きかわら 

(百万個) 

合計    

(百万個) 

1999 348 854 1,202 

2000 291 852 1,143 

2001 248 833 1,081 

2002 236 812 1,048 

提供：経済産業省「工業統計表」  

 

図 5-9 鋳鉄を使ったベンチ 
〈提供 伊藤鉄工㈱〉  
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が多く使われているが、重厚で美術的なハンドル、手摺、その他装飾品に形状の自由度の

ある鋳物が使われても良いのではなかろうか。 
⑤ 外壁への鋳造品の利用 
最近はモルタルのものや塗装した鉄板等の外壁はなく、塗装の塗り替えが要らないタイ

ル張りのものが増えつつあるが、発泡アルミ合金が開発され工業的に生産されるようにな

れば外面は緻密なアルミ合金で寿命が長く、また塗装が不要か塗り替えが長いスパンでや

ればよくなり、その中は気泡があれば気体が含まれているので断熱効果があるという複合

機能を有する外壁が出来るのではなかろうか。 
 
５．１．４ 住宅機器への鋳造品の利用 

(1) 現在の住宅機器への利用状況 
 現在、使われている住宅機器としては水周り関係の図 5-10 に示すような可鍛鋳鉄製及び

そのを周りにプラスティックでコーティングした配管継ぎ手、バルブ、図 5-11 に示すよう

な水道栓(最近はバフ研磨するのが大変なのと熱湯が通っても熱くないということで砲金
の栓の周りを樹脂で成形しメッキしている水栓金具も多い。)等には多くの砲金(銅と錫、
亜鉛、鉛等との合金)鋳物が使われている。また、台所をはじめガスバーナーには昔は鋳鉄、
最近は真鍮の鋳物が使われている。 
 

 

       
 

 
 
 20 年くらい前には図 5-12 に示すようなバスタブに鋳鉄に琺瑯仕上げしたものが多く使

われ、表 5-5 に示すように 1994 年には年間 42,000 台の生産があったが現在では樹脂にと

って代わられ平成 15 年には 14,000 台(日本琺瑯工業会)と激減し、ホテル用等特別の用途し

図 5-10 可鍛鋳鉄製の管継手 
〈提供 日立金属㈱〉

図 5-11 砲金鋳物をベースとした

水栓金具(提供  ㈱INAX) 

 

図 5-12 薄肉鋳鉄に琺瑯仕上げをした
バスタブ  提供 新東工業㈱ 

表 5-5 琺瑯バスタブ生産量 

  生産量(台) 

1999 14,798 
2000 15,153 
2001 16,193 
2002 15,315 
2003 14,407 
資料：日本琺瑯工業会  
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か使われないようである。 
 その他、住宅には多くの電気製品、ガス製品が使われておりその中には多くの鋳造品が

使われている。例えば種々のポンプのケーシング、クーラー等の冷却装置のコンプレッサ

ーのケーシングやその中のローターまたはクランクシャフトは鋳鉄品である。 
(2) 住宅機器への利用の提言 
①ヒートポンプ部品への鋳造品の利用 

 住宅用機器を部品別に分類してみると、表 5-6 にあるように最も多いのは「急騰・暖房・

冷房関係」が約 1 兆 1,263 億円で住宅部品全体の 24.3％を占め今後も継続生産されていく

であろうが、(リビングアメニティ協会：2004 年版住宅部品統計ハンドブック(2004)、6)

これからは地球に優しい暖冷房装置として現在ヒートポンプが普及されようとしている。

この部品として複雑形状のものがあると考えられそのような部品には鋳造品が適すると考

えられる。 
 鋳造品は複雑な形状の成形に役立つだけでなく、従来なら 2 つ以上の部品をボルトナッ

トで締結するという方法がとられる場合があるが、鋳造は 2 つ、3 つの部品を一体で成形

できるという利点もある。これによって、加工費の低減、ボルトナット等の部品費の低減

が可能であり、また、取り付けのためのフランジ等があるために重量が重くなるが一体に

すれば軽量化にもつながる。 
 

表 5-6 住宅用・住宅部品金額構成比の推移 

1999 2000 2001 2002 2003   

  
住宅用 

金額 

構成

比％

住宅用

金額

構成

比％

住宅用

金額

構成

比％

住宅用 

金額

構成

比％ 

住宅用 

金額 

構成

比％

１．トイレルーム関係 2,974 6.4 3,116 6.5 3,217 6.8 3,193 6.9 3,339 7.2

２．バスルーム関係 2,942 6.3 3,082 6.4 2,963 6.3 3,023 6.5 3,052 6.6

３．リビング関係 4,486 9.6 4,379 9.2 4,331 9.2 4,225 9.1 4,234 9.1

４．キッチンルーム関係 8,827 18.9 8,762 18.3 8,634 18.4 8,911 19.1 9,504 20.5

５．給湯・暖房・冷房関係 11,408 24.4 12,343 25.8 12,090 25.7 11,734 25.2 11,263 24.3

６．開口部関係 7,648 16.4 7,630 16.0 7,408 15.8 7,201 15.5 7,159 15.4

７．住宅情報・セキュリティー関係 689 1.5 784 1.6 795 1.7 839 1.8 837 1.8

８．共同設備関係 3,575 7.6 3,538 7.4 3,464 7.4 3,465 7.4 3,233 7.0 

９．アウトドアー関係 1,691 3.6 1,640 3.4 1,573 3.3 1,507 3.2 1,436 3.1

１０．その他 2,488 5.3 2,553 5.3 2,516 5.4 2,435 5.2 2,301 5.0 

合計 46,727 100.0 47,827 100.0 46,991 100.0 46,532 100.0 46,358 100.0 
資料：リビングアメニティー協会，2004 年版住宅部品統計ハンドブック(2004) 

 
② ホームエレベーターへの鋳造品の利用 

3 階建ての住宅、また、老齢化等によりホームエレベーターが増えつつある。2003 年に

はエレベーター全体では 42,890台が生産されたうちホームエレベーターは表 5-7に示すご

とく 2003 年では 7,444 台で、このところ大きな伸びは無いが、ますます老齢化が進むと今

(億万円)
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後増加するものと考えられる。この部品として

鋳造品の利用があるのではないであろうか？住

宅用ということになると、出来る限りコンパク

トに、出来る限り軽くする必要があるであろう。

となると、鋳造品での一体化、アルミニュウム

合金等の軽合金鋳物の用途がないであろうか。 
③ 樹脂部品用金型 

 最近の住宅機器には樹脂が多用されている。 
これらの樹脂部品の開発期間は現在、射出成形

に使う金型(ベースは鋳鉄鋳造品)の製作期間に左右されているという。また、車のように

数多い生産にはならないので原価に占める金型費の占める割合が高い。そこで早く、しか

も安く作れる鋳造金型が望まれている。 
 
５．１．５ 福祉機器への鋳造品の利用 

(1) 現在の福祉機器への利用状況 
 老齢化社会になり、福祉機器として車椅子、移動用リフト等の需要が増えてきている。

車椅子の生産台数は年間 30万台程度あり車種は大きく分けて約 200種であるがその 1種類

の中にも一人一人の要求に合わせて寸法違いが多くあり、部品点数は数万点になるとのこと。 
また、健常でない人が使うので、多少使い方が

悪くても壊れないような設計が要求されるし、一

方では取り扱いのうえから軽いということが要求

される。 
以上から、図 5-13 に示すように基本的には本体

はアルミニュウム合金のパイプ及びその溶接品、

継ぎ手、ステップ等の付属品はグラスファイバー

を入れた FRP が多用されており、ここには射出整

形用金型とて鋳鉄の鋳造品が使われている。 
 また、強度が要求される継ぎ手、ブラケットに

は一部ステンレス、アルミ合金の精密鋳造品が使

われているがその数は少ない。 
(2) 福祉機器への利用の提言 
① 車椅子への鋳造品の利用の提言 

 非常に寸法違いが多い商品であるので、現在はア

ルミニュウム合金のパイプを曲げ加工し、溶接し組

立ている本体は、設計で工夫すればアルミニュウム

合金、価格が安くなれば表 5-8 に比重の比較を示す

がさらに軽いマグネシウム合金の鋳造品またはダイ

カスト品が使えて、パイプ構造より軽くて強く、ま

表 5-7 ホームエレベーター工事 

完了検査数 

  数量(台) 前年度比 

1999 8,764 120.6 
2000 9,549 109.0 
2001 8,652 90.7 
2002 8,007 92.4 
2003 7,433 93.0 

資料：(社)日本エレベーター協会  

図 5-13 車椅子と主材料 
(提供 松永製作所㈱) 

強化プラスティック

アルミニュウ合金パイプ〈押し出し材〉

表 5-8 比重の比較 

 比重 
アルミ 2.7 
マグネシウム 1.7 
チタン 4.5 
炭素鋼 7.8 
鋳鉄 7.2 
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たデザイン性に優れたものが出来るのではなかろうか。 
 また、多くの樹脂部品が使われているので安い金型材(鋳造品)の需要がある。ショット
数も少ないし、寸法精度も雑貨品程度でよいものが多いので高級な金型材は不要のようで

ある。 
  ② 移動機器、移乗機器、障害者用自動車の移乗機器等への鋳造品の利用 
これ等の機器も軽くて、強度があることが要求されるので形状の自由度の高い鋳造とい

う成形で必要強度に応じた材質を使えば理想的な設計が出来ると思われる。ただし、台数

がある量以上ないと、型代を償却できないとかコストの問題がある。 
  ③ 椅子式階段昇降機 
ホームエレベーターは新設の家には付けられるが、既設の建物には建築基準法の問題等

もあり簡単には付けられない。そこで図 5-14 に示すような階段昇降機がある。 
 詳細な生産台数は分からな

いが、現在では年間で 4,000～

5,000 台あると考えられ今後も

延びるであろう。 
 現在の階段昇降機のシートフ

レーム、踏み板は溶接構造であ

るがアルミニウム合金、マグネ

シウム合金にすればヒンジの部

分まで一体で成形でき、製作工

数が減り、信頼性も上がると考

えられる。(数量がもう少しない
と金型台の償却で高いものにつ

くかもしれない。) 
 その他、この昇降機のレールを止めるブラケットも現在は削りだし材と鉄板の溶接で精

度の問題もあるとのことなのでこれも鉄の鋳物またはアルミにウム合金鋳物またはダイカ

ストにすれば問題が解決できると考えられる。 
 
 ５．１．６ まとめ 

 住宅、住宅機器、福祉機器への鋳造品の使用はアイテム数としては少ないが、水道栓の

ようにどうしても鋳物でなくては出来ない部品もある。 
 最近、球形の人口砂を使うことによって今まで以上に品質の良い鋳物ができ、この砂は

破砕されにくいので廃棄物が少ないので、地球にやさしい鋳物つくりができるようになっ

てきた。 
このように新しい技術も開発されてきており、この鋳造技術を使って作る部品がまだま

だあると思われる。 
 
 

図 5-14 いす式階段昇降機 

〈提供 クマリフト㈱〉  

レール取付

ブラケット

シート

踏み板  



 94

５．２ ダイカスト 

５．２．１ はじめに 

ダイカストは、アルミニウム合金、亜鉛合金、マグネシウム合金、銅合金などの溶融金

属を精密な金型の中に圧入して、高精度で鋳肌の優れた鋳物をハイサイクルで生産する鋳

造方式である。また、この方法により得られる製品もダイカストと呼ばれる。ダイカスト

は優れた寸法精度、高い生産性、優れた強度、美麗で滑らかな鋳肌、機械加工の削減など

の特徴を有し、自動車関係の部品を中心に様々な用途に用いられている。 

ダイカストは本調査研究の対象である住宅用建材・構造材、住宅用設備機器、福祉関連

機器の部品としてすでに一部に活用されているが、さらに適用範囲を拡大するため、以下

にダイカストの可能性について検討する。 

 

５．２．２ ダイカストの特徴 

ダイカストの特徴を表 5-9 に示す。ダイカストは寸法精度、外観、強度特性、生産性 
 

表 5-9 ダイカストの特徴  
 項  目  内        容  
精度と形状  他の大量生産鋳造法よりも寸法精度の高い複雑な形状の製品を提供する

ことが可能である。そのためデザイン性に優れている。  
生産性  短期間で大量に、ニアネット製品を製造することができる。切削加工は比

較的僅かですむ。  
肉厚と強度  他の鋳造法より薄肉にすることができ、またリブ構造が容易なため強い製

品を作ることができる。  
外観と寸法安定

性  
鋳肌（鋳造したままの表面）が美麗かつ滑らか（表面粗さ 12S 以下）で、
寸法も比較的安定している。  

型の寿命  1 つの金型で数千から数十万回の鋳造を行うことができるので同一製品を
多量に生産できる。  

薄肉軽量  充填時間が 10～100ms と短時間なため、薄肉化が可能である。最近では肉
厚 1mm 以下の製品もダイカスト化されている。  

表面処理  鋳肌が優れているため、めっき、塗装、その他の表面処理を容易に行うこ

とができる。  
ねじの成形  めねじは、下穴を金型のピン（鋳抜きピン）により作ることができ、また、

簡単なおねじは、ダイカストすることもできる。  
組立て  他部品との結合用のボスやスタッドなどを設けることにより、経済的に組

立てを行うことができる。  
鋳込金具  異種金属や非金属性の材料を正確な位置に鋳包んでダイカストすること

ができる。  
リサイクル性  合金成分における鉄やその他の不純物への許容度が高いため、リサイクル

性に極めて有利である。  

長 
 
 
 

所 

減衰能  亜鉛ダイカスト、マグネシウムダイカストは振動及び音の吸収能力が優れ

ている。  
信頼性  高速充填により短時間に充填が完了するため種々の鋳造欠陥を発生しや

すく、信頼性に欠ける。  
熱処理・溶接性  通常のダイカスト法ではガス量が多く、熱処理、溶接ができない。  
経済性  金型費が比較的高いので、ある程度の生産量が確保できないと経済的なメ

リットが得られない。  

短 
 
 

所 形状自由度  アンダーカットはできる限りさける。崩壊性中子、溶解性中子などがある

がコストが高い。また、肉厚の変化の激しい形状は鋳巣がでやすいのでさ

ける。  
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などに優れている。特に他の鋳造法に比較して薄肉化が得意で、アルミニウム合金で 0.8

～3.0 ㎜、亜鉛合金で 0.6～2.4 ㎜、マグネシウム合金で 0.6～2.5 ㎜の肉厚が一般的に用い

られる。また、アンダーカット部を持たない限り複雑な形状の製品が得られる。したがっ

て、複雑なリブ構造を容易に形成することで製品全体として剛性のある薄肉・軽量な部品

を提供できる。しかし、極めて短時間に充填を完了することから他の鋳造法に比較してブ

ローホールやひけ巣などの鋳造欠陥が多いことや、金型費や設備費が高いために少量生産

に不向きであるなどの欠点がある。最近では、特殊ダイカスト法の開発により、鋳造欠陥

を極めて少なくして自動車の足回り部品などの重量保安部品への適用が進んでおり、鋳造

欠陥に関する課題は克服されつつある。 
 

５．２．３ ダイカストの種類と特性 

ダイカスト用合金には先に述べたようにアルミニウム合金、亜鉛合金、マグネシウム合

金、銅合金が用いられる。表 5-10 に JIS に採用されている主なダイカスト用合金の種類と

特性を示し、以下に合金別ダイカストの特徴を示す。 

(1) アルミニウム合金ダイカストの特徴 

・軽量で高強度である。 

・耐食性に優れている。 

・熱伝導、電気伝導度が高い。 

・非磁性体で、磁場に影響されない。 

・低温脆性がない。 
 

表 5-10 ダイカスト用合金の種類と特性及び特徴 

 
 

(2) 亜鉛合金ダイカストの特徴  

・金型キャビティへの流動性、充填性に優れている。 

・寸法精度に優れ、抜き勾配を小さくできる。 
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・表面処理（メッキ、塗装）性に優れている。 

・衝撃特性に優れる。  

・耐食性に優れる。 

(3) マグネシウム合金ダイカストの特徴 

・実用金属としては最も軽い材料で、密度はアルミニウム合金の 2/3、鋼の 1/4 である。 

・比強度、比剛性が鋼やアルミニウム合金より優れている。 

・実用金属中最大の振動吸収性（減衰能）を有する。 

・鋼やアルミニウムに比較して耐くぼみ性・切削性に優れている。  

(4) 銅合金ダイカストの特徴 

・耐食性に優れる。 

・強度、硬さ、耐摩耗性に優れる。 
 

５．２．４ ダイカストの用途 

表 5-11 に現在用いられているダイカストの用途例を合金別に示す。アルミニウム合金は

主に自動車関連（自動二輪車も含む）に用いられ約 86％を占める。その他、一般機械関係

が約 6%、電気機械・通信機器関係が約 4%、その他が約 4%である。亜鉛合金ダイカスト

は、約 63%が自動車関係（自動二輪車も含む）、一般機械関係が約 5%、電気機械・通信機

器関係が約 8%、その他が約 24%である。マグネシウム合金及び銅合金は生産量が少ない

ため生産統計上ではその他の合金として扱われ、約 55%が自動車関係（自動二輪車も含む）、

一般機械関係が約 4%、電気機械・通信機器関係が約 12%、その他が約 29%である。 
 

表 5-11 ダイカストの用途例 
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 ５．２．５ 住宅用建材・構造材、住宅用設備機器、福祉関連機器分野での用途 

表 5-12 に住宅用建材・構造材、住宅用設備機器、福祉関連機器の各分野において現在使

用されているダイカストの実例と課題を示す。 図 5-15 に住宅建材及び住宅用設備関連で

使用されているダイカストの例を示す。1),2) 

住宅用建材・構造材の分野においては、室内外の建築金物やフロアー、屋根瓦（5.1 鋳

造品参照）などにダイカストが使用されている。課題としては、ダイカストの鋳造機サイ

ズに依存するため大きなサイズの製品ができないこと、コスト面、強度や剛性といった面

などが挙げられる。 
 

表 5-12 現状適用されているダイカスト製品例と課題 

 
 

 
アルミニウム合金ダイカスト（1:竿掛け 2:門扉ユニット 3:花台ユニット）  

      
亜鉛合金ダイカスト                          銅合金ダイカスト  

(4,5,6:ドアレバー 7: 戸引手 8:引手)           (9:ドア鍵座，戸手 10:電磁弁) 

図 5-15 住宅建材及び住宅用設備関連で使用されているダイカストの例 

8

7 

6 

5 

4 

3

2

9

10 

1
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住宅用設備機器の分野においては、ガス機器や電気設備機器関係の部品への使用実績が

ある。しかし、水回り関係を中心にコスト的、耐食性面からプラスチック化が進んでいる。 

福祉関連機器の分野においては、ベッド関係の部品や手すり金具に使われる程度でダイカ

ストの使用実績は少ない。その理由として、福祉機器は他品種・少量生産もしくは単品で

の生産が多いため、課題にも挙げたようにダイカストの量産性のメリットが生かせない 

分野である。また、金属の熱伝導性が良いために直接人間の肌に接する部分に使う場合冷

たく感じることや、強度、品質面での信頼性が十分でないことから適用が進んでいない。 

 表 5-13 に住宅用建材・構造材、住宅用設備機器、福祉関連機器の各分野においてアンケ

ート並びにインタビューを通じて得られたニーズとそれに基づいて今後適用が考えられる

製品例を示す。（なお、適用製品例はすでに採用実績があるものも含まれている可能性があ

る。） 
 

表 5-13 各分野におけるニーズとダイカストの適用が可能な製品例 

 
 

住宅用建材・構造材におけるニーズには、高強度、軽量性、低コスト、リサイクル性、

デザイン性、耐久性などが挙げられている。ダイカストは表 5-9 に示したように軽量性、

低コスト、リサイクル性などに優れた特徴がある。また、鋳肌の平滑度や寸法精度に優れ

ており、アンダーカットを避ければ他の加工法に比較してデザインの自由度は高いものと

考えられ、デザイン性の要求される分野への適用が期待される。 

住宅用設備機器においては耐久性、耐熱性、保湿性、デザイン性、質感、安全性、軽量 

性、低コストなどのニーズがある。耐久性、耐熱性、安全性はプラスチックなどに比較し

て優れており、コスト面を検討すれば適用が拡大できるものと期待される。また、ケース

類やカバー類なども一層の薄肉化（現状で 0.6 ㎜程度まで可能）と一体化を組み合わせる

ことで用途拡大が期待できる。 

福祉関連機器においては軽量化、高強度、デザイン性、低コスト、抗菌性、耐久性などの

ニーズがある。特にMg合金ダイカストは実用合金中で最も密度が低く軽量化に適しており、

高強度、デザイン性などのニーズにも対応が可能である。したがって、車椅子や歩行器など

といった移動用介護機器の部品を中心に適用が期待できる。しかし、要介護者の体型や状況

に合わせた個別の仕様変更には対応が難しいので、標準化された部品に限定される。 
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５．２．６ 新しいダイカスト技術 

一般的なダイカスト（普通ダイカスト法と呼ぶ）の鋳造圧力は 30～100MPa と非常に高

く、また射出速度は 1～3m/s（ゲート通過速度 30～70m/s）と速い。したがって、他の鋳造

法に比べて極めて微細なミクロ組織が形成され、機械的性質に優れる。しかし、逆に高速

で短時間に充填・凝固を完了させるためにブローホールやひけ巣などの鋳造欠陥を発生し

易く、その特性を損なうことがある。そこで、鋳造欠陥の発生を抑制し、優れた特性を有

するダイカストを生産するために特殊ダイカスト法が開発された。  

 表 5-14 に特殊ダイカスト法の例を示す。スクイズダイカスト法は層流状態で溶湯を金 

型キャビティ内に充填し、高圧をかけて凝固させる方法でガス含有量が低く、ひけ巣欠陥

が少ない特徴がある。高真空ダイカスト法は、射出スリーブ内、ランナー内、金型キャビ

ティを真空度 10kPa 以下に減圧した後に溶湯を射出・充填する方法で、ガスの含有量を
5ml/100gAl 以下にできる特徴がある。PF ダイカスト法は金型キャビティ内の空気を酸素で

置換した後に溶湯を射出・充填して酸素と溶湯との反応により固体の酸化物を形成して瞬

間的に真空状態を作り出す方法である。セミソリッドダイカスト法は固液共存状態にある

固体結晶を粒状化することで、粘性の低い状態で金型キャビティに射出・充填する方法で、

凝固収縮量が少なくひけ巣が発生しにくい、粘性流動のためガスの巻き込みが少ない、潜

熱量が少なく金型寿命が長いなどの特徴がある。 
これらのダイカスト法で得られる製品品質は普通ダイカスト法に比較して鋳造欠陥が少

なく、またガスの含有量も 5ml/100gAl 以下と少ないことから T6 熱処理や溶接が可能であ

る。その結果、自動車の足回りなどの重要保安部品やボディ部品などがダイカストで生産

できるようになり、新たな市場が展開されつつある。 
 

表 5-14 普通ダイカスト法と特殊ダイカスト法の比較 

鋳  巣  欠  陥
ダ  イ  カ  ス  ト  法  

ひけ巣
ブロー

ホール

薄肉化 T6熱処理 溶  接  金型寿命

 普通ダイカスト法  × × ○ × × △ 

 スクイズダイカスト法  ○ ○ × ○ ○ × 

 高真空ダイカスト法  × ◎ ○ ○ ○ × 

 PFダイカスト法  × ○ ○ ○ ○ × 

 セミソリッドダイカスト法  ◎ △ △ ○ ○ ◎ 

評価 ◎：極めて優れる ○：優れる △：やや劣る ×：劣る 

 

したがって、表 5-9 で示した様な信頼性、熱処理・溶接性といった欠点を克服すること

で、住宅用建材・構造材、住宅用設備機器、福祉関連機器の各分野においても高品質で信

頼性の高いダイカストを提供できるものと考えられる。  

 ただし、表 5-9 に示したようにダイカストを生産するための設備コスト及び金型コスト

は非常に高く、小ロット生産への対応は非常に難しい。たとえば鋳造機の大きさにも依存
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するが、ダイカストの金型の平均価格は 2002 年で一組当たり約 340 万円である。また、ダ

イカストの製品の平均的な価格（金型コストを除く）は同 2000 年で 514 円/kg である。こ
れを基にダイカストの製品価格とショット当たりの金型コストを生産数量に応じて比較し

た結果を図 5-16 に示す。これより、ショットあたりの金型コストが製品価格を下回るため

には 1 万ショット以上の鋳造数がなければならない。一般的な金型で保証できるショット

数は 10 万程度であり、製品価格の約 6%程度になる。したがって、ある程度まとまったシ

ョット数が見込めない場合は、ダイカスト化が難しいことになる。もし、1 ショットあた

りの金型コストを低減することができれば、ロット数の少ない製品もダイカスト化が可能

になり、福祉関連機器などへの適用拡大が期待できる。  
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図 5-16 ダイカストの製品価格とショット当たりの金型コストの比較 

 

金型コストを低減する方法としては、 

①ユニットダイスの適用 

②多数個取り金型の適用 

③簡易金型の適用 

などの方法がある。①は標準のおも型にはめ合い寸法を同一にした入れ子を複数作製する

方法である。②の多数個取り金型は複数のキャビティを同一の入れ子内に形成し 1 ショッ

トで複数の製品を鋳造する方法である。同一の製品を複数キャビティに配置する場合を同

形多数個取り、異なる形状の製品を同一キャビティに配置する場合を異形多数個取りと呼

ぶ。③は精密鋳造や RP などを用いて型寿命は短いが安価な金型を製作する方法である。

簡易金型はこれまで研究された経緯はあるが、まだ実用的に使われておらず今後の開発・

実用化が期待される。  
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５．２．７ まとめ 

住宅用建材・構造材、住宅用設備機器、福祉関連機器の部品としてダイカストがさらに

適用範囲を拡大する可能性について検討した。その結果、合金ごとのダイカストの特徴を

活かすことで更なる用途が展開できそうである。また、最近開発・実用化が進みつつある

特殊ダイカスト法を活用することで従来のダイカストのレベルでは対応できなかった製品

への適用が期待できる。ただし、ダイカストはある程度まとまった製品数でないと対応が

難しく、今後小ロット生産に対応できる金型や鋳造設備の開発が必要になるものと考えら

れる。 
 

 

 
５．３ 塑性加工 

５．３．１ 塑性加工の分類と特徴 

 固体材料に形状を付与する加工法は、除去加工、付加加工、変形加工に大別できるが、

塑性加工は変形加工に属し、材料に外力を加え、外力を除いた後に材料に残る塑性変形を

利用して必要な形状を得る加工法の総称である。塑性加工は、機械加工と異なって材料組

織を切断しないという利点があるほか、一般に高能率・低コストで大量生産ができる、材

料歩留まりが良い等の特長があり、金属系材料の場合には鉄鋼材料や非鉄金属材料の板材、

管材、棒材、線材、型材、ブロック材等を製造する一次塑性加工と、一次塑性加工された

ものを被加工材料としてさらに塑性変形を加えて構造部材や機械部品にする二次塑性加工

に分類することができる。 

 一次塑性加工が鉄鋼メーカーや非鉄金属メーカーにおいて圧延、押出し、引抜き等の加

工法を用いて行われるのに対して、二次塑性加工は鉄鋼・非鉄金属メーカーの製品を受け

入れた企業において、二次的な圧延、押出し、引抜きや、スリッティング、ロールフォー

ミング等を加え、板厚、板幅、直径、断面形状等が所要の形状寸法の長尺材に仕上げたり、

鍛造・押出し、引抜き、板材プレス成形、パイプ成形、転造等の加工法を用いて、所要の

形状寸法の機械部品を作るために行われる。 

 材料を塑性変形させるために必要な応力(変形抵抗)や、割れや欠陥を生ずることなく変

形できる限界(変形能)は、材料の温度に大きく依存する。このため、目的に合わせて熱間

加工(材料を再結晶温度以上に加熱して加工)、温間加工(再結晶温度以下に加熱)、冷間加

工(室温のまま加工)が用いられる。塑性加工を用いて要求される仕様の製品を作るために

は、材料の特性だけでなく、加工機械や加工工具も含めた加工条件を適正にする必要があ

る。すなわち、加工機械に関しては、加工中の剛性が十分に高く、高精度の制御ができる

ことが必須条件であり、工具(金型、ロール等)についても、その形状・寸法・表面性状等

が製品に転写されるため、製品の仕様に合わせて適正に設計・製作する必要があり、また

生産量に見合った寿命を有することが必須条件である。さらに、工具と材料との間には高

い応力下で大きな摩擦が生じ、これが製品の品質・表面性状や工具寿命に大きく影響する

参考文献  
1)「DIE CASTING」日本ダイカスト工業共同組合(1999)  
2)「ダイカストって何？」日本ダイカスト協会(2003) 
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ので、工具の表面処理や潤滑条件も非常に重要である。 

 

５．３．２ 素形材産業における塑性加工の現状 

素形材産業において一般的に行われている塑性加工は、前記の各種加工のうち鍛造、金 

属プレス成形、パイプ成形、転造である。 

(1) 鍛造 

 鍛造には、ブロック状あるいは棒状の材料を少しずつ移動させながら単純形状の工具で

圧縮して鍛えつつ形状を整える自由鍛造、所要形状を彫り込んである上下一対の金型で材

料を圧縮して形状を付与する型鍛造、回転する型やロールを材料に押し付けて形状を付与

する回転鍛造があり、また材料の温度によって熱間鍛造、温間鍛造、冷間鍛造に分けられ

る。用いられる加工機械はハンマーやプレス機であり、動力源により機械式、油圧式、水

圧式、空圧式に分類される。 

 鍛造加工で作られる製品のうち、熱間自由鍛造で作られる大形の製品(材料は鉄鋼)は鍛

鋼品と呼ばれ、年間 57 万トン生産されている。用途別では最も多いのが自動車用で約 20

万トン(35％)を占めており、ついで船舶用が 6 万トン強、型用、発電機器用がそれぞれ 5

万トン強と約 10％ずつである(表 5-15)。 

 

表 5-15 鍛鋼品の生産量 

 

 

鍛造で作られる中小型の製品(材料は鉄鋼、アルミニウム等)は鍛工品と呼ばれ、年間生

産量は約 210 万トンで、生産金額では 4,500 億円に達している(表 5-16、図 5-17)。 
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材料別では、鉄系が 206 万トン(98％強)と圧倒的に多く、アルミニウム系はまだ 4 万ト

ン(2％)弱である。鍛造方法別では、熱間鍛造が 197 万トン強(約 94％)を占めており、冷

間鍛造はまだ 12 万トン強(約 6％)に過ぎない。しかし、鉄系の鍛造では冷間鍛造が 5％程

度であるのに対して、アルミニウム系では冷間鍛造が 28％を占めており、変形抵抗が小さ

く鍛造時の負荷が少ないアルミニウム形材料の鍛造には高精度の製品が得られる冷間鍛造

が広まっていることが分かる。鉄系の熱間鍛造では型鍛造が約 160 万トンと約 77％を占め

ており、自由鍛造は 10 万トン(5％)強、回転鍛造(リングローリング)が 22 万トン(10％)

強である。 

鍛工品の用途はやはり自動車用が 142 万トン(約 68％)と最も多く、ついで産業機械・土

木建設機械用が 43 万トン強(約 20％)である。 

 

表 5-16 鍛工品の生産実績(平成 15 年) 
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図 5-17 鍛工品の生産動向 

 

鍛造には材料を鍛えることにより強度等の特性を向上できるなどの長所があるが、型鍛

造の場合は、特に材料と型の間に衝撃的な大きな応力が加わり、摩擦も厳しいこと、熱間

鍛造では材料の熱が金型に伝わることから、金型の寿命が短くなるのが大きな問題である。

鍛造時の材料流動や温度状況のシミュレーション、3 次元 CAD による金型形状の設計、表

面処理の最適化、潤滑剤の選定によって改善を図る努力が続けられており、解決された事

例も徐々に増えているので、従来製品と類似形状の新製品に関しては、納期の短縮、コス

ト低減がある程度実現しているといえる。 

(2) 金属プレス成形 

 金属板材のプレス成形には、せん断(打抜き、穴あけ)、曲げ、絞り、張出し等、各種の

成形法があり、総生産額は年間約 9,400 億円に達している(表 5-17)。用途別で最も多いの

はやはり自動車用で 6,370 億円(約

68％)と圧倒的な比率を占め、ついで

電機・通信用が 946 億円(約 10％)、

事務用が 498 億円(5％強)、産業機械

用が 300 億円(3％強)であ 

り、今回の調査対象に関連する用途

である厨暖房用は 285 億円(3％)、家

具・建築用は 158 億円(2％弱)に過ぎ

ない。 

 プレス成形の場合は、鍛造の場合

に比べて、要求される製品形状が複

雑であり、精度も厳しいので、金型

の形状・寸法を一段と高精度に作ら

なければならない。特に、曲げ、絞

表 5-17 金属プレス成形の生産額 
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り、張出し成形の場合は、上下の金型間で加圧して材料に形状をいったん付与しても、圧

力を取り除くと形状が少し戻る“スプリングバック”現象があるため、金型の設計に当た

ってはそれを見込んでおく必要がある。スプリングバックを含んだ材料変形のシミュレー

ション、3 次元 CAD による設計で解決を図る努力が続けられており、データベースの構築

も進んでいるので、従来製品と類似の製品に関してはコスト低減、納期短縮が実現してい

る実例がかなりある。 

 金属薄板材料から小物の複雑形状部品をプレス成形で作る場合には、せん断(打抜き、穴

あけ)、曲げ、絞り、張出し、トリミング、切落とし、さらにはかしめ接合等、異なる成形

をする金型を複数個組み込んだ金型(順送型)を 1 台のプレス機械に取り付けて、一定幅の

材料(フープ材)をプレス機械の一方から各成形金型に順番に送り込み、他方から出てくる

時には複雑形状部品が出来上がっているということが実現可能である(図 5-18 参照)。 

 

 

図 5-18 金属板材プレス成形による自転車フレーム継手(ハンガーラッグ)の製作 

 

プレス機械にも毎分数千ストロークという高速・高精度のものがあるので、非常に生産

性が良く、生産数は鍛造に比べると桁違いに多く、数百万個はもちろん、小物部品では数

千万個以上になることも頻繁にある。したがって、製品 1 個当たりの単価は非常に安いの

が一般的である。また、鋳造品や鍛造品に比べて部品重量を大幅に軽減させることが可能

であるため、省エネルギーのために鋳造や鍛造から金属薄板のプレス成形に変更される例

も多い。ずっと以前にわが国に導入されて以来、精密な打抜き法として用いられていたフ

ァインブランキングも、プレス成形と冷間鍛造を組み合わせた成形ができる方法として再

認識されており、今後改めて普及する可能性がある(図 5-19 参照)。 
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 しかし、ファインブランキング等の

高精度プレス成形によって高精度の製

品を作るための金型は非常に高価にな

るので、大量生産でないと製品単価が

高くなってしまう。近年、工業製品の

商品寿命が徐々に短くなっており、か

つての少品種大量生産から多品種中少

量生産に移行するのに伴って、金型の

高価格と納期が問題となった結果、金

型の設計・製作・熱処理等に関するさ

まざまな試みがなされ、また光造形法

等を活用した金型の迅速設計・製作法

も提案されて、実用化・普及も進展しつつある。 

 プレス機械に関しても、従来はどちらかというと加圧装置として位置付けられ、製品精

度は金型で出すという考え方であったが、近年はプレス機械の精度(静的精度、動的精度)

が良くなり、特に動力源である電動モーターの制御特性が格段に向上した結果、サーボモ

ーターによってラムの動きを自由に制御したり、金型やプレス機械に加わる偏芯負荷によ

る精度低下を補正できるプレス機械が出現して、急速に現場に普及しつつある。したがっ

て、今後はさらに各種の高精度複雑形状部品がプレス成形で作られるようになるものと思

われる。 

(3) パイプ成形 

 金属パイプは、従来は押出し加工あるいは引抜き加工で作られた真っ直ぐな長尺材を所

要の長さに切断して用いられるのが一般的であり、せいぜい 2 次元曲げ成形が加えられる

程度であったが、近年軽量化の要求もあって用途が広がり、また形状もさまざまなものが

要求されるようになってきた。そのため、パイプの成形にも複雑な 3 次元曲げ成形や張出

し(バルジ)成形等が求められるようになった。 

 特に張出し成形は、かなり以前に自転車のフレームの継ぎ手部品を作るのに、円筒パイ

プに内圧(液圧)と軸圧縮力を加える方法(液圧バルジ成形法)が我が国で開発され実用化・

普及していたが、近年自動車ボディーの軽量化の手段として注目され、“チューブハイドロ

フォーミング”という新たな名称で複雑断面形状を持つ部材の成形に用いられるようにな

り、急速に普及している(図 5-20 参照)。パイプ材は肉厚の均一性がそれほど良くなく、ま

た板材に比べて一般に高価格であるため、厚さが均一な板材を切断し、曲げて溶接したパ

イプ状の被加工材料をハイドロフォーミングすることで、コスト低減を図ることも普及し

てきた。 

 今後、省エネルギーを目的とした軽量化のために、パイプの用途はますます増えること

が予想され、それに伴ってパイプ成形もさらに多様化するものと思われる。 

 

 

図 5-19 ファインブランキングで加工した高精度の

3 次元形状を持つ機能部品 
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図 5-20 チューブハイドロフォーミングの工程 

 

(4) 転造 

 転造は、棒材から各種の軸状部品を作るために、棒材の周囲に 2 個あるいは 3 個の回転

工具(ローラー)を押し付けて材料流動を生じさせ、所要の形状にする方法であり、回転工

具の外周に形成されている形状が棒材に転写される。転造は以前から段付き軸、歯車等の

製作に用いられていたが、近年になって従来は切削加工でしか作れなかった特殊ねじ等、

かなり複雑形状で高精度な部品の成形ができる転造機も開発され、生産性が良く、材料の

無駄も少ないことから用途が広がっている。 

 古くから使われてきた“へら絞り”は、円板をへらやローラーで型に押し付けることに

よって容器状の部品を成形する転造であり、現在は最先端技術の結晶である宇宙ロケット

の先端のコーン部品等を作るのにも用いられているが、これを発展させた“フローフォー

ミング”、さらには円筒容器状の外周に転造でさまざまな凹凸形状を付与して自動車用部品

を作る方法も実用化している。 

 今後、転造はさらに多方面で用いられるようになると思われる。 

 

５．３．３ 住宅・住宅設備機器・福祉機器分野での塑性加工品の用途 

 住宅メーカー、住宅設備機器メーカー、福祉機器メーカーを訪問し、インタビューを行

った結果並びに文献・カタログ等から得られた情報を基に、塑性加工品の使われている状

況をまとめると、以下のようになる。 

(1) 住宅 

 住宅用建材・構造材に用いられている塑性加工製品としては、まず鉄骨・鉄筋があげら

れる。しかし、これらは一次塑性加工製品であり、素形材産業における製品とはいえない。

鉄骨構造の柱と梁を連結する部材や鉄骨を固定するボルト・ナット類、また木造住宅で柱

と梁の結合部分を強化するために最近用いられる補強用部品は鉄系の二次塑性加工部品で

あり、素形材産業において作られる鍛造品あるいはプレス成形品である。 

 ベランダの手すりや雨樋も塑性加工製品であるが、これらは押出しやロールフォーミン
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グで作られる一定の断面形状の長尺材を所要の長さに切断して使用されるものであり、素

形材産業の製品とはいえない。また、窓のサッシやシャッターもアルミニウムの押出し材

あるいは鉄系の押出し材やロールフォーミング材を切断して組み合わせた製品であり、素

形材産業の製品とはいえない。しかし、金属製のドアとなると、押出し材のほかに板材の

プレス成形品が加わってくるようになり、ドアのノブや錠になると鍛造品も使われている。 

 以上の例のように、住宅用の建材・構造材に用いられる塑性加工製品は多いものの一次

塑性加工製品が大部分であり、素形材産業の製品はむしろ少ないといえる。 

(2) 住宅設備機器 

 この分野になると、素形材産業での製品、特に金属板材のプレス成形品が非常に多い。

すなわち、厨房設備機器を見ただけでも流し台、各種調理機器、湯沸かし器、冷蔵庫等、

数多くの設備機器が金属板材のプレス成形部品で構成されていることが分かる(図 5-21 参

照)。また、表面からは見えないが、内部にある熱を帯びる主要部品には小物の鍛造品がか

なり使われており、小物精密部品の多くは精密プレス成形品である。冷暖房機器、洗濯機、

音響機器等の家電製品にも、厨房設備機器と同様に金属板材のプレス成形部品や小物鍛造

品が数多く使われている。 

 

 

図 5-21 プレス加工製品と家電厨房製品 

 

 高齢化社会を迎えて、住宅の構造や住宅設備にも高齢者への配慮がなされるようになっ

ている。例えば、部屋の間や玄関の段差を無くしたり、階段、廊下に手すりを付けたり、

浴室やトイレに支え棒を付けたり、さまざまな工夫がなされるようになった。しかし、他

方では手に触れた際の感触を良くするために、金属材料からプラスチックあるいは木製へ

の変更が進んでいる例もある。 

 ホームエレベーターの設置も増えており、金属製構成部品が数多く使われているが、鉄

骨構造材は圧延された型鋼なので一次塑性加工製品であり、かご部分は金属板材をプレス

ブレーキ機やパンチングプレス機等で成形(せん断、直角曲げ)したものである。 

 

①ステレオ  
②テレビジョン  
③冷蔵庫  
④電子レンジ  
⑤湯沸器  
⑥流し台  
⑦蛍光灯  
⑧電気釜  
⑨換気扇  
⑩ガスレンジ  
⑪洗濯機  
⑫トースタ  
その他 金属食器類 冷暖房器など 
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(3) 福祉用機器 

 高齢者や障害者のための福祉機器も近年急速に増えている。最も普及している福祉機器

は車椅子であろうが、車椅子のフレームは多くの場合アルミニウムのパイプ材で構成され

ている。パイプ材の外形・肉厚・断面形状はさまざまで、アルミニウムパイプのメーカー

に発注しているが、購入後に車椅子メーカーが行う加工法としては、パイプを所要の長さ

に切断し、設計にしたがって 2 次元曲げ成形をし、溶接で組み立て、所定の位置に穴をあ

ける程度である。3 次元曲げ成形機を備えているメーカーもあるが、ほとんど使われてい

ないようである。軽量化を図るために、金属材料からプラスチックに変更された部品もか

なりあり、他方では優しさを求めて木製フレームにした製品も発表されている。 

 リハビリ用の各種機器もフレームは軽量化のためにアルミニウムパイプ製であるが、車

椅子と同様に素形材技術が大いに活用されているわけではない。 

 階段昇降機も徐々に普及してきたが、直線型昇降機の場合、レールはアルミニウムの押

出し材やロールフォーミング材であり、素形材といえる部品はチェーンラック部品、チェ

ーンラックと噛み合うピニオン(スプロケット)、レールを保持する支柱(ブラケット)等で

あり、鍛造や板材プレス成形で作られている。一方、曲線型昇降機の場合は、レールにア

ルミニウム製パイプが用いられており、曲線状に成形するために特殊な 3 次元曲げ成形機

が使われているとのことである。 

 なお、階段昇降機の電動部分には当然モーターや減速機があり、これらの部品の製作に

鍛造あるいはプレス成形が用いられているのはもちろんである。 

 

５．３．４ まとめ 

 塑性加工の分類と一般的特徴から始め、わが国の素形材産業において行われている塑性

加工、ついで住宅・住宅設備機器・福祉用機器分野での塑性加工品の用途について概説し

たが、これですべてを網羅しており、またこれが最新状況であるとは断言できない。各塑

性加工の方法・技術は常に改革・改善が行われているが、他の加工法との競争も厳しく、

いつ取って代わられるかも知れない状況であるからである。 

 
５．４ プラスチック用金型 

５．４．１ プラスチック製品の現状 

住宅建材や住宅設備機器には多くのプラスチック製品・部品が使用されており、そのプ

ラスチックの種類も多岐にわたる。プラスチック製品は、熱可塑性プラスチックと熱硬化

性プラスチックに大別され、どちらかといえば熱硬化性プラスチックが多い。熱硬化性プ

ラスチックは、主にキッチン、浴室等の水廻りや配線器具等、耐熱性、耐久性が要求され

る部位に使われる。ここでは、需要の大きい製品や特長ある製品を中心に、熱可塑性プラ

スチックと熱硬化性プラスチックに分けて説明する。 
(1) 住宅建材・住宅設備機器に用いられるプラスチック 

① 熱可塑性プラスチック 

住宅建材は、主に木質建材、石膏ボード、タイル、壁紙等で構成され、プラスチックが
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メインとなる製品は少ない。その中で、熱可塑性プラスチックには、塩ビ配管、プラスチ

ック雨樋が古くから使用されている（図 5-22）。最近ではエアコン機器のダクトカバーに

使用されている（図 5-23）。 
 

     

 
 
近年、木質廃材と熱可塑性プラスチックを成形材料としたウッドプラスチックが開発さ

れ建材に使用されている。この木質・プラスチック複合材は、木質廃材やプラスチック廃

材のリサイクル利用というだけでなく、木質ボードに比較して耐久性、加工性に優れるメ

リットがある。主な用途は、ベランダやウッドデッキのデッキ部材や、プラスチックに木

質感を付与した造作部材である（図 5-24）。新たに、ウッドプラスチックの薄板を活用し

たフローリングが上市された。厚さが 1.5 ㎜の極薄で、既存のフローリングに上貼りでき

るリフォーム向けフロア材である（図 5-25）。 
 

      
 
 
 
 住宅設備機器において、小物のプラスチック部品は多く用いられているが、大型プラス

チックは限られる。代表的なものとして、近年普及した温水洗浄便器や化粧洗髪ができる

洗面化粧台があり、それらの便座・便蓋、及びミラーキャビネットには熱可塑性プラスチ

ックが用いられている（図 5-26、5-27）。その他、居室の照明器具カバー、浴室天井材パネ

ル、家庭用エアコン躯体等がある（図 5-28）。 

屋外 室内 

図5-22 プラスチック雨樋（軒樋、縦樋）
松下電工㈱提供 

図5-23 エアコン機器のダクトカバー 
    松下電工㈱提供 

図5-24 ウッドプラスチック押出材 

（デッキ部材 他） 松下電工㈱提

図5-25 ウッドプラスチック製フロア材の施工 
松下電工㈱提供 
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② 熱硬化性プラスチック 

熱硬化性プラスチックは、主に住宅設備機器の水廻り部材やコンセント等の配線器具に使用

される。浴室は、在来方式のタイル床、モルタル施工から、ルームインルームのユニットバス

に代わり、浴槽、床パン、天井材等の部材は耐久性、寸法安定性、耐熱性に優れるプラスチッ

図 5-27 洗面化粧台のミラーキャビネット

（鏡の裏面側）、洗面ボウル一体カウンター
松下電工㈱提供 

図 5-28 居室の照明器具カバー 
松下電工㈱提供 

図 5-26 温水洗浄便座・蓋、トイレカウンター
松下電工㈱提供 

図 5-29 ユニットバスルーム 
松下電工㈱提供 

図 5-30 ユニットバスの浴槽、浴槽パン、

床パン部材 
松下電工㈱提供 

図 5-31 システムキッチンの人造大理石

        カウンター、カップボード 
松下電工㈱提供 



 112

ク成形品が多く用いられている（図 5-29）。また、床パンは高剛性・経済性に優れる FRP 製が

多く、浴槽は、ほうろう浴槽やステンレス浴槽に代わって、人造大理石浴槽、FRP 浴槽が普及

している（図 5-30）。特に、近年は給湯器が普及して追い炊き釜方式が少なくなったことから、

熱可塑性樹脂のアクリル板を表面層に使用したアクリル真空成形浴槽が増えている。一方、需

要拡大しているシステムキッチンでは、人造大理石製カウンタートップが唯一の大型プラスチ

ック成形品である。従来、カウンタートップにはステンレスが使われていたが、意匠性に富む

人造大理石製品が増加している（図 5-31）。また、洗面化粧台にも、人造大理石製カウンターや、

プラスチック製ボウルとカウンターが一体の成形品が増えている（図 5-27）。 
(2)  その成形

法と金型 

 住宅建材、住宅

設備機器に使用さ

れるプラスチック

製品・部品を記し

たが、同じ用途で

も意匠性や経済性

から多種の成形法

が用いられる。成

形法から分類した

ものを表 5-18 に

示す。 

 

 

① 熱可塑性プラスチック 

熱可塑性プラスチックの成形は、射出成形、押出成形、ブロー成形、真空成形があり、

射出成形、及び押出成形が多い。射出成形品には、洗面化粧台のミラーキャビネットがあ

り、寸法も幅 800 ㎜×高さ 1,000 ㎜×幅 120 ㎜と大型化している。これらに対応するため

にガスアシスト成形、発泡成形などが用いられる。 

 押出成形は、異種材料の多層押出や、フィルムラミネート等を活用した、高耐候性のプ

ラスチック雨樋、エアコンダクト用のカバー、並び

にリサイクル塩ビ材を芯材に使用した塩ビ配管など

に用いられる。また、ウッドプラスチックは異形押

出のデッキ材と T ダイからのシート押出がある。押

出金型の特長は比較的安価なことである。 

 ブロー成形は、中空構造の成形が特長で、今は少

なくなった太陽熱利用の集熱パネルや、中空部に断

熱材を充填した浴室天井パネルや浴槽エプロンに用

いられる（図 5-32）。金型は発泡圧力に耐えるアル

表5-18 住宅建材、設備機器に使用されているプラスチックとその成形方法

 
図 5-32 浴室天井パネル断面図 

松下電工㈱提供 



 113

ミ型が使われる。 

 真空成形は、熱可塑性樹脂シートに熱を加えながら賦形する方法で、照明器具カバーや、

アクリル真空成形浴槽に用いられる。この真空成形浴槽は、数ミリのアクリルシートを真

空で賦形し、裏面バックアップにはガラス繊維ハンドレイアップ、RIM 成形、注型のいず

れかを用いた複層成形品である。真空成形型には主にアルミ金型が用いられる。 

② 熱硬化性プラスチック 

 熱硬化性プラスチックの成形には、圧縮成形、注型、ハンドレイアップ成形、RIM 成形

があり、水廻り部材の大型成形品が多い。以前は、ハンドレイアップ成形、スプレイアッ

プ成形が主であったが、現在

では特殊サイズ品や小ロット

品を除いて、生産性の高い圧

縮成形に変遷してきた。浴室

の床パンや FRP 浴槽は、SMC

材料を使用し、高温・高圧条

件の圧縮成形で造られる。床

パンと浴槽が一体構造の、寸

法が 1,600㎜×2,100㎜となる

大型成形品もある。圧縮成形

は、高温・高圧成形条件（温度は 130～150℃、圧力は 50～70kgf/cm2）で生産性は高いが、

数千トン能力の大型油圧プレス、及び数十トンの重量となる金型等の投資コストが大きく、

少品種大量生産に適する成形法である。 

成形品は小物でも、必需品であるコンセントや分電盤内の漏電ブレーカーも圧縮成形で

造られる（図 5-33、5-34）。 

注型は、樹脂材料を常温で注入し加熱硬化する冷熱サイクル成形である。板状の人造大

理石カウンター、三次元形状の浴槽、洗面ボウル一体カウンター等がこの方式で造られる。

圧縮成形でも同様の製品はあるが、樹脂材料の違いにより成形法が分かれる。一般に、注

型は、透明性や大理石・御影石調などの意匠特性を持たせるため、ガラス繊維を含まない

アクリル樹脂やエポキシ樹脂を主成分にした成形品（人造大理石）に多く用いられている。 

三次元形状の製品は電鋳型が適する。電鋳型は 5 ㎜厚程度のニッケルメッキ層を形成し、

そのメッキ層に銅配管を溶接する構造で、ニッケルは耐食性や熱伝導率に優れるため、ア

クリル樹脂材料や冷熱サイクル成形に適する。カウンター等の板状製品は、通常の金型を

用いて、加熱用配管は金型表面近傍に、約φ15 ㎜の貫通穴を多数設ける。注型は、中温・

低圧成形条件（温度は 80～90℃、圧力は常圧～数 kgf/cm2）により、金型及び設備コスト

は圧縮成形と比べて小さく、多品種中量生産に適する成形法である。 

 RIM 成形は、二液を反応させながら注入する反応射出成形で、プレフォームしたガラス

繊維内に注入する場合もある。製品には浄化槽や浴槽パンがあり、従来浄化槽は SMC 圧

縮成形で造られていたが、薬品に強く、軽くて割れにくい熱硬化性ジシクロペンタジエン

を主成分とした成形品に代わった。ジシクロペンタジエンは医療機器のハウジングや建機

図 5-33 コンセント類 
松下電工㈱提供 

図 5-34 漏電ブレーカー 
松下電工㈱提供 
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のカバーに展開はあるが、塗装が必要なことから浴槽の下の浴槽パン、洗面ボウルに限ら

れる。RIM 成形も中温・低圧成形条件（温度は常温～80℃、圧力は常圧～数 kgf/cm2）で、

電鋳型が主に用いられる。 

 
５．４．２ 今後の素形材、材料への提言 

(1) プラスチック化の進展 

近年、水廻り設備を中心に、新規製品の温水洗浄便座、及びステンレスや衛生陶器の代

替としての浴槽、キッチンカウンター、洗面カウンター等が、意匠性や二次加工性の良さ

からプラスチック化が進展してきた。現在も、ステンレスシンクの樹脂化やウッドプラス

チックのフロア材への展開など新たな用途にも取り組まれており、住宅設備機器の広範囲

にプラスチック化が進んできた。今後、リサイクル性、廃材利用等の視点や軽量、断熱性

の特性を活かして屋根材、外装材、及び内装材への展開が期待される。そのためには、難

燃性や耐候性の改善、及び塗装レスでの意匠性や防汚・防黴の表面特性を有する材料・成

形法の改善が望まれる 
(2) 熱可塑化とリサイクル 

水廻りで使用するプラスチック製品は比較的大型で量的にも大きいため、再資源化の観

点からリサイクル容易な熱可塑性樹脂への代替が要望されている。しかし、前述のように、

熱可塑性プラスチックは、PS 発泡浴室天井、PTT 樹脂の洗面ボウル、PP 発泡浴槽パンが

散見するに過ぎなく、リサイクル観点よりもデザイン性や断熱性目的での代替である。今

後、給湯器普及に伴い耐熱性要求は低くなり熱可塑化の可能性が高くなるが、リサイクル

観点からは、ガラス繊維補強を必要としない高い剛性、塗装等の二次加工を必要としない

意匠性、傷が付きにくい高い表面硬度、並びに経済性を有する材料・工法が望まれる。 
FRP 製品のリサイクルは、法規制やグリーン調達の強まりから、業界一丸となり取り組

んでいるが、セメントの原燃化などカスケード型リサイクルに止まっている。今後、使用

済み FRP を再利用したユニットバスへの水平リサイクル展開などには、ガラス繊維と樹脂

分を分離回収する技術や再利用の成形技術などの実用化が望まれる。 

(3) ハイサイクル化  

ハイサイクル化はすべての成形において要求される課題である。特に大型設備・金型が

必要な射出成形、圧縮成形、並びに一部の注型ではサイクル時間が製造コストに大きく影

響する。現在、射出成形では、ウエルドレス、転写性向上を目的に冷熱サイクル成形が採

用されている。又、注型は成形条件そのものが冷熱サイクル成形であり、何れも、サイク

ルの迅速化が課題である。冷熱サイクルの迅速化は、金型材料面では熱伝導の高い材料の

経済的実用化と、温度制御面では部分的な温度制御技術の実用化が望まれる。部分的温度

制御には、製品の三次元形状に沿った熱媒体通路の加工や熱媒体温度設定の細分化などが

考えられる。特に、重合反応の反応熱の影響が大きい注型では、この部分的加熱制御技術

が大きな課題である。 
SMC 圧縮成形は、SMC 材料に空気を含んでいることから、キャビティ内のエア排出の

迅速化とリブ・ボスでの欠肉、ボイドを防止する通気性型材料が望まれる。 
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(4) 高機能化 

プラスチックへの柄付けは、浴室の床パンでは加飾シート一体成形、人造大理石カウン

ターなどのグラニット柄は柄材の練り込みが行われているが、加飾シート成形は平板、練

り込み方式は全体が同一柄とデザイン的に制約がある。特に、浴槽と床パンが一体となっ

た大型成形品では、部分的な意匠付け等のデザイン自由度が必要なことから、立ち面のア

ンダーカット形状のデザインや三次元の加飾成形が可能な金型構造が望まれる。 
水廻り製品は、常に漂白剤、毛染め剤等の薬品や石鹸垢、水垢、黴等の汚れに晒される。

特に洗面・浴室では、整髪剤や毛染め剤の汚れと水垢付着、キッチンでは食品汚れと水垢

付着の汚れ課題があり、今後、これらの汚染物に対応できる材質、表面緻密化、並びに光

触媒等の積極的な汚れ防止技術が望まれる。 
(5) 型製作技術の拡大 

市場の多様化したニーズに対応するために、最新の技術を盛り込んだ新製品が次々と開

発されている。それに伴い、開発スピードが重要となり、従来よりも短期間で設計品質を

確保し、生産体制を立ち上げるとともに、それらに関わるコストも最小限に抑えることが

望まれている。金型製作においては従来の切削、放電、研削加工などの手法に限られてお

り、金型の製作コスト、期間の短縮が課題となっている。  

近年、光造形や金属光造形などによる低コスト、短納期の金型製作法が提案され、家電

製品などに適用されつつある。しかし、住宅設備機器などに適用するには金型寿命や加工

サイズの課題から適用できる範囲に制限がある。今後、光造形法や金属光造形法を含めた

新しい金型製作技術開発に期待したい。 
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おわりに 

 

 本調査研究は、高齢化社会を迎えてますます重要になっている人間と環境にやさしい住

宅、住宅設備機器、福祉用機器を対象に、それらの市場動向、建材・部材、設備・機器の

現状と今後の方向を調べ、また構成する機械部品類が製作される過程で使われている素形

材技術を調べることにより、今後素形材技術が一層活用される、あるいは新規に用いられ

る可能性、そのために解決すべき課題等を抽出して、今後素形材産業が積極的に取り組む

べき開発課題や方向を提言することを目指して実施された。しかしながら、限られた時間

および人員の調査では、おのずから限界があったことをご了解いただきたい。 

 調査では、まず各委員がそれぞれ自分の専門分野を担当して文献・統計資料・実務経験

等を基に市場動向、素形材利用の現状と今後の可能性について調べた。また、住宅、住宅

設備機器、福祉機器のメーカーを対象にアンケート調査も行ったが、残念ながら回答率は

予想したほど高くはなく、特に素形材関連の設問に対する回答の内容が期待していたレベ

ルに到達しないものがかなりあった。これはアンケート先の担当者が素形材に関する知識

を十分に持っていないためと思われるが、趣旨説明も不十分だったのではないかと反省し

ている。その後、委員が住宅、住宅設備機器、福祉機器のメーカー数社を訪問して、素形

材技術と調査趣旨を説明し意見交換を行ったところ、有益情報が数多く得られた。 

 さて、本年京都議定書が発効し、また EU の RoHS 指令も来年の実行が決まっており、

これらの対応策が各企業で検討されている。今回の調査対象であった住宅、住宅設備機器、

福祉機器に関しても例外ではなく、用いる材料や製造技術等に今後大きな変革が起こる可

能性がある。すなわち、現在機器や部品の製造に使われている素形材技術が他の技術に替

わること、逆に素形材技術が新領域に進出することも十分あり得るのである。 

 このような状況を考えると、素形材に関連する企業・研究者・技術者は、今後必要に応

じて産学官の有機的連携を保ちながら、常に素形材技術の改良と新製品の開発を目指して

努力する必要があるが、すでに新しい技術の芽もかなり多く出てきているように思われる。

また、鋳造、ダイカスト、鍛造、プレス成形、粉末冶金等を統括する単語として「素形材」

がまだ定着していない分野もあることを考えると、すでに定着している従来からのユーザ

ーに対して素形材の最新技術と新たな用途の可能性を大いに PR するとともに、未定着の
潜在的ユーザーや一般の人達に対して素形材の特長や技術の素晴らしさ、大切さを理解し

てもらえるように分かり易く説明する努力も必要である。このことは、今回の調査におけ

るアンケート結果やメーカー訪問での意見交換から強く感じたことである。 

 最後に、今回の調査にご協力いただいた住宅、住宅設備機器、福祉機器関連の各種団体

および企業、施設等、並びに委員各位に心から厚く御礼申し上げる次第である。 
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■ 資料-1 アンケート調査の概要 
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資料－１   
アンケート調査の概要 

 
 
住宅建材、住宅設備機器、福祉関連機器の各産業分野の実情及び素形材使用に関するアンケ

ート調査を平成 17 年 1 月にそれぞれ実施した。調査対象は、ゼネコン・住宅メーカー・建材

メーカー、住宅設備機器製造メーカー、福祉関連機器製造メーカー及び福祉施設（リハビリセ

ンター）である。それぞれの専門部署に対して、各社・団体が扱っている建築物、設備機器・

福祉関連機器製品等における「素形材」の使用箇所、または今後の使用可能性等について主に

自由記述方式で回答を得たものである。 

すなわち、本アンケートの趣旨は、各社・団体毎の素形材に関する使用傾向等を定量的に計

ることを目的としておらず、各分野への素形材の使用に関する現状把握と素形材製品への代

替・同技術の普及の可能性を検討する資料を収集すべく、記述による回答を得ることを第一義

とした。 

アンケート調査票は、住宅建材・建築用、住宅設備機器用、福祉関連機器用（機器メーカー

用と福祉施設用の 2種）にそれぞれ作成し、無作為に計 600通郵送した。回答社・団体数は 43

件（住宅・建材：15社、住宅設備機器：9社、福祉関連機器：8社、福祉施設 11所）で、これ

らのデータを整理・分析した。アンケート結果の詳細は資料-2に、アンケート調査票は資料 3

に記載する。 

 

(1) 住宅用建材・構造材調査アンケート結果概要 

1) 共通分野についての回答 

ここでは、住宅用建材・構造材に係る全企業に共通する分野についての質問を行った。主な

質問内容については、一般消費者（顧客）の住環境に関するニーズを中心について各メーカー

が感じ取っていることを聞いている。 

結果をみると、全般的に住宅に求められているのは「高齢化対応」、「快適性（遮音性、間取

り自由設計等）」、「安全性（耐震・免震、耐火、防犯等）」が挙げられている。また「省エネ」

についての関心も高まっている。特に高齢化対応では、床等のバリアフリー化、手すり設置に

よって対応するとの回答が大半であった。 

また省エネ対応については、概ね太陽光利用等による自然エネルギーを獲得することと、壁

材等の断熱効果を利用した冷暖房効率向上ほかエネルギーコスト削減を目指すことの 2つの対

応に分類された。 

また環境対応としてリサイクルしやすい住宅設計、構造材・建材についての質問では業種毎

によって様々な回答が得られたが、建材メーカーでは金属材料（アルミ）を使うことによるリ

サイクル性の向上、共通モジュール（規格）品の多用等を挙げ、ゼネコンからは今後、解体容

易な住宅について環境調和型設計を前提に建設する可能性が示唆された。 

 

2) 新築住宅についての回答 



 ここでは、新築住宅及び建材を扱う企業に対して質問を行った。その中で「素形材」を使用

している箇所、部材・部品等についての回答では、手すりの基礎金具、窓枠や手すり等の連結

部材、サッシ類、ドアノブ・ハンドル類、バルコニーの柵材（手すり）、装飾・景観品等が挙

げられ、材質はアルミ、ステンレス等であった。製法としてはダイカスト品や押出成型品、プ

レス品、鋳造等であった。 

 

3) リフォームについての回答 

 ここでは、リフォームを扱う企業に対して質問を行った。まず顧客からのリフォーム依頼の

多い箇所については、「外壁の補修等」、「室内」では水回り（キッチン、トイレ、洗面所、浴

室等）が挙げられた。 

 またリフォーム用材料について、「素形材」が使用されている箇所、材質、製法を聞くと、

パネル取付金物や枠材の連結部、バルコニーの柵材（手すり）等が挙げられ、材質はここでも

アルミ、ステンレスが中心であった。製法はダイカストや鋳物、プレスであった。尚、素形材

への代替が可能な材料はあるかとの質問については、逆にステンレス材から人工大理石へ代替

したい意向があるといった厳しい意見があった。 

 

(2) 住宅用設備機器調査アンケート結果概要 

ここでは、住宅用設備機器を扱う関連メーカーに対して質問を行った。主な質問内容は、ま

ず各社の主要製品について聞き、それらについて製造技術面、製造コスト面、購入コスト面か

ら、課題点等を回答してもらった。また、その製品の中で素形材の使用箇所や、今後の代替の

可能性についても回答されている。 

代替可能性について例示すると、キッチンや洗面部について、材質を樹脂やステンレス、ア

ルミ等に、製法をプレス、インジェクション等へ変更することや、テーブルコンロのバーナー

キャップを黄銅の鋳造品からアルミダイカストへの変更の可能性について示唆されている。 

また、プラスチック材に比べて、リサイクル性の高い金属材料を製品等に使用する際の課題に

ついて聞いている。ここではデザインの自由度の高さについて評価されたものの、樹脂類と比

べて「コスト」、「重量」の課題や、金属が持つ「冷たさ」や「金属音」が人に与える感性につ

いても言及された。 

このほか人間と環境に優しい住宅設備機器の開発についての質問では、省エネ製品やユニバ

ーサルデザイン、また快適性の向上を狙った機器類の開発について回答されている。 

 

（3）福祉関連機器アンケート調査結果 

 

1）福祉関連機器調査アンケート結果概要 

ここでは、福祉用具、医療用具等を扱うメーカーに対して質問を行った。主な質問内容は、

まず各社の主要製品について聞き、それらについて製造技術面、製造コスト面、課題点等を回

答してもらった。また、その製品の中で素形材の使用箇所や、今後の代替の可能性についても

回答されている。 



本件に回答頂いた企業は、主に移動や動作を補助する用具類を製造販売しているメーカーで

あり、その製品特性から現行製品の改善点として「軽量化・小型化」、「耐久性・安全性」、「コ

ストダウン」についての回答が多かった。 

また素形材を使用している部材・部品の材質と製造方法について聞いたところ、鉄製の鍛造品

や、鉄またはアルミ合金のロストワックス品は、継手部品やピン類に使われている。また手す

りといった比較的大きなものについては、アルミのダイカスト品等が使われている。 

現在使用している部品について材質の変更の可能性について聞いたところ、鉄製のものをアル

ミへ、またはアルミのものを樹脂へ、といった回答がなされた。 

用具類のユーザーから改良してほしいと要望されているポイントについては、全般的に軽量

化・小型化のニーズが強い。またデザイン、コストダウンについて言及されているメーカーも

あった。 

 

2）福祉施設アンケート結果概要 

ここでは、福祉用具、医療用具等を扱う福祉施設において、介護支援を行っている方や、施

設の責任者などに対して質問を行った。主な質問内容は、各施設で主に使っている福祉用具類

と、その使用に関する問題点、メンテナンス性や故障頻度の高い部品等を回答してもらった。

また、その製品の中で素形材の使用箇所や、今後の代替の可能性についても回答されている。 

福祉施設側からみて関心が高いと見受けられる用具類は、車椅子といった移動補助具や、入浴

設備、トイレ等のほか、コミュニケーション補助装置類（トーキングエイドや意志伝達装置等）

について、改良を求める箇所が回答されている。特に日常のメンテナンス性を要求しているケ

ースが多い。また、交換部品が多い箇所について聞いたところ、大半が移動補助具のブレーキ

部分の交換頻度が高い、と回答した。 

また現在使用されている製品についての改良を希望している箇所を聞いたところ、体が触れ

る箇所について、体に負担をかけないソフトな素材、汚れにくい素材を要望している。 

このほか、施設側が使い勝手をよくする改良等を行っているかとの質問をしたところ、施設の

スタッフが、ユーザーの障害、体力等にあわせて自作したり、またメーカー側に何度も調整し

てもらっているとの回答を得た。 

今後の福祉用具類についての質問では、バリアフリー化の推進等インフラ整備について言及

したほか、製品開発には、施設・ユーザーの声をもっと反映してほしい旨のコメントも出され

た。 



資料－２ 

アンケート調査の集計結果 
  
■住宅用建材・構造材調査アンケート結果 
 
Ａ．新築住宅を扱っている企業の方にお伺い致します。（全企業15社のうち、該当企業：13社） 
 
１)貴社が現在、主力として扱われている公報において使用されている材料についてお伺いいたします。 
はじめに、貴社が主力として扱われている工法をお書き下さい（有効回答企業数：10社） 
企業分類 1)主力工法a 

建材メーカー 木造造 

建材メーカー 鉄骨造 

住宅メーカー 鉄骨造 

住宅メーカー プレハブ 

住宅メーカー ツーバイフォー 

ゼネコン 鉄筋コンクリート造 

ゼネコン 鉄筋コンクリート造 

ゼネコン 鉄骨造 

ゼネコン 鉄筋コンクリート 

ゼネコン 鉄筋コンクリート造 

ゼネコン 鉄筋コンクリート造 

ゼネコン 鉄筋コンクリート造 

 
2）現在、使用している構造材は、どの材質のものを多く（量）使用されていますか。（有効回答企業数：10社） 
企業分類 2)構造材材質a 

建材メーカー 木材 

建材メーカー 鉄骨・鉄筋 

住宅メーカー 鉄骨・鉄筋 

住宅メーカー 木材 

住宅メーカー 木材 

ゼネコン コンクリート 

ゼネコン コンクリート 

ゼネコン コンクリート 

ゼネコン 鉄骨・鉄筋 

ゼネコン コンクリート 

ゼネコン コンクリート 

ゼネコン 鉄骨・鉄筋 

ゼネコン コンクリート 

 
3）現在、使用している構造材について、耐震性、耐火性、耐食性、寿命等の点で課題や懸念される点はありますか。ありましたら具
体的にお書き下さい。また、リサイクル、コスト、モジュール等の関係でもありましたら、お書き下さい（有効回答企業数：3社） 
企業分類 3)構造材の種類a 3)課題・懸念a 

建材メーカー 木材 
自然木より集積材が多用される傾向にあり、耐久性、耐食性は優れて

いると思われるがVOC対策が不明瞭と感じる 

ゼネコン コンクリート 施工管理の徹底 

ゼネコン 鉄骨 材料の不足 

ゼネコン 鉄筋 施工性の確保 

ゼネコン *特になし（鋼材価格の動向）   

 
4）現在使用している建材全般について、素形材技術で作られた金属部材・部品が使われていますか。（有効回答企業数：8社） 
企業分類 4)使用箇所a 4)材質a 4)製法a 

建材メーカー 手すり基礎金具 アルミ ダイカスト 



建材メーカー 窓シャッター枠連結部材 アルミ ダイカスト 

建材メーカー 手すり笠木連結部材 アルミ ダイカスト 

住宅メーカー 構造躯体（構成品）プレート類 鉄 プレス 

住宅メーカー ダンパー（マスダンパー） 鉄 鋳造 

住宅メーカー サッシ アルミ 押出成型 

住宅メーカー バルコニー用格子状面材 アルミ 鋳造 

住宅メーカー 玄関ドア、ハンドル、化粧座 等 アルミ ダイカスト 

住宅メーカー デザイン階段、ささら等 アルミ 押出成型材 

住宅メーカー デザイン階段、ブラケット等 ステンレス 鋳造 

住宅メーカー レンジフード 鉄、ステンレス プレス 

住宅メーカー サッシKD材/窓シャッター枠材/バルコニー笠木 アルミ 押出形材 

住宅メーカー 玄関ドア用枠材、框材、額縁 アルミ 押出形材 

住宅メーカー 外部装飾部材一妻飾り、物干金物 アルミ鋳物 鋳造 

住宅メーカー 通気金物 アルミ、ステンレス ロールフォーミング 

ゼネコン ドアノブ ステンレス 鋳造 

ゼネコン 階段手すり 鉄（アングル） 鍛造 

ゼネコン 玄関ドア プッシュプル錠 アルミ ダイカスト 

ゼネコン 外提庭園灯 ステンレス ダイカスト 

ゼネコン 手すり（バルコニー） ステンレス、アルミ   

ゼネコン 壁、天井下地 鉄（軽量鉄骨）   

ゼネコン キッチン（洗い場） ステンレス プレス 

ゼネコン トイレットペーパー受、タオル掛け 鉄、ステンレス   

ゼネコン サッシ アルミ   

ゼネコン アルミサッシ、アルミ手すり アルミ 押出 

ゼネコン ルフドレイン、マンホール 鉄 鋳造 

ゼネコン ステンレスシンク ステンレス プレス 

 
5）現在使用している建材の中で、品質、価格、機能性といった観点から、素形材製品への代替が可能と思われる建材があれば、お書
き下さい（有効回答企業数：2社） 
企業分類 5)代替可能建材a 5)現状a 5)代替後a 5)代替理由a 

住宅メーカー 外壁材 窯業系材料のロール成型品が主 金属あるいは複合材料のプレス品等 コスト低減 

住宅メーカー 内装ドア 木質系、フラッシュ構造が主 樹脂等の一体成型品 コスト低減 

ゼネコン キッチン（天板） ステンレス 人造大理石 コスト、見栄え 

 
 
Ｂ.リフォームを扱われている企業の方にお願いします。（全企業14社のうち、該当企業：6社） 
 
1）顧客からリフォーム依頼を受けることが多い場所をお書き下さい。（有効回答企業数：3社） 
企業分類 1)リフォーム依頼場所 

建材メーカー 外壁 

ゼネコン 外壁 

ゼネコン 室内（主に修繕・間取りの変更）／キッチン／トイレ／洗面所／浴室 

 
2）リフォームにあたっては、使用する材料、間取り、デザイン、工期、コスト等、多様な要求があると思います。多いと思われるも
のについて、ご記入下さい。また貴社としてどういう対応をされていますか（有効回答企業数：3社） 
企業分類 2)リフォームの要求場所a 2)要求要望a 

建材メーカー RC躯体 ひび割れ等損傷、劣化部の補修→専門家による調査・診断により、原因ごとに適した補修 

建材メーカー 外壁 外断熱→不燃建材を主体とした通気工法を推奨 

建材メーカー 耐震補強 現行基準に適合する改修→依頼元の目的、希望レベルに合わせた補強提案 

ゼネコン 外壁 外壁面からの漏水、壁面仕上材のクラック、剥離等の修繕及びリニューアル（対応：使用する材料につい

ては施主のニーズを掴み、適切な使用方法にて施工する。 

ゼネコン 家屋（家内）全体 バリアフリー：二重床 

ゼネコン 水回り全体 設備機器の更新 

 
3）現在使用しているリフォーム用材料の中で、鋳造、ダイカスト、鍛造、プレス等の素形材材料で作られた金属部材、・部品を使わ
れていますか。（有効回答企業数：4社） 



企業分類 3)使用箇所a 3)材質a 3)製法a 

建材メーカー 外壁パネル取付金物 ステンレスほか 鋳造ほか 

建材メーカー パラペットカバー等 ガルドリウム プレス 

建材メーカー 手すり基礎金具 アルミ ダイカスト 

建材メーカー 手すり基礎金具 アルミ ダイカスト 

建材メーカー 窓シャッター枠連結部材 アルミ ダイカスト 

住宅メーカー バルコニー用格子状面材 アルミ 鋳造 

住宅メーカー 玄関ドア、ハンドル、化粧座 等 アルミ ダイカスト 

住宅メーカー デザイン階段、ささら等 アルミ 押出成型材 

住宅メーカー デザイン階段、ブラケット等 ステンレス 鋳造 

住宅メーカー レンジフード 鉄、ステンレス プレス 

ゼネコン 手すり（バルコニー） ステンレス、アルミ   

ゼネコン 壁、天井下地 鉄（軽量鉄骨）   

ゼネコン キッチン（洗い場） ステンレス プレス 

ゼネコン トイレットペーパー受、タオル掛け 鉄、ステンレス   

ゼネコン サッシ アルミ   

 
4）現在使用しているリフォーム用建材の中で、品質・価格・機能面といった観点から、素形材製品への代替が可能と思われる建材は
ありますか。あれば具体的な部品面と材質、変更した理由をお書き下さい。（有効回答企業数：2社） 
企業分類 4)代替可能材料a 4)現状a 4)代替後a 4)代替理由a 

建材メーカー タイル（外壁） 磁器質等 モルタル接着 機械式固定 軽量、欠けない、剥落しない 

ゼネコン キッチン（天板） ステンレス 人造大理石 コスト、見栄え 

 
 
Ａ・Ｂ 住宅用建材・構造材調査アンケート結果（共通） 
 
２．全ての企業にご回答をお願い致します。（全企業15社のうち、有効回答企業数：14社） 
1）最近の住宅に対して、居住者や住宅建設関連の方々から、どういう要求がありますか。（複数回答） 
（全企業15社のうち、有効回答企業数：14社） 
           回答数 回答企業業種の内訳 

高齢化対応 9 建材：4、住宅：１、ゼネコン4 

遮音性 6 建材：3、住宅：0、ゼネコン3 

耐震性 6 建材：4、住宅：１、ゼネコン4 

省エネ 5 建材：2、住宅：１、ゼネコン2 

デザイン 5 建材：1、住宅：2、ゼネコン2 

耐火性 2 建材：2、住宅：0、ゼネコン0 

間取りの自由度 3 建材：0、住宅：１、ゼネコン1 

その他 2 建材：0、住宅：1、ゼネコン1 

二世帯住宅 1 建材：0、住宅：0、ゼネコン1 

  
2）高齢化対応としては、どのようなことが求められていますか。要求される内容を具体的にお書き下さい。出来れば、その中で素形
材の部品・部材として考えられるものがありましたら、お書き下さい（例：階段、手すり）（有効回答企業数：12社 ） 
企業分類 要求内容 考えられる部品・部材 

建材メーカー 床や階段のすべり易さに対する改善 床材、階段材 

建材メーカー 転倒時のケガ防止（クッション性の向上） 床材 

建材メーカー 段差の解消、入浴動作のし易さ等 手すり等の姿勢保持用具、設備 

建材メーカー 危険防止   

建材メーカー ヒートショック対応   

建材メーカー バリアフリー 小段差を改善する部材で固定性の高いもの 

建材メーカー 床 すべりにくく、視覚的に認識しやすいもの 

建材メーカー バリアフリー 引戸クローザー 

住宅メーカー つまずき防止（床段差解消） 床見切材 

住宅メーカー スリップ防止（階段、浴室等） ノンスリップ材 

住宅メーカー 歩行、立上り動作補助 手すり（廊下、階段、トイレ、浴室） 



住宅メーカー 福祉用具として適用できること 手すり（廊下、居室、トイレ、洗面所、浴室等）/階段材 

住宅メーカー デザイン性に優れた手すり 階段手すり、トイレ手すり、浴室手すり 

ゼネコン バリアフリー化とホームエレベータの設置   

ゼネコン 階段、廊下、便所等に手すりの取り付け   

ゼネコン 車椅子に対応した開口の工夫（開口巾、扉の形状）   

ゼネコン 段差の解消   

ゼネコン 床の段差を小さくする、無くす。 外部、水廻り用の排水機能付フラット敷居、見切、スロープ 

ゼネコン 
高低差のある動作（座る等）が発生する場所（玄関、便所等）での

補助 
握りバー（手すり）／1クッション置くための腰掛 

ゼネコン 
直接手で触れる部分は、視覚的にも見やすく、操作も単純で容易

なものとするべきである 
鋼建の錠、各種スイッチ 

ゼネコン バリアフリー 二重床にするための下地 

ゼネコン 
住宅内のバリアフリー化：床をフラットにするだけでなく、照度、温

度のバリアフリーについても追求 
  

ゼネコン 
入居者に合った手すりの取り付け：万人に向けたものでは、真の

高齢者対応とはいえない。 
  

 
3）最近、デザイン・間取りの自由性が求められています。どういったところにデザイン性が求められていますか。デザイン性、間取
りに係わる具体的な要求と現在の課題についてお教え下さい。（有効回答企業数：9社） 
企業分類 要求内容 現在の課題 

建材メーカー 自然志向（従来のカラー志向からの） 自然（ナチュラル）に対応出来る材料調達 

建材メーカー プラン、サイズ等バリエーション豊富さ   

建材メーカー パーツ、材質の選択肢の豊富さ メタルの質感を前面に出したもの、丈夫なイメージのダイカスト 

建材メーカー カラーバリエーション   

建材メーカー 天井照明 配置など 

住宅メーカー 建物外観（外壁、サッシ等の重厚感、質感、色、柄等） オリジナル品採用時のコスト 

住宅メーカー 住宅の外観デザイン 新素材の品質 

住宅メーカー 間取りの可変性 具体的な生活シーン（必要性） 

ゼネコン 
都心タワーマンションとして一言で表現できるデザイン、眺望重

視のサッシュワーク 
居住性、恐怖感等、心理面への配慮 

ゼネコン 間取りの自由度と共同住宅であるが故の音のクレーム対策 水場ゾーンの設定とフリープラン企画（SI）のルール設定、監理の仕方

ゼネコン 既製品（規格品）にない／独自性 手づくりの部分が増え、コスト増になる。 

ゼネコン 大きな空間、高い天井（吹抜） 施工技術の高度化／単位面積あたりの空調設備費の増大 

ゼネコン 戸建指向の集合住宅 集合住宅での共有スペース（廊下、階段等）の増大 

ゼネコン 外観（デザイン） 他の建物との統一性（都市景観） 

ゼネコン 可変間仕切（間取り） 水乗部材（間栓等）の先行 

ゼネコン 現在のデザインに和室をいかに取り入れるか 一度セレクトしてしまうと簡単に洋室から和室に変更できない。 

ゼネコン オープンキッチン 理想と現実とのギャップあり／面積がとれない、バランスがとれない 

ゼネコン バルコニーの手すり 防犯性がよく、外からは除かれないもの／眺望を遮らない 

 
4）省エネについては、どういうことが求められていますか。要求される内容について具体的にお書き下さい。（有効回答企業数：13
社） 
企業分類 2-4)a省エネ要求 

建材メーカー 床下断熱効率の向上 

建材メーカー 保温性能（部分及び全体） 

建材メーカー ランニングコスト（電気代、ガス代、水道代等） 

建材メーカー 軽量 

建材メーカー 耐久性に富む 

建材メーカー リサイクル性に優れる 

住宅メーカー 建物全体の断熱性能 

住宅メーカー 結露の防止 

住宅メーカー 省エネ機器（太陽光発電、ヒートポンプ機器、省エネコンロ、給湯器等）の使用 

住宅メーカー 省エネ設備導入時の低コスト化 

住宅メーカー ゼロエネルギー、ゼロコスト住宅 

住宅メーカー 省エネ性能の湖上（次世代省エネ等） 



住宅メーカー 経済性（ランニングコスト） 

ゼネコン ランニングコストを低く抑えるための設備、電気機器の選定 

ゼネコン 日射の遮断 

ゼネコン 建物の屋根、外壁の断熱性能 

ゼネコン 省エネ仕様の機器の選定 

ゼネコン 自然エネルギーの利用（太陽光、蓄熱層、風力） 

ゼネコン 次世代省エネ基準を満足する性能（外壁） ペアガラス等 

ゼネコン 外断熱 

ゼネコン 効率の良い冷暖房、より安価な熱源の追求（イニシャル、ランニング） 

ゼネコン 雨水、太陽光の利用 

 
5）耐震性、遮音性、耐火性に対しては、どういったことが求められていますか。要求される内容について具体的にお書き下さい。（有
効回答企業数：9社） 
企業分類 5-1) 耐震性 5-2) 遮音性 5-3) 耐火性 

建材メーカー   戸建ての上下階での遮音が用にできる床 戸建ての軒裏で不燃性能のある天然化粧板の材

料 

建材メーカー   世帯内の遮音性（家族内プレイバシー等）   

住宅メーカー 想定される大地震に対して、まず建物が倒壊し

ないこと。次に家具等の転倒の恐れがないこ

と。そして震災後も（仮設住宅を建てることなく）

そのまま住み続けられること。 

上下階間については、特に歩行音（振動）の低減。

壁の性能としては、テレビ、話し声、交通騒音（外

壁の場合）などの低減が求められる 

基本的には、建設地と規模、用途等に絡む法規制

による。設計的には法で求められる性能を確保し

た上で、安価かつコンパクト（かさばらない）な材

料に魅力を感じる 

住宅メーカー 安全性（基本性能としての耐震性能の高さ）、免

震（住宅（技術）への対応） 

生活音の遮断（上下階の床遮音等、生活、住宅用

途による遮音配慮） 

  

住宅メーカー 性能向上 性能向上 性能向上（例：品確法 最高等級対応等） 

ゼネコン タワー型マンションへの制震技術の導入による

居住性の向上 

サッシ、ガラスの T 値の確保／住戸内、水場との

間、仕切壁における遮音性の確保 

耐火建築物としての性能 

ゼネコン 人命の確保（倒壊しない）、被災後の補修が軽

微、容易 

外部からの騒音を軽減、遮断／外部へ生活音をも

らさない（プライバシーの確保）／室内での生活音

の遮断（トイレの排水音が寝室にもれないように）

外部からの延焼防止／内部で発生した場合、他の

部屋 

ゼネコン 100 年に一度、1000 年に一度の巨大地震にも

耐える建物は本当に必要なのか。過剰になり

すぎていないか、安全性とのコストバランスが

大事。 

遮音については、進めば進むほど日本人の感性

が鈍っていくようで気がかりである。温度や湿度に

適温があるように、遮音にもあるのではないか。

有毒ガスが発生しないこと。自己消火性があると

もっと良い。高層マンションの上層階ではより一層

求められる。 

ゼネコン レベル 2（大きな地震）のあとでも再使用（補修

して）可能な建物→制震、免震 

    

 
6）環境問題からリサイクル指向が強まっていますが、住宅関連の構造材、建材等で、リサイクルしやすい設計・構造材について、ご
意見があればお書き下さい。（有効回答企業数：8社） 
企業分類 6) 環境調和型設計（リサイクル） （その他、欄外のコメント） 

建材メーカー アルミダイカスト瓦（当社として製造販売）   

建材メーカー 材質表示（部品毎）／環境配慮、材質の使用（脱塩ビ、ノンアス化等）

／廃棄時、分別し易い商品設計 

  

建材メーカー 解体時の分別、回収システムの研究（分野を越えて）／住宅の長寿

命化／スケルトンインフィル（インフィル部の軽量化）→研究 

  

建材メーカー 共通モジュール（規格）品による、空間構成、鉄骨等。非接着固定の

化粧版、天井裏断熱材等 

  

住宅メーカー 分別・解体のしやすさ／回収しやすい大きさ、形状   

ゼネコン 単体の素材で構成される建材は、比較的リサイクルが容易だと思わ

れる。現在の問題となるのは、分別の難易度ではないだろうか。構

成部材をいかに分別し易く商品を製作するかが鍵となるのではない

か。またメーカーは製造責任において、リサイクルを踏まえたシステ

ムを構築すべきである。 

  

ゼネコン リサイクルしやすいとは、解体しやすいともとれる。このような設計

はまだ見たことがない。壊すことを前提とにした設計は新しい考え方

であろう。この考えを取り入れた設計、部材、製品は今後増えるのだ

ろう。 

  



ゼネコン 分離・分別が容易に出来るようにすること、改修システムが構築して

いること 

*コメント： 直接、住宅分野に利用できるパーツについての要望

例） マンション用表札、天井かざり、ピクチャーレール、液晶テレ

ビの枠、キッチン用品、レンジ等の収納、防音性のある可動間仕

切り／完成製品を目指すより「無印良品」のような収納パーツを組

み合わせるような物を考えた方がよい。 

 
 
 
 
■住宅用設備機器調査アンケート結果（全企業9社） 
 
１．貴社で扱われている住宅用設備機器の中の主要製品 3品目を下記に挙げ、その品質や性能をあげるためには何が必要か、その改
善・向上の内容及び方策についてお書き下さい。（有効回答企業数：9社） 
1-1)a主要製品名 1-1)a改善内容 1-1)a品質・性能向上 

湯水混合水栓 質感、デザイン性 基準のレベルアップなど 

衛生陶器 防汚性の保持 釉薬表面コーティング材の耐久性向上 

ユニットバス 防カビ、防汚配慮 抗菌樹脂の採用 

水栓金具 浄水器着脱の簡易化 浄水器収納型水栓の開発 

鋼製物置 機能向上、品格向上 収納方法、手段開発／亜鉛メッキ鋼板の溶接（特に溶接）／仕上り

品格向上、プレス金属加工、設計改善、材質変更等 

水切棚 デザイン、取り付け方法 新素材の導入（必要性能、デザイン性、価格等考慮） 

給湯器（ガス）フロ付 熱効率 開発 

給湯暖房機（ガス） 端末器の充実 調査、開発 

ビルトインコンロガス 使いやすさ 調査、開発 

給湯器 運転効率、耐久性   

バスコア 保湿性、安全性   

調理器具 安全性/使いやすさ   

ユニットバス 付加価値 コストをそのままに、訴求力のある機能付加 

電気温水器 ガス給湯器同等の追い炊き能力 OEMのため不明確 

トイレ 軽量化 OEMのため不明確 

レンジフードファン 全圧効率 高効率モータ（ACモータで） 

ダクトファン 全圧効率 高効率モータ（ACモータで） 

戸建用バス 清掃性の向上（維持・メンテナンス性） 浴槽の自動洗浄（ローコストタイプ）／完全なコーティングレス 

キッチン 清掃性の向上（維持・メンテナンス性） レンジフード（換気扇）の清掃性の向上（ノーメンテナンス）、？移動

できるキッチン 

太陽光発電システム 変換効率 変換効率の向上 

テーブルコンロ 省エネ コンロ及びグリルの熱効率を向上させるために新バーナーや新構

造の研究 

ビルトインコンロ 五徳の清掃性向上 五徳の表面処理を変更し、耐熱性があり汚れが取りやすい表面処

理の研究 

給湯器 熱効率 潜熱回収型商品の開発 

 
２．設問 1.でお書きに頂きました主要製品に使われている部品の中で、製造コスト・購入コストの高い部品を挙げて下さい（有効回
答企業数：8社） 
2-1)a設問1の製品 2-1)b部品名 2-1)c部品名 2-1)d部品名 

湯水混合水栓 本体 カートリッジ   

水切棚 SUS材     

鋼製物置 鋼材     

給湯器 熱交換器 コントロール部 燃焼部分 

給湯暖房器 熱交換器 コントロール部 燃焼部分 

ビルトインコンロ 燃焼部分 コントロール部 外装 

給湯器（エコキュート） ヒートポンプ 熱循環系 電気的なコートロール系 

バスコア       

調理（IH） インジェクション関連     

ユニットバス 洗い場 浴槽 壁 

電気温水器 OEMのため不明     

トイレ OEMのため不明     



レンジフードファン ステンレス製外装 モータ コントローラ 

ダクトファン モータ コントローラ   

バス 浴槽   壁 

キッチン 調理機器（特にIH） 食洗   

テーブルコンロ 電装ユニット コックバルブ バーナー 

ビルトインコンロ ガラストップ 電装ユニット コック・バルブ 

給湯器 電装ユニット 熱交換器 ファンモーター 

 
３．現在製造されている設備機器の中で、鋳造品、ダイカスト品、鍛造品、プレス品等の素形材技術で作られた金属部材・部品が使
われていましたら、主な使用部品名、その材質についてお教え下さい。（設問1の製品に限りません）（有効回答企業数：７社） 
3-1)a製品名 3-1)b使用部品名 3-1)c材質 3-1)d工法 

給水栓 本体 青銅 鋳造 

鋼製物置 全体 溶融亜鉛メッキ鋼板類／カラ

ー鋼板／アルミニウム材 

プレス加工、ロール成型加工ほ

か、溶接 

水切棚 全体 SUS304等 プレス加工、溶接、研磨等 

給湯器 熱交換器 銅 板（プレス） 

給湯器 燃焼部分 ステンレス 板（プレス） 

給湯器 外装 鉄 板（プレス） 

給湯器 ガス通路部 アルミ ダイカスト 

ユニットバス 水栓 真鍮 鋳造 

ユニットバス ドア アルミ 押出 

ユニットバス 壁（化粧鋼板） 鉄 圧延 

レンジフードファン 外装材 ステンレス鋼板 プレス（折り曲げ） 

レンジフードファン ファンロータ アルミ、鋼板 アルミ鋳物、プレス 

レンジフードファン  ダクトファン モータ外枠 鋼板 プレス（絞り） 

レンジフードファン グリスフィルタ アルミ プレス 

レンジフード 外装（その他内部部品） メッキ鋼板＋塗装 プレス 

バス 壁フレーム ステンレス プレス 

バス 床、タブ用フレーム ステンレス プレス 

テーブルコンロ コック・バルブ アルミ ダイカスト 

ビルトインコンロ バーナー ステンレス プレス 

給湯器 マンホールド アルミ ダイカスト 

 
４．メンテナンスに際して、どこの交換部品が多いですか。製品名及び交換部品名をご記入下さい。（有効回答企業数：6社） 
4-1)a製品名 4-1)b交換部品名 

シングル混合栓 カートリッジ 

一般水栓 コマパッキン 

給湯器 コントロール 

給湯器 熱交換器 

給湯器 ガス通路部 

給湯器 ヒートポンプ循環系 

調理IH インジェクション関係 

レンジフードファン グリスフィルタ（消耗品として位置づけ） 

バス 溶接ドア部品（レバー、ラッチ等可動部） 

キッチン 扉 

テーブルコンロ バーナーキャップ、電装ユニット、温度センサー 

ビルトインコンロ 電装ユニット、温度センサー、バーナーキャップ 

給湯器 電装ユニット、熱交換器 

 
５．現在製造されている設備機器のうち、品質・コスト等の理由から材質または工法を変更してみたいと思われる製品・部品があり
ましたら、ご記入下さい。（設問1の製品に限りません）（有効回答企業数：6社） 
5-1)a製品名 5-1)b部品名 5-1)c現在の材質 5-1)d工法 5-1)e今後の材質 5-1)f工法 

給水栓 本体 銅合金 研型鍛造 銅合金 金型鋳造 

衛生陶器 洗面器 陶器製 泥しょう鋳込み 人造大理石 プレス成形 

ユニットバス 壁材 塩ビ鋼板 鋼板表面シート貼り 樹脂製 表面プリント印刷 



水栓金具 本体 青銅鋳物/ユニクロメッキ 鋳造/メッキ 樹脂製 圧力成形/表面塗装 

物置など 特に防錆を要する部分 溶融亜鉛メッキ鋼板 主にプレス加工 ZAM材を適所に プレス加工 

物置など 精度を要する複雑形

状、長尺部品 

溶融亜鉛メッキ鋼板 主にプレス加工 アルミ押出品 押出品 

ユニットバス 浴槽 FRP プレス 熱可塑樹脂 射出 

キッチン 本体     樹脂／ステン、アルミ

等 

プレス・インジェクション

等、プレス押出等 

洗面 本体     樹脂／ステン、アルミ

等 

プレス・インジェクション

等、プレス押出等 

テーブルコンロ バーナーキャップ 黄銅 鋳造 アルミ ダイカスト 

ビルトインコンロ 五徳 鋼板 ホーロー仕上げ 鋼板 セラミックコーティング 

給湯器 接続口 C3771B 鍛造 PPS 樹脂成形 

 
 
 
■福祉関連機器調査アンケート結果（全企業8社） 
 
１．貴社で扱われている福祉関連機器の中の主要 3品目を下記に挙げ、その品質や性能を上げるためには何が必要か、その改善・向
上の内容及び方策についてお書き下さい。（有効回答企業数：8社） 
1-1)a製品名 1-1)b改善内容 1-1)c品質・性能向上 

義肢装具 軽量化、小型化 チタン等の使用 

昇降車椅子 軽量、デザイン性 外部専門デザイナー活用 

全方向型電動車椅子 リクライニング昇降   

介護リフト  電装品の耐久性 耐久性を高めるための保護パーツ等の開発 

安楽キャリーA、Bタイプ シート座面の耐久性 面ファスナーにかわる高耐久素材の利用 

トランスファーボード 座面すべりの確保 座面にすべりを保護するスプレー等の利用（オイル

スプレー、シリコンスプレー） 

ステアリット コストダウン 改善済み 

スロープ 改善済み 改善済み 

買い物行動補助具 本体フレーム等、パイプ部品寸法の均一化／リヤ、フ

ロント車輪の回転性 

部品のチェックの治具作成、ばらつきのないようにす

る（寸法狂いの大きいものは廃却） 

農業福祉用具（畑楽） 交換部品の互換性を良くする（足廻り、可動爪） を作り部品をチェック及びばらつきの修正を楽に行え

る工具の作成（足） 

農業福祉用具（畑楽） 可動爪の重りを再検討（重りのついていない機種） 520 型用として、重りのないネジを取り付けるように

する（溶接は大変） 

車椅子用前輪アブソレックス 軽量化 コストダウン   

車椅子用 後輪アブソレックス     

いす式階段昇降機 コストダウン、小型化 徹底したコスト分析とVA/CD設計／主要部品の最適

設計 

段差解消機 コストダウン、小型軽量化 徹底したコスト分析とVA/CD設計／主要部品の最適

設計／主要部品のCAE等による最適設計 

義足用膝継手 軽量化 軽量高強度材の採用 

介助型電動車椅子 軽量化 軽量高強度材の採用 

車椅子用リフト 安全性 安全装備の充実 

補助ステップ 耐久性 使用部品の信頼性向上 

手すり 使いやすさ 形状の検討 

 
２．設問1.でお書きに頂きました主要製品に使われている部品の中で、製造コスト・購入コストの高い部品を挙げて下さい。（有効回
答企業数：8社） 
2-1)a設問1.の製品名 2-1)b部品名 2-1)c部品名 2-1)d部品名 

装具部品 ステン、ロストワックス 膝継手   

昇降車椅子 アルミフレーム アクチュエーター   

介護リフト  モーター コントローラー スイッチ 

キャリー 座面シート素材     

人件費       

買い物行動補助具 フロントキャスター（3ヶ使用） リヤキャスター（2ヶ使用） ハンドル 

農業福祉用具 外フレーム 内フレーム タイヤ 



前輪アブソレックス ベアリング タイヤ 軸受金具 

後輪アブソレックス 固定フレーム 揺動フレーム 主軸 

いす式階段昇降機 モーター インバータ等制御ユニット 機械加工部品 

段差解消機 モーター インバータ等制御ユニット 機械加工部品 

義足用膝継手 カーボンフレーム チタンフレーム ニープレート 

電動車椅子 フレーム 制御基板 充電器 

車椅子用リフト リフトキット     

補助ステップ タンパー 軸 ステップ面 

手すり すべり止め材     

 
３．現在製造されている福祉関連機器の中で、鋳造品、ダイカスト品、鍛造品、プレス品等の素形材技術で作られた金属部材・部品
が使われていましたら、主な使用部品名、その材質及び工法（分かれば）についてお教え下さい（設問1.の製品に限りません）（有
効回答企業数：8社） 

3-1)a製品名 3-1)b使用部品名 3-1)c材質 3-1)d工法 

膝継手 筋金 アルミ合金 プレス品 

膝継手 継手部品 ステンレス ロストワックス 

肩継手 継手部品 アルミ合金 ロストワックス 

買い物行動補助具 ジク(1)～(6) 鉄 鍛造 

農業福祉用具 支点ピン(1)、(2) アシピン 鉄 鍛造 

前輪アブソレックス 軸受金具 鉄 鍛造 

後輪アブソレックス 固定フレーム 鉄 ロストワックス 

後輪アブソレックス 揺動フレーム 鉄 ロストワックス 

いす式階段昇降機 足のせステップ アルミ 鋳造 

義足用膝継手 フレーム、ニープレート チタン ロストワックス 

義足用膝継手 シリンダ アルミ ロストワックス 

電動車椅子 モータケーシング アルミ ダイカスト 

電動車椅子 ロックプレート 鉄 プレス 

手すり 支えブラケット アルミ ダイカスト 

 
４．メンテナンスに際して、どこの交換部品が多いですか。製品名及び交換部品名をご記入下さい。（有効回答企業数：7社） 

4-1)a製品名 4-1)b交換部品名 

SPEX膝継手 継手部本体、ステンレスロストワックス 

介護リフト モーター、コントローラー、スイッチ 

ステアリット バッテリー 

買い物行動補助具 フロントキャスター 

農業福祉用具 可動爪 

いす式階段昇降機 マイクロスイッチ 

義足用膝継手 ストッパゴム、フッシュ 

電動車椅子 シート、ホイール 

補助ステップ オイルダンパー 

 
５．現在製造されている福祉関連機器のうち、品質・コスト等の理由から材質または工法を変更してみたいと思われる製品・部品が
ありましたら、ご記入下さい。（設問1の部品に限りません）（有効回答企業数：6社） 
5-1)a製品名 5-1)b部品名 5-1)c材質 5-1)d工法 5-1)e今後の材質 5-1)f工法 

膝継ぎ手 SPEX ステンレス ロストワックス チタン ？ 

介護リフト  モーター、コントロー

ラー、スイッチ 

        

買い物行動補助具 フレーム スチールパイプ   アルミパイプ   

農業福祉用具 フレーム スチールパイプ   アルミパイプ   

前輪アブソレックス ホイル アルミ 押出材旋盤 樹脂 射出成型 

義足用膝継手 フレーム チタン ロストワックス アルミ ロストワックス 

電動車椅子 フレーム アルミ 溶接 樹脂 成形 

補助ステップ ステップ面 鉄 溶接、塗装 アルミ ダイカスト 

 
６．貴社の製品の中で、現在、利用者等から機能や形状面等などについての改良を希望されている箇所がありましたら、製品名及び



改良ポイントについてお教え下さい。また、部品に対する要望がありましたら併せてお書き下さい。（有効回答企業数：7社） 
6-1)a製品名 6-1)b改良ポイント 

膝継手 軽量化と強度を増した材料がほしい 

介護リフト 電装品の耐久性向上と修理の費用低下、またスイッチ形状の変更等／電装品 

買い物行動補助具 キャスターが重量に耐えない→キャスターをダブルからシングルへ 

農業福祉用具 本体が重い／車輪が前にあるので一輪車に比べても持ち上げるのに力がかかる。／コンテナサイズによ

り、部品を取り替えている、爪スライドすることにより共通に仕様できる形 

前輪アブソレックス 軽量化 

後輪アブソレックス 小型化、軽量化 

いす式階段昇降機 デザイン性の向上 

義足用膝継手 軽量化 

電動車椅子 軽量化 

車椅子用リフト コストダウン 

補助ステップ 軽量化 

 
７．様々な製品・機器に抗菌適用素材を求める傾向が強くなっています。貴社として抗菌性等から金属の使用が考えられる部品はど
ういうものがありますか。またその金属の使用にあたっての課題がありましたら、下記にお書き下さい。（有効回答企業数：3社） 

7-1)a製品・機器名 7-1)b部品と課題 

買い物行動補助具 ハンドル部分 病院等の施設使用において軽量で抗菌性があるものを探している（ハ

ンドル部分はあるものを探している。（ハンドル部分はクッション材を包みたい） 

*当初より金属を多用しているため、今のところ取り組

む予定はないが、抗菌塗料には興味あり。 

  

手すり 握る部分はソフトで、あたたかみが必要 

 
８．福祉機器は利用者の障害内容の程度、体力等に応じ少量多種の仕様が必要と考えられます。貴社はこうした状況に対し、どのよ
うに対応していらっしゃいますか。また今後はどんな課題がありますか。（有効回答企業数：７社） 

8-1)a製品名 8-1)b現在 8-1)c課題 

装具等 各部の寸法を調節式に制作 デザイン性 

介護リフト  電装品アームが取り外し式で全8種で共通か 共通化することで電装品の負担が増大。耐久性能の向上

スロープ Lotまとめて在庫   

コストを安くするために海外より多量に仕入れ在庫が

財政を圧迫している。試作をはじめ、少ロットで作り市

場の反応をみながら改良し、生産数量を増やしていく。

1 機種だけでなく、ベースは 1 つにして、傷害程度によ

り対応出来るような関連商品を2～3機種作っていく。開

発にお金がかかるので、助成金制度をなるべく使って

いきたい。 

    

いす式階段昇降機 主に操作系を顧客に応じて変更している ユニバーサルデザインをうまく取り入れる 

段差解消機 主に操作系を顧客に応じて変更している／家の設

置スペースに合わせた対応 

ユニバーサルデザインをうまく取り入れる 

義足用膝継手 膝継手の高機能製品メニューの拡充 低～高活動向け 肘継手 拡大 

標準型車椅子仕様の適用     

補助ステップ 車種ごとの形状変更 共通化 

 
９．これからの福祉関連機器に求められる材料・部品等としてはどういうものがありますか。また、要求内容はどういったものでし
ょうか。あれば具体的にお書き下さい。（有効回答企業数：6社） 

9-1)a材料・部品 9-1)b要求内容 

比強度の高い材料 軽量でかさばらない、さらに強度、安全性の高い物 

プラスチック等 樹脂 スイッチ等の押しボタン等 

アルミ、マグネシウム 軽量化、強化材（耐久性、強度） 

成形部品 共通化 

*利用者のハンディキャップの程度に応じた対応の出来る柔軟な材料

部品／あたたかみが感じられる材料 

  

アルミ 高強度、加工性がよい 

スポンジ等 目立つ色、清掃できる、耐久性高い 

 
 
１０．以上のほか、特に移動機器・移動補助製品を製造されている企業の方にお伺い致します。 



10-1）身体障害者対象として開発されてきた移動機器ですが、高齢化社会では、高齢者の足代わりとして多様な製品が望まれると思
います。また特に、軽量化や安全性が重要になってきます。貴社の主要製品に対する最近の要求内容はどういったものがあります
か。またその要求に対応した対応例があれば具体的にお教え下さい。（有効回答企業数：5社） 
10-1)a主要製品名 10-1)b要求内容 10-1)c対応例 

室内用昇降車椅子 敷居など段差を越えられるもの、小回り性能。6輪型にし、前方キャスター上がる形状にした。 

室内用昇降車椅子 電動走行型 他社ユニットの取り付け 

介護リフト  支柱の位置変更、ベッドの搬送時、邪魔にな

らないようにリフト高さとベット高さを変更 

通常のセットを BB セットとして新機種製造。H17.2 月発売予定。使用時

にベッド搬送を考慮、キャスター下は5m/mフルートに。 

買い物行動補助具 軽量化 アルミでの需要とコストによりスタート検討 

農業福祉用具 軽量化 アルミでの試作。強度（耐久性）を要求されているので、コスト的に安く、

アルミ以外の材質でよいものがないか探している。 

前輪アブソレックス 軽量化   

後輪アブソレックス 軽量化   

社会保障費予算の拡大（QOL の向上、ノー

マライゼーションの実現のために、高機能

製品を提供しても、行政の予算圧縮のため

に、高額製品の使用認可がおりないケース

が出てきてる。 

    

 
10-2）移動機器・移動補助製品が重要な福祉機器として普及していくためには、何が必要と思われますか。具体的にお書き下さい。
（有効回答企業数：4社） 

10-2 普及の要件 

歩行が困難な高齢者、障害者の QOL の向上には住宅内で好きな場所へ自分で行ける機器が必要である。弊社では、せまい室内で移動がしやすく、「真横

にも動く、全方向型電動車椅子」の輸入販売を開始した。不具合の点や必要な機能を改良・追加しながら普及をはかりたい。 

価格をさげること、は各社の努力ですが、メンテナンスの法令化も必要です。安全に使用して頂くためには、通常のメンテも必要とします。また労災等の観

点からも介護労働が重労働であり、一個人に 50kg 以上の荷重（介護される人）を持たせない方策の整備が必要です。腰痛をおこさない安全荷重は 10kg と

のデータも出ています。 

デンマーク等のシステム（国が支給する方法） 

利用者に合わせたきめ細かい調整が可能なこと 

 
 
■福祉関連機器調査アンケート結果（福祉施設）（全施設：11社） 
 
１．貴所で使用されている福祉関連機器についてお伺い致します。現在、貴所ではどういった機器を使用されていますか。それは身
体のどの部分の補助機能を果たす機器でしょうか。使用される機器について、希望される改善内容がありましたら、お書き下さい。
（有効回答施設数：11施設） 
1-1)a福祉関連機器名 1-1)b身体部分 1-1)c改善内容 

車椅子 主に下肢 *特になし 

介護リフト 全身 *特になし 

シャワー浴 全身 *特になし 

天井式リフター 立位が不安定な方に対して使用   

移動式リフター 立位が不安定な方に対して使用   

シャワーチェア 立位が不安定な方に対して使用   

シャワーベッド 立位が不安定な方に対して使用   

移動-移乗機 下肢 胸当て周辺を柔らかい素材に変更及び改善を望む（ベルトが伸び

て、あごにあたりやすい） 

ポータブルリフター（天井走行リフター） 脚 充電が不足し動作しなくなる 

浴室用車椅子 脚 リクライニング機能を支えるピストン部が固く動作しにくくなる 

寝台式機械浴槽 脚 電源フードが切れやすい 

寝台式トイレ 脚、胴 リクライニング部を支える支柱の固定がはずれやすい 

ナースコール呼出器 手、指 呼出器→断線、基盤損傷／子器→汗で水没症状 

特別浴槽 全身   

チェアーインバス 全身   

一般浴リフト 全身   

平行棒     

普通型車椅子     

電動車椅子     

ジャッキアップベッド     

特殊入浴浴槽     



車椅子 下肢 耐久性 

シャワーチェア 下肢 耐久性 

ベッド 全身 耐久性 

入浴介護用リフト 全身   

車椅子 下肢   

移乗介護機 下肢   

歩行器 下肢   

車椅子 下肢 制度 

吊り具 上下肢   

環境制御装置（ECS） 上肢、体幹 スイッチの大きさ 

トーキングエイド 口（発声）   

意志伝達装置（HITACHI （伝の心））   入力方法の簡略化 

車椅子 肢体 ブレーキ部分に食べカスが入らない方が良い。前輪と足台が当たっ

てしまうものがある。各部の微調整が広くできるもの 

トーキングエイド 言語 重く、持ち運びが不便。落として壊したり、唾液などで壊れてしまうこ

とが多い。 

入浴用のストレッチャー 肢体 頭部を支える台を下げて髪を洗えるようになっているのだが、元に戻

しても突然下がってしまうことがある。／シャワーの流れる量が調整

できる／シャワーとお湯（浴槽内）が別々に使えない。マット部が外

れやすい。 

リハビリ用の起立台 肢体 思い。肘掛けの高さの調整、ベルトのイチの調節ができない。車輪が

小さい 

エアマット 肢体 エアーの入る音を小さくしてほしい。カビにくくしてほしい。故障した場

合には大きなアラームが鳴るとよい。 

 
２．設問 1でお書き頂きました機器のメンテナンスに際して、どこの交換部品が多いですか。それはどのくらいの頻度で交換されて
いますか。その理由も併せてお書き下さい。（有効回答施設数：11施設） 
2-1)a福祉関連機器名 2-1)b交換部品名 2-1)c交換頻度・理由 

車椅子 ネジ等 車椅子上で、マヒ等により、力がかかってしまう部分等（ヒジかけ等） 

介護リフト モーター、スリング 水等による劣化／5～10年に1回 

シャワー浴 *特になし   

天井式リフター バッテリー交換 3～4ヶ月に一回（使用頻度が高いため） 

シャワーベッド 出入り口についているビニール製のカーテン 半年～一年に一回交換。固くなり、身体を傷つける恐れがあるため 

移動-移乗機 ベルト ベルトが徐々に伸びて、上肢を保持する位置がさがる 

移動-移乗機 前輪ストッパー 前輪ストッパー：利用者が移乗の際に動き出し、ストッパーの効力がきかなくな

る 

天井ポータブルリフター バッテリー 充電接点がうまくいかない・すぐに充電不良になる（年1～2回） 

一般浴リフト ベアリング   

車椅子 ブレーキ、フットブレーキ タイヤとの接点不良、フットブレーキにおいては、力の掛け具合が強いことによ

るものか？ 破損有り、ネジのゆるみ等 

車椅子 ブレーキ、フットブレーキタイヤ（ベアリング） 使用状況により異なるが、2～3年に1回程度 

シャワーチェアー タイヤ（ベアリング）、肘置き 使用状況により異なるが、2～3年に1回程度 

ベッド 柵、ブレーキ 使用状況により異なるが、2～3年に1回程度 

車椅子 ブレーキ部分 頻度：2～3年に1回ぐらい／ブレーキが摩耗し、効きが悪くなる、その部位の部

品がすり減るなど 

移乗介護機 ブレーキ部分／シート部分 頻度：3～4 年 ブレーキについては摩耗し、効きが悪くなる。シート部分はクッ

ションが破れてしまう 

シャワーチェアー ブレーキ部分 頻度：3～4年 摩耗し効きが悪くなる・ 

シャワーチェアー タイヤと本体の接続部 頻度：5～6年 錆と体重などでぐらつきがでる 

車椅子 虫ゴム、タイヤ パンク、空気抜け（全体で月に2回程度） 

トーキングエイド ボタン上カバー 清掃のため、何度か取り外しているうちに折れてしまった（一度） 

車椅子 ステップ、タイヤのパンク、肘掛けがすれてし

まう 

個々によってまちまちである。活動的な利用者ほど故障が多い 

トーキングエイド   接触不良／充電器の接続部分 

ストレッチャー ホースとの接続箇所が外れる／ねじ／移動部

のレール 

ゆるんでしまい、外れる。年数回。移動部のレールは少々ゆがみやすい。 

エアーマット 本体（マイコン部分）、エアーマット（エアーが

入る部分） 

数年に一度 



 
３．現在使用されている福祉関連機器のうち、現在、利用者等から機能面や形状等などについての改良を希望されている箇所があり
ましたら、機器名及び改良ポイントについてお教え下さい。また、その他にも要望がありましたら併せてお書き下さい。（有効回
答施設数：10施設） 
3-1)a福祉関連機器名 3-1)b改良ポイント 

車椅子 コントローラーの位置／ステップの位置 

天井式リフター 天井にあるレールが移動できるもの 

移動-移乗機 ベルト 

移動-移乗機 前輪ストッパー 

浴室用車椅子 座面が固い→素材変更してもらいたい 

寝台式トイレ マット部→汚れがつきやすいので、マメに交換したい、安価なものがよい 

エレベーター （一部改良したが）スイッチ（▽△）の取り付け位置を変更して欲しい 

照明 ブラケット（廊下照明）の電球が切れやすい 

車椅子用トイレ 便器、床、接地面から水漏れ 

移動用リフター 使用方法が簡単で体に負担がないもの 

ガイドヘルプ機器 視覚障害の方が使える、周囲の情報を伝達してくれる機能 

車椅子 ブレーキ可動部（錆・摩耗）／タイヤのベアリング（錆・摩耗） 

シャワーチェアー 肘置きの可動部（錆・摩耗）／タイヤのベアリング（錆・摩耗） 

ベッド 柵の結合部の塗料がはがれ、錆による曲がり、ブレーキのかかりが甘くなっている 

移乗介護機 身長の低い方に使えないので、身長に応じて使えるようにできないか 

シャワーチェアーなど入浴関連品 水はけが悪い／次の利用者が使うとき、座面が交換できないなど工夫をしてほしい 

パソコン、キーボード 手に不随運動があっても打ちやすく 

意志伝達装置（HITACHI 伝の心） 装置（パソコン）に入力するためのスイッチのアームをいくつかの姿勢でも可能となるように動作自在だ

と有効に使える場面が増える 

トイレ（トイレットペーパーホルダー）（手すり） 立ち上がりの際に頭をぶつけることがある。もう少し手すりが欲しい。また手すりも頑丈にしてほしい。

物が詰まった時に、詰まった物をとりやすい構造にしてほしい。奥まで手が入らない。 

自動水栓（洗面所） センサーが反応しないことがある。洗面台に入りにくい（足元のところに色々なものがあたるため） 

 
４．様々な製品・機器に抗菌適応材を求める傾向が強くなっています。貴所が使用されている機器の中で、抗菌性を求める福祉関連
機器はどういうものがありますか。それは機器の中のどの部分で求められていますか。それにはまた金属の使用が考えられますか。
特に金属の使用にあたっての課題・問題がありましたら、下記にお書き下さい。（有効回答施設数：10施設） 
4-1)a福祉関連機器名 4-1)b抗菌素材適応部部 4-1)c金属部品・課題 

スチームキャビ（清拭を適度な温度、

湿度で保つ物） 

菌が繁殖しないように清拭をいれておく場所は、抗菌素材が必

要 

  

お風呂用マット 本体 温度、滑り止め 

浴室用車椅子 座面、背面 温度、滑り止め 

寝台式トイレ 身体的接触面 温度、滑り止め 

トイレ、手すり、介護用食器 身体接触面   

平行棒 手すり   

車椅子類 車椅子シート、ハンドリム、ハンドル ハンドリム→冷たさを感じる／ハンドル→介護者の触

感不良 

ベッド ベッドマット   

車椅子 座席、肘置き 布製の場合は吸収率が高いが金属では難しい 

シャワーチェアー 座席、肘置き 布製の場合は吸収率が高いが金属では難しい 

ベッド 柵・マット 布製の場合は吸収率が高いが金属では難しい 

入浴関連品 スポンジ、プラスチックなどカビが生じやすい 入浴関連品は熱の伝導率が高いので、金属は向かな

いように思う 

トイレ関連品 てすり、ペーパーホルダー、ドア、壁など、利用者が触る部位 すべらないような工夫があれば可能と思う 

トイレまわり（便器、便座、トイレット

ペーパーホルダー） 

トイレまわり（便器、便座、トイレットペーパーホルダー） 体をぶつける可能性のある場所にはなるべく使用しな

い 

食事テーブル テーブル表面   

浴室 ストレッチャー／シャワーチェア   

 
５．福祉機器は利用者の障害内容の程度、体力に応じた仕様が必要と考えられます。貴所ではこうした状況に対し、どのような対応
をしていらっしゃいますか。またどんな課題がありますか。（有効回答施設数：7施設） 
5-1)a福祉関連機器名 5-1)b現在 5-1)c課題 

車椅子、補助具等 ケースワーカーや県リハと相談／機器のメーカーに相談   



ベッド 高さの調整ができるものを選択しているが、木製のもののた

め、微妙名調整ができない 

介護用ベッドも見た目に暖かみのある物があるなら（高さ調

整ができるなら）選択したい。 

食器固定器具 職員が作製 形状、高さ、大きさ等の対応 

ナースコール呼出器 コードの長さ等の調整は特別注文か職員が手直しして対応 長さ、形状など安価に選択できるとよい 

車椅子 個人に合わせて作成 追加部品の取り外しができるように工夫して欲しい 

車椅子 購入可能な点は発注。生産中止等の部品は廃棄部品より流用パーツの統一化／パイプ径やボルトのサイズ等 

シャワーチェアー 購入可能な点は発注。生産中止等の部品は廃棄部品より流用パーツの統一化／パイプ径やボルトのサイズ等 

ベッド 購入可能な点は発注。生産中止等の部品は廃棄部品より流用パーツの統一化／パイプ径やボルトのサイズ等 

車椅子 PTをからめて、身体状況との適合をはかっている PT、OTの常勤化、車椅子担当職員の常勤化 

車椅子は座位保持型車椅子用 体

幹保持ベルト 等 

①業者と相談して既製品を使用、②施設リハビリスタッフ等が

使用者にあわせて制作 

②でスタッフが作成する場合、体幹を固定する素材（金属や

ベルト）が加工しやすい、扱いやすい物があれば（加工と強

度） 

車椅子 徹底的に作成時に利用者 PT と話し合い、本人に合わなかっ

た場合は、後日業者に調整してもらう（有料） 

色々な利用者に合うように多彩なオプションを用意して頂き

たい 

 
６．これからの福祉関連機器に求められる材料・部品等としてはどういうものがありますか。また要求内容としてはどういったもの
がありますか。あれば具体的にお書き下さい。（有効回答施設数：7施設） 
6-1)a材料・部品 6-1)b要求内容 

軽くて、クッション性が良い物 お風呂場の床に滑り止め、安全面を考え、また衛生的であるもの 

木材 介助用機器は多くの場合、金属性のため、冷たい感じがあり、違和感なく使っていただくためにも木材あるいは木目

をあしらって欲しい 

衝撃吸収剤 車椅子座面マット、複合予防マットレスなど、利用ニーズは高いにも関わらず、価格が高い 

クッション、シートなど ウレタン、ジェル、水等、複合的に使用して1つのものを作る 

アルミ合金 軽量でローコストな部品で流用が可能なもの 

チタン合金 耐久性が高くローコストな部品で流用が可能なもの 

スポンジ 水を含みにくいもの、または水がぬけやすいもの／カビがはえないもの 

車椅子座面シート 仙骨部や臀部に褥瘡（床ずれ）ができにくい素材 

ベッド取付アーム ベッドに臥床している事が多い方に、ベッドにて作業は操作を行うためのアーム 

車椅子 衝撃を吸収するような素材を使用した車椅子を周囲の利用者を気にせず自走する方に使用した（安全のために） 

口控ケア用品 遷延性意識障害（口を閉じっぱなし、ハブラシをかみ切ってしますこともある）の方のために、口を苦痛、危険なく開

けるような器具。どうしてもこういった方はケアが出来ない面があるので、ご検討して頂きたい。 

福祉用具全般 特別な工具、部品を一切使わなくても調整できるようにして頂きたい。修理に1ヶ月以上かかってしまうこともあり、非

常に困ることがある（部品、規格の統一）／また試供品なども沢山あると、購入の際に参考になる。 

 
７．今後の高齢化社会において高齢者の機能維持のために必要性が増すと思われる機器製品がございましたら、下記にお書き下さい。
それはまた、身体のどの部分の機能保持を狙うものかお書き下さい。（有効回答施設数：5施設） 
7-1)a福祉関連機器名 7-1)b身体機能 

移動式トイレ トイレ室内の中でご本人の身体状況に合わせ便器を動かすことができる 

エアーマットレス 褥瘡ができやすい部分 

車椅子 タイヤの回転部に荷重がかかるギヤを取り付け、上肢の筋力アップにつなげる（日常生活にリハビ

リを取り入れる） 

座位用エルゴメーター 座位が十分にとれない方、側方に転倒防止のあるもの 

リハビリ機器（主に上肢） 上肢であれば動くという方は多いので、食事の練習になるようなものを作って頂きたい。 

 
８．以上のほか、特に移動機器・移動補助製品についてお伺い致します。 
 
8-1）身体障害者対象として開発されてきた移動機器ですが、高齢化社会では高齢者の足代わりとした多様な製品が望まれると思いま
す。今後、より品質の高い機器開発を求める観点から、現在の移動機器・移動補助製品に対して、専門的見地から、また使用者
の方々からの声としてその機能性の要望がありましたら、お書き下さい。（有効回答施設数：5施設） 
8-1-1)a品名 8-1-1)b要望 

車椅子座面 座面の固さ、左右の別な高さが変えられれば、片マヒ等の方が安定しやすいと思われる。 

電動車椅子 全身性の傷害のある方の場合、操作部をどこにするかを主として、ご本人の機能にあわせるため、

完全特別注文になり、故障時の部品の発注等に時間がかかる。また高価すぎる。 

移動式リフター つり上げ部（ベルト、スリングシート）の形状をご本人に合わせると、取り付けが困難なことが多い 

車椅子 追加部品の取り外しに工夫 

車椅子座面 座席・肘置きの昇降 

車椅子全般 肘掛け、足台を外せるものを標準としてほしい。現在のそういったものはオプション扱いで、料金が

かさむ。また、あらゆる部分の調整ができるものは、とても使いやすい。 

 



8-2）移動機機・移動補助製品が重要な福祉機器として普及していくためには、何が必要と思われますか。具体的にお書き下さい。（有
効回答施設数：7施設） 

8-2 普及の要件 

価格を安くする／申請を簡素にする／コンパクトにすることで自宅にもおける／デザイン性の高いもの 

手軽にメンテナンスができる／住環境の整備／地域環境のバリアフリー化 

質問内容が難しく、回答できない 

当事者団体との連携、意見交換を実施 

一般的に値が高すぎる（修理も含め）／安全性は第一に考えなければいけないが、シャワーチェアーなど、なるべく軽量でかさ

ばらないものになるとよい。 

施設と提携した機器開発 

軽量化、細部の調整可能（各所が伸縮するもの）。また扱いの荒い方のために耐久性（特に溶接部）の強化、そして価格を手頃

にする。障害はまさに千差万別であり、あらゆるニーズに対応できる多くのオプション部品が望ましい。 

 
 




